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要 旨 

 

 

現在，世界全体においては地球環境問題，とりわけ気候変動への対応が大きな課題となってい

る．IPCC第 4次評価報告書は、気候システムの温暖化にはもはや疑う余地がなく，その要因は温

室効果ガス（Green House Gas：GHG）排出量の増加である可能性が高いこと，1980年～1989年

までを基準とした場合の 2090年～2099年の気温上昇を 2℃以下に抑えるためには，先進国（附属

書Ⅰ締約国）において 2050年に 80%以上の CO2排出量削減が求められることが明記され， 2009

年ラクイラサミットでは同年までに先進国全体で 80%以上削減する目標が支持されるなど，気候

変動の取り組みは特に先進国において重要な責務となっている．また，日本では 1950年代～1970

年代の高度経済成長期における急速な都市化によりスプロール化が進行し，古くからの中心市街

地・集落から郊外へと人口の拡散が進んできた結果，既成市街地の魅力低下，都市を維持・管理

するためのインフラ・建物維持費用の急増など課題が顕在化している． 

その打開策として，現在，多くの自治体では集約型都市構造への転換を掲げている．その基本

的な考え方は，スプロール化により郊外に広がった環境的にも経済的にも非効率な地区から，効

率性の高い都心・近郊部へと人口や都市機能の集約を進めるものである．しかし，人口を集約す

る地区をどのように再デザインしそれを実現していくべきかについては，議論が十分なされてい

ない．地区の将来デザインがないまま，単に高層化や高密化によって人口集約の受け皿を用意し

ても，日照や景観の悪化，居住スペースの狭小化などにより，居住者が享受できるアメニティが

悪化するために，人口が集まらない可能性もある．近年においては Smart Cityや Smart Community

といったキーワードをもとにした都市や街区の低炭素化対策が進められているものの，これは，

高効率機器や ICT技術をはじめとした環境・エネルギー技術の積極的導入や開発により都市の低

炭素化を目指すものである．現状では大規模な再開発や新市街地開発におけるプロジェクトが中

心であり，都市の 90％以上を占める既成市街地への適用はほとんど見られないとともに，生活環

境の改善やインフラの維持等に係るコスト縮減など，市街地改善の総合的な取り組みであるとは

言い難い．集約型都市構造への転換を無理なく進めるには，建築物や市街地の更新スケジュール

に応じて，漸次的に地区レベルでの環境性能が向上する空間戦略を目指すことが必要である． 

以上の背景を踏まえ，本研究では，既成市街地の漸次的な低炭素化を支援するため，「街区群」

のスケールで低炭素技術導入や土地利用・交通システムを統合的に検討し，その環境性能をトリ

プルボトムライン（TBL：Triple Bottom Line）の観点から漸次的に予測評価できるシステムを構築

した．このシステムを用いて，名古屋都市圏に位置する 3 地区を対象に将来予測分析を実施し，

システムの妥当性を検証するとともに，地区の特性に応じた空間デザインや低炭素技術導入の方

法論と，社会実装手法について検討した． 



ii 

 

本論文は以下の 6章により構成される． 

第 1 章では，まず地球温暖化問題への取り組みの国際的な背景について整理し，都市の低炭素

化を進めるための都市構造再構築の必要性を再確認した．さらに，現在進められている低炭素都

市に関連した代表的な 2 つの取り組み――集約型都市構造とスマートシティ――について，それ

ぞれの取り組み状況を整理し，空間的な広がりを持った街区群（Neighborhood）のスケールで環

境性能の漸次的変化を評価・検討するシステムの必要性を述べた． 

第 2 章では，都市計画や環境政策の分野における本研究の位置付けを明らかにすることを目的

に，これまでの街区群の環境形成の考え方について，4つの側面から整理を行った．1点目は都市

レベルの計画規範の議論であり，都市化の進んだ 19世紀から現在までの変遷の整理から，人口減

少期における市街地再構築の方向性と課題を抽出した．2点目は地区レベルでの計画手法であり，

近年，国内外で積極的に取り組まれている既成市街地の再生への取り組みを概観した上で，日本

で今後展開すべき方向性について明らかにした．3 点目は低炭素まちづくりのシナリオデザイン

に関する考え方，4 点目は現在取り組まれている国内外の低炭素まちづくりに関する取り組みで

あり，世界各国の事例から，その特徴と日本における課題を論じた．以上の整理から，今後の持

続可能な街区群形成に向けた本研究が目指すまちづくりについて整理した． 

第 3章では，都市や建築を対象とした Greenhouse Gas（GHG）排出量の計測評価に関する既往

研究を概観し，知見と課題を明らかにした．また，国内外で開発されている地区開発を対象とし

た環境アセスメントツールの現状について，既成市街地への適用における課題を抽出した．その

結果，a)要素技術や建築単体による GHG排出量評価，あるいはよりマクロ的な都市全体の排出量

評価が多い一方で，街区群レベルでの評価手法が十分ではないこと，b)近年における環境アセス

メントツールでは，定量的なアウトカム指標評価ではないことから，効果量の把握や既成市街地

の地域特性に応じた多様な市街地整備への対応が困難であること，などが明らかとなった．その

上で，本研究が達成すべき評価手法の要件を，1)アウトカム指標による評価とすること，2)空間構

成や環境技術，それによるライフスタイルの変化の相互関係を記述できること，3)漸次的かつ統

合的な評価が可能であること，と位置づけた． 

以上を踏まえ，第 4 章において街区群の環境性能を漸次的に評価できるシステムを構築した．

システムは，既成市街地の環境性能を環境負荷の観点だけでなく，社会的，経済的観点も含めた

トリプルボトムラインを用いて漸次的に評価するものである． 4 つのサブモデルからなり，1)建

物寿命と更新を 1 年単位で予測する漸次的更新シミュレーション，2)街区群の住民構成・ライフ

スタイルと，街区群内における建物や低炭素技術の導入状況から，エネルギー消費量を月別 1 時

間単位で推計するモデル，3)街区群の空間デザインや交通モードの性能から住民の交通行動を予

測するシミュレーション，そして 4)街区群の環境性能を環境，社会，経済の 3つの側面から評価

する TBL評価モデルで構成される．これらのモデルを組み合わせることで，本研究の目的である

街区群の空間デザインや低炭素技術導入のロードマップを統合的に評価することが可能となった． 

第 5章では，開発したシステムを用いて名古屋都市圏の 3つの異なる街区群においてケースス



iii 

 

タディを実施した．まず，都心部の商業街区群（名古屋市中区錦二丁目）を対象に，地区まちづ

くりにおける本システムの活用可能性と都心部における街区群デザインについて検討を行った．

次に，近郊部の木造住宅密集街区群（名古屋市瑞穂区御剱小学校区）を対象に，空間デザインと

低炭素技術導入の組み合わせ効果を検証するとともに，増加する空地の有効利用による施策効果

を検討した．最後に，郊外部の農地転用街区群（愛知県豊山町志水小学校区）を対象に，人口減

少時の土地利用の方向性について検討を行った．以上のケーススタディを通して，構築したシス

テムが既成市街地の低炭素計画立案のための有用なツールとして活用できること，関係者の合意

形成やまちづくりの科学的検証にも有効であることが確認できた．さらに 3 地区の施策検討結果

から，今後の低炭素まちづくりの方向性についても知見を得た．具体的には，環境技術の導入は

それ単独では，街区群の魅力を向上することは難しく，またコストメリットを創出することも難

しいこと，それを可能とするためには，受け皿である空間デザインも合わせて検討することが街

区群のバランスの良い環境性能向上に必要不可欠であることが明らかとなった．また，日本では

建物の密度に関わらず，駐車場や空き家など低未利用地が多く存在している．これらをコントロ

ールすることで，魅力的な公共空間（歩道，公園など）の創出が可能であり，人口密度を高めな

がらこれらの空間を確保していくことが必要不可欠であることが明らかとなった． 

第 6 章においては，本研究で開発された評価システムの有用性と本研究で得られた知見につい

て述べた．加えて，社会実装に向けた提案と今後の展望を整理し，本研究のまとめとした．  
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第1章 緒言 

 

1-1 都市と環境問題のかかわり 
 

都市政策における環境への関心は，産業の急速な発展による公害問題や，人口集中による劣悪

な生活環境への懸念からはじまった（花木 2005）．これらは直接的に居住者の健康被害を引き起

こし，経済成長期においては深刻な社会問題となっていたが，社会基盤が整うことで徐々に解消

した．しかしそれ以降，都市と環境のかかわりに対する注目は，更に重要視され，その内容は多

様かつ広範となっている．より豊かな生活を享受するための住環境の向上，開発により荒廃する

自然環境の保全など，都市と環境とのかかわりへの関心は健康被害から快適性や自然へ，そして

身近な環境から都市の外へと拡大している．21 世紀の現在においては，その関心は温暖化問題，

生物多様性，資源循環など地球規模に広がっている（田路 2003）． 

特に深刻な課題として挙げられているのが，地球温暖化に端を発した気候変動である．IPCC（気

候変動に関する政府間パネル：Intergovernmental Panel on Climate Change）が公表した第 4次評価

報告書（2007）では、気候システムの温暖化にはもはや疑う余地がなく，その要因は温室効果ガ

ス（Green House Gas：GHG）排出量の増加である可能性が高いこと，1980年～1989年までを基

準とした場合の 2090年～2099年の気温上昇を 2℃以下に抑えるためには，先進国（附属書Ⅰ締約

国）において 2050年に 80%～95%の CO2排出量削減が求められるとされている．さらに IPCC第

5 次評価報告書第 1 作業部会報告書（2013）では，人為的な温室効果ガスの増加が気候変動の要

因としてもはや確実であると検証され，第 3作業部会報告書（2014）では，2100年にはゼロ排出

を達成する必要があるとされている．そのような流れを受け，1997年の京都議定書採択を皮切り

に，2008 年洞爺湖サミットでは 2050 年までに世界全体で CO2排出量 50%削減が合意され，2009

年ラクイラサミットでは同年までに先進国全体で 80%以上削減する目標が支持されるなど，気候

変動の取り組みは特に先進国においては重要な責務となっている． 

日本においては京都議定書採択と同時に，「低炭素社会」をキーワードに（環境省 2007），これ

まで各分野において様々な取り組みが実施されてきた．とりわけ産業部門においては，京都議定

書基準年である 1990年には CO2排出量が 482百万 t-CO2であったのに対し，2012年（速報値）に

おいては 431百万 t-CO2と 12年間で 10.7%削減しており，設備更新や技術革新による環境効率の

向上を進めてきた結果が出始めている．しかしその一方で，運輸部門，業務その他部門，家庭部

門は 1990 年比でそれぞれ 4.5%増，57.9%増，59.5%増となっており，大幅な増加を示している．
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こうした動向は，単に 2011年以降の電力排出原単位の増加による影響だけではなく，自家用自動

車の需要の増加，業務の IT化，家庭内でのエネルギー需要増加などライフスタイルやプロダクト

スタイルによる需要増加が，個別機器の技術革新による環境効率向上の効果を卓越した要因も大

きい（国立環境研究所 2013）．今後は，産業分野や発電分野などマクロな供給側での取り組みだ

けでなく，家庭や業務，交通といった個々の生活に根差したよりミクロな範囲での分野での努力

が求められている．また，その実現にはこれまでのような，自動車や家電など個別機器による対

策のみでは難しいことも明らかである（IPCC 2014）． 

そのような背景から，現在，都市分野においても，CO2 排出量の少ない都市空間構造への転換

をめざす「低炭素まちづくり」への取り組みが注目を集めている．都市化の時代にはヒューマン

スケールの課題として端を発した環境問題が，1 世紀を経てグローバルスケールの問題として，

再び都市や地域が直面する課題へと戻りつつある．これらへの対応は今後の都市計画にとって重

要な課題であり，低炭素かつ持続可能な都市形成が求められる． 

 

 

1-2 スマートシティ事業に関する動向 
 

都市の低炭素化のために進められている取り組みの一つとして，東日本大震災により引き起こ

された電力ひっ迫や，新たな環境市場の開拓などを背景とした Smart City，Smart Community事業

が挙げられる．これは 2008年に米国の「グリーン・ニューディール」政策の一環として投資対象

に挙げられた Smart Gridに端を発し（林・岡本 2010），それが電力網（Grid）からすでに進められ

ている交通や建築，熱利用までを含めた都市政策（City）へ，さらには住民の行動変化やライフ

スタイルの提案（Community）へと展開したものである．その経緯から，実施される施策は再生

可能エネルギーなどのエネルギー創出や情報通信技術（ICT）によるエネルギーの有効活用に関す

る技術開発・導入がほとんどである．日本における先導的なプロジェクトとしては，経済産業省

が選定した次世代エネルギー・社会システム実証地域（横浜市，豊田市，けいはんな，北九州市）

が展開されている（柏木 2010，経済産業省 2010）ほか，内閣官房地域活性化総合事務局（2014）

による環境モデル都市や環境未来都市構想（村上 2012），国土交通省（2014a）によるまち・住ま

い・交通の創蓄省エネルギー化モデル構築支援事業などがあげられる．また，民間事業者におい

ても，特にハウスメーカーやディベロッパーが中心となって，環境技術を積極導入した都市再開

発や新規住宅地開発（例えばパナホーム株式会社 2014，積水ハウス株式会社 2014）を進めている． 

しかし，これらの取り組みは太陽光発電や電気自動車，スマートハウスや ICTを活用したエネ

ルギー管理システムなど，いずれも技術導入に特化しているものが多く，土地利用や住宅・イン

フラストックの管理など，市街地の空間デザインに着目した事業や計画はほとんど見られない．

また，事業が面的な取り組みであっても，その対象は大都市における再開発や新市街地開発がほ
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とんどである．高度経済成長期に大幅に都市化が進んだ我が国においては，国土全体の低炭素化

を進めるためには都市の 90%以上を占める既成市街地への展開が必要であり，そのためには現在

の実証事業から，徐々に既成市街地への展開を見据えた普及方法の検討が求められる．既成市街

地への展開を検討する上で，新規開発地区と大きく異なる点は，技術導入先となるインフラや建

物が既に建設されていることが挙げられる．既成市街地ではこれまでのモデル事業のように導入

技術にとって望ましい環境がすべて整っている保障はなく，現在のように単に技術導入のみを推

し進める方法では効率的な低炭素化は困難である．既成市街地を低炭素化していくためには，地

域の特性に応じて導入する技術の組み合わせの検討や，技術の受け皿となるインフラや建物，さ

らにその総体である空間構成の改変を含めた計画が必要である． 

 

 

1-3 集約型都市構造への挑戦 
 

都市の低炭素化のために進められているもう一つの取り組みとして，集約型都市構造への転換

が目指されている． 

日本においては，1950 年代から 1970 年代の急激な都市化によりスプロール化が進行し，古く

からの中心市街地から郊外へと人口の拡散が進んできた．その結果，商店街の衰退などの中心市

街地空洞化（鈴木 2007），モータリゼーションとそれに伴う交通混雑の発生（北村 2005），維持管

理が必要なインフラ整備面積の拡大による市街地維持管理費用の増加（TRB and NRC 2002, 

Carruthers and Ulfarsson 2003, 小瀬木ら 2010），交通における自家用車需要の増大をはじめとした

環境負荷増加（Kennedy et al. 2009, 伊藤ら 2011）など，環境面に留まらない様々な課題が顕在化

している．今後は人口が本格的に減少することが予想されており，2010年において約 128百万人

であった人口が 2050年には 97百人，およそ 25%減少するとされている（国立社会保障・人口問

題研究所 2013）．現在の低密な都市構造のまま，市場のなりゆきに任せていけば，今よりもさら

に低密な市街地が広がる可能性があり，環境的，経済的に一層非効率となることが懸念される． 

その打開策として，欧米から議論の始まった Compact City（EC 1990，海道 2001）や Smart shrink

（林 2011），集約型都市構造（社会資本整備審議会 2009）など，都市の高密化と再編への取り組

みが注目されている．この定義は国や地域，分野によって様々であるが，主な特徴は共通してお

り，1)高密度で近接した開発パターンによって，2)公共交通でつながった市街地を形成し，3)地域

のサービスや職場までの到達しやすさが高い都市を実現するものである（OECD 2012）．つまり，

スプロール化が進んだ環境的にも経済的にも非効率な地区から，利便性の高い都心・近郊部へと

人口や都市機能の集約を進めるものであり，日本でも多くの自治体（例えば青森市 1999，富山市

2008，名古屋市 2011）が都市マスタープランへの位置づけや，そのための政策実施を進めている．

さらに，2014年 7月に公表された国土のグランドデザイン（国土交通省 2014b）においても，こ
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れからの国土構造のキーワードを「コンパクト＋ネットワーク」とし，地域の多様性や地域性，

コミュニティの再生を軸とした集約と連携による地域づくりを目指すものとしている． 

しかし，こうした取り組みが都市レベルで進められているにも関わらず，人口を集約する，あ

るいは撤退する地区をどのようにデザインし実現していくべきかについては，十分な議論がされ

ていない．現在，大都市圏の一部地域においては，不動産市場の主導により超高層マンションの

開発や，ミニ開発の展開による人口の都心回帰が進んでいる（出口ら 2014，国土技術政策総合研

究所 2007）ものの，こうした市場に任せた開発には防災やコミュニティ，日照などの住環境の質

の低下が懸念されている（日端 2005，長島 2005）．林ら（2009）は将来の集約地区のビジョンを

Quality Stockとし，「社会的価値観に基づいて，都市空間として質が高く，将来世代にわたって長

期間共有でき，社会的資産となること」，すなわち「都市の社会資産化」（Social Capitalization of the 

City）と定義しているが，その具体的な空間構成については明らかとしていない．国土交通省（2014c）

は，都市再生特別措置法の改正により，立地適正化計画を進めているが，その内容は都市施設の

配置や開発のコントロールに限定されており，都市機能誘導区域や居住誘導区域において，具体

的にどのような空間を形成すべきかの提案は行われていない．また郊外地域においても，戦略的

に人口移転を図ることが提案されているものの，撤退後の土地利用においては，小さな拠点とし

て集約するべきか（秋田 2013），あるいはゆとりある田園住宅地を形成すべきか（野嶋 2013）多

様な意見が存在しており，その適材適所の議論は進んでいない．地区の将来空間構成がないまま，

単に高層化や高密化によって人口集約のための受け皿を用意しても，日照や景観の悪化，居住ス

ペースの狭小化など居住者が享受できる生活の質（QOL：Quality of Life）の悪化により，思うよ

うに人口が集まらない可能性もある．集約型都市構造への転換を着実に進めるためには，高い生

活の質を確保しながら，環境負荷を低減し，持続可能性が高い空間形成を目指す必要がある． 

 

 

1-4 街区群単位での漸次的な空間再編手法の必要性 
 

以上のような取り組みを進めるためには，新たに理想的な開発を繰り返すのではなく，都市の

大多数を占める既成市街地の中で地区レベルの協調的な再構築を進めることが重要である．その

ためには，1)個々の地域特性に応じてより効率的な技術や空間構成の組み合わせを統合的に計画

し，2)具体的なデザインと効果を同時に提示することで，3)行政や市民が足並みをそろえて議論，

合意形成を図ること必要であり，その適切な計画規模として「街区群」の空間スケールによるま

ちづくりが求められる． 

さらに，現在の日本の経済状況や土地の権利関係では，これまで多数行われてきた行政や企業・

組合等による大規模再開発事業は，多くの地区では実現が難しい．実際，木造密集市街地等にお

いて実施されてきた敷地の集約化においては合意形成に長期の時間や行政等の労力を要するため
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に，取り組みが停滞している例も散見される．また，昨今のまちづくりでは地域性やコミュニテ

ィも重要視されており，クリアランス型の事業は地域のニーズと逆行した取り組みへとなりかね

ない．さらに，気候変動抑制のためには，将来一時点ではなく，現在から将来にかけた累積の GHG

排出量削減が重要であり，事業が実現した将来の目標設定（Visioning）だけでなく，時間進行に

合わせた漸次的な移行パスが求められる（Transition, Yamaguchi et al. 2007）．そのため，いつ実現

できるかわからない大規模再開発を志向するよりも，地区内の各建物レベルでの更新やその組み

合わせに従って少しずつ，かつ着実に地区の環境を改善することが望ましく，地区計画等の都市

計画的手法を用いて市街地の再構築を誘導していくほかない．特に日本においては建物の建て替

えサイクルが早いため，個別更新を前提とした再構築シナリオでも，欧米と比較してより短期的

に環境負荷が小さく，かつ居住環境の高い市街地を構築できる可能性が期待される．近年におい

ては，また建物の二酸化炭素排出原単位を既成の対象に含めるなど，環境に配慮した地区計画制

度の導入例もある（千代田区 2009）ことから，漸次的な再構築手法が構築できれば，日本型の改

善型まちづくりの発展として普及する可能性もある． 

しかしながら，こうした手法の発展普及を進めるためには，現在の地区計画制度が，その実効

性が期待されているにもかかわらず，既成市街地においてあまり普及していない（高見沢・日端 

1992）点に注目する必要がある．この 1 つの要因として，地区計画が土地利用に対する強制力の

大きい制度でありながら，それが将来もたらすメリットが明確でなく，また不確実であることが

挙げられる．これは，地区計画の導入が将来の地区環境にどのような影響をもたらすのか，また

住民や行政にとって長期的，具体的にどのような便益をもたらすのかが共有，約束されていない

ためである．この課題をクリアするためには，地区計画など長期的な既成を前提とした政策が将

来どのような環境性能をもたらすか明確化し（居住環境保障型街区，林 2005），目標とする将来

像にいつ，どのように到達するかといったプロセスを提示する必要があるが，現状においてはそ

れを定量的に示せる方法論はほとんど開発されてない． 

今後，既成市街地における低炭素まちづくりの展開を実現するためには，長期的将来を目標と

しながら，その漸次的な達成を実現できるまちづくりの展開が求められる．そのためには，地区

計画を含むまちづくりの取り組み全体が将来達成する性能やその漸次的変化を評価するシステム

と，それを社会に反映するための仕組みが求められる． 

 

 

1-5 本研究の目的 
 

以上を踏まえ，本研究は既成市街地の漸次的な低炭素化の実現を支援するツールとして，低炭

素技術の導入や 3 次元的な土地利用，交通システムを統合的に検討することができる環境性能評

価システムを構築することを目的とする．その際，長期にわたるまちづくりのマネジメントにお
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いては，予定通りに取り組みが進まない可能性も予見されることから，目指す将来像が実現され

た将来一時点のみを検討するのではなく，それに至るまでの計画プロセス全体における環境性能

の漸次的変化を評価できる仕組みとする．加えて，気候変動といった地球規模の課題を居住環境

などのローカルな課題と接続し居住者や関係者との合意形成を円滑とするため，市街地の漸次的

変化をボリュームモデルとして「見える化」するとともに，街区群の環境性能を CO2排出量だけ

でなく，住民が享受する生活の質，市街地維持費用の 3つの観点から評価できるシステムとする． 

構築したシステムを用いて名古屋都市圏における特性の異なる 3 つの地区を対象に将来予測と

政策分析を実施することで，構築したシステムの妥当性や政策検討における有用性を検証すると

ともに，地区の特性に応じた空間デザインや低炭素技術導入の方向性について検討する．さらに，

構築した評価システムの活用可能性と，社会実装に向けた制度的な提案を行う． 

 

 

1-6 研究の構成 
 

本論文は以下の 6章により構成される． 

本章では，まず地球温暖化問題への取り組みの国際的な背景について整理し，都市の低炭素化

を進める必要性について整理した．さらに，現在進められている低炭素都市に関連した代表的な

2 つの取り組み――集約型都市構造とスマートシティ――について，それぞれの取り組み状況を

整理し，空間的な広がりを持った街区群（Neighborhood）のスケールで環境性能の漸次的変化を

評価・検討するシステムの必要性を述べた． 

第 2 章では，これまでの都市計画や環境政策における本研究の位置付けを明らかにすることを

目的に，これまでの街区群の環境形成の考え方について，4つの側面から整理を行う．1点目は都

市レベルの計画規範の議論であり，都市化の進んだ 19世紀から現在までの計画規範の変遷の整理

から，人口減少期における市街地再構築の方向性と課題を抽出する．2 点目は地区レベルでの計

画手法であり，近年，国内外で積極的に取り組まれている既成市街地の再生への取り組みの概観

から，日本で今後展開すべき方向性について明らかにする．3 点目は低炭素まちづくりのシナリ

オデザインに関する考え方， 4点目は現在取り組まれている国内外の低炭素まちづくりに関する

取り組みであり，世界各国の事例から，その特徴と日本における課題を論じる．以上から，今後

の持続可能な街区群形成に向けた本研究が目指すまちづくりについて整理する． 

第 3章では，都市や建築を対象とした GHG排出量の計測評価に関する既往研究を概観し，これ

まで行われてきた研究における知見と課題を明らかにする．また，国内外で開発されている地区

開発を対象とした環境アセスメントツールの現状について，既成市街地への適用における課題を

抽出する．その上で，本研究が達成すべき評価手法の要件を，1)アウトカム指標による評価とす

ること，2)空間構成や環境技術，それによるライフスタイルの変化の相互関係を記述できること，
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3)漸次的かつ統合的な評価が可能であること，と位置づける． 

第 4 章においては，前章までの位置づけや要件を踏まえて，街区群の環境性能を漸次的に評価

できるシステムの構築について述べる．構築するシステムは，既成市街地の環境性能を環境負荷

の観点だけでなく，社会的，経済的観点も含めたトリプルボトムラインを用いて漸次的に評価す

るものである．システムは 4 つのサブモデルからなり，1)建物寿命と更新を 1 年単位で予測する

漸次的更新シミュレーション，2)街区群の住民構成やライフスタイルと，街区群内における建物

や低炭素技術の導入状況からエネルギー消費量を月別 1 時間単位で推計するモデル，3)街区群の

空間デザインや交通モードの性能から住民の交通行動を予測するシミュレーション，そして 4)街

区群の環境性能を環境，社会，経済の 3 つの側面から評価するトリプルボトムライン評価モデル

で構成される．これらのモデルを組み合わせることで，本研究の目的である街区群の空間デザイ

ンや低炭素技術導入のロードマップを統合的に評価することが可能とする． 

第 5章では，開発したシステムを用いて名古屋都市圏の 3つの異なる街区群においてケースス

タディを実施する．まず，都心部の商業街区群（名古屋市中区錦二丁目）を対象に，地区まちづ

くりにおける本システムの活用可能性と都心部における街区群デザインについて検討を行う．次

に，近郊部の木造住宅密集街区群（名古屋市瑞穂区御剱町）を対象に，空間デザインと低炭素技

術導入の組み合わせ効果を検証するとともに，増加する空地の有効利用による施策効果を検討す

る．最後に郊外部の農地転用街区群（豊山町志水）を対象に，人口減少時の土地利用の方向性に

ついて検討を行う．以上のケーススタディを通して，構築するシステムの，既成市街地の低炭素

計画立案のための活用可能性，関係者の合意形成やまちづくりの科学的検証への適用性について

考察するとともに，今後の低炭素まちづくりの方向性について知見を得る．  

第 6 章においては本研究で開発した評価システムの有用性と本研究で得られた知見について述

べる．加えて，社会実装に向けた提案と今後の展望を整理し，本研究のまとめとする． 
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第2章 持続可能な地区形成の展開と課題 

 

 

2-1 概説 
 

本章では，これまでの地区の空間形成に関する議論を整理したうえで，これからの地区の低炭

素まちづくりについて検討し，本研究の評価システムが想定する事業を概説する． 

まず，2-2節では 19世紀の都市化から現在に至るまでの都市計画における望ましい密度と空間形

成に関する議論や事例について整理し，これからの都市計画研究に必要な議論と課題を概観する．

2-3節においては，地区レベルでの計画規範や制度を整理し，国内外で取り組まれている既成市街

地の再生事例について各国における事業対象の違いを明らかにすることで，日本における問題点

を挙げる．2－3節においては，主に国や都市レベルにおける低炭素社会のシナリオデザインに関

する議論について整理を行い，地区スケールの取り組みへの適用の必要性について述べる．2-4

節においては，国内外における低炭素まちづくりやスマートシティ事業について概観し，日本，

欧州今後の展望，米国それぞれで取り組まれている事業の特徴の違いから，現在の日本の取り組

みにおける問題点と，既成市街地への展開のために解決すべき課題を抽出する．その上で，日本

において地区の環境性能を高めるために必要な既成市街地の低炭素まちづくりの方向性について

論じる．以上の整理から，2-5節では現在の各取り組みにおける課題を整理したうえで，持続可能

な地区を形成するための今後の課題と展開方法を提案する． 
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2-2 都市の計画規範に関する議論と現状 
 

 都市計画規範の変遷 (1)

都市における密度（人口または住宅戸数）の議論は，19世紀における産業革命を背景とした急

激な都市化と，それが引き起こした居住地区の過密化（overcrowding），スラム化への対応からは

じまった．居住地区の過密は，水不足やコレラの流行などを引き起こし，それが田園地帯へ転出

できない貧しい労働者階級に対し，著しい困難を招いていた（Schoenauer 1981）．これに対し， 

Howard（1902）は田園都市（Garden Cities）を提案し，「都市の農村の結婚」により居住環境を改

善しようという計画を提唱した．田園都市は，人口 3 万人程度に限定された規模において，職住

近接型のゆとりある市街地を形成しようというものであり，当時としては，過密化している都心

よりも低密で優良な――しかし，現在の日本の郊外住宅地よりは高密な――市街地を目指してい

た．つまり，都市規模のコントロールにより市街地の境界拡大と人口の過密を抑制しようという

計画であった．こうした境界管理型の市街地形成の理論は，イギリスのレッチワース（1903）や

ウェルウィン（1918）において実現し，そのキーワードは欧州をはじめとした諸外国に広がった． 

1947 年には Corbusier が高密化と合理化を徹底的に進める別の都市計画のビジョンを提案して

いる．具体的には，巨大な高層ビル（およびピロティ）を建設しオープンスペースを確保するこ

と，自動車と歩道を分けることなどを提案しており，これを「300万人のための都市」（1922），「ヴ

ォアザン計画」（1925），として具体化している（後藤 1997）．この高層化・巨大化による高密市

街地の形成理論は，ヨーロッパにおいては郊外の住宅団地や都心のスラムクリアランス事業に適

用されたが，イギリスやオランダでは不人気であったため，困窮層の集中的居住や災害への対応

不足が発生し，実計画からは徐々に撤退した（大方 2008a）．しかし，この高層化・合理化の徹底

は，1960 年代以降における日本のメタボリズム運動に係る各種提案（八束 2011），さらには

ARCHGRAM の「Walking City」（1964）など，大地からの開放を進める都市計画論につながった

（しかしこれらの計画はいずれも実現していない）とともに，大都市を中心とした大規模な再開

発事業を進める誘因となった．近年のプロジェクトにおいては森ビルの一連の再開発や，近年に

おいてアジア大都市や中東においてこの思想による開発が見られている． 

1980年代頃にはコンパクトシティ論が脚光を浴びる．コンパクトシティは，当初，オペレーシ

ョンリサーチの分野で提案された概念である（Dantzig and Saaty 1973）．その定義は国や研究者に

よって様々であり，一概には定義できない．しかしながら，OECD（2010）は多くの研究で共通

点として挙げられる性質を，1)高密度で近接した開発パターン，2)公共交通機関でつながった市街

地，3)地域のサービスや職場までの到達しやすさ，と整理しており，単に高密であるだけでなく，

個々の機能の連携と都市サービスの近接性を含めた概念として提示している． 

コンパクトシティは当初は移動コストの最小化を元とした理念的な都市像であったが，地球環

境問題などグローバルな都市課題が注目されるにつれて，交通ネットワークや拠点に関する議論



第 2章 持続可能な地区計画の課題と展開 13 

 

とその複合的な効果に関する認識が深まり， 1987年の国連報告やECによる「都市環境緑書」（1990）

において，持続可能な都市のビジョンとして採用された．また，グローバル化する社会の中で拠

点の高密性や集約性こそが対抗しうる都市の方向性であるとの指摘（Sassen 2001）もあり，世界

中の大都市から小都市に至るまでその実現に向けた取り組みが進められている．アメリカにおい

ては，同様の議論が 1980年代初頭にニューアーバニズム理論として急速に発展した．これは，こ

れまでの田園都市論や都市美運動，漸進主義などを統合した理論であり（Talen 2005），歩いて暮

らせるコンパクトなまちの創造，TOD（Transit-Oriented-Development），住宅タイプの混合やコミ

ュニティの再生，エコロジカルデザインなどが掲げられている（佐々木・斎木 2010）． 

日本においては，90年代に欧州との比較研究（例えば Hayashi et al. 1992）をはじめとした都市

域の集約化に関する研究が注目され（谷口 2013），2000 年代前半には様々な論者からコンパクト

シティ（およびそれに類する提案）の紹介や提案がなされた（例えば中村ら 2004，海道 2001 な

ど）．一方，都市政策への実装においては，当初は郊外化により衰退した中心市街地の再活性化と

いった中心部の局所的な課題からはじまった（鈴木 2007）．具体的には 1998年に策定された「ま

ちづくり三法」をはじめとした中心市街地への政策が挙げられる（大木 2010）．しかし，これら

の政策は単独では機能せず，インフラや公共施設老朽化，京都議定書への調印などから，より包

括的な政策が求められることとなり，欧州から遅れて 2007年に国土交通省都市・地域整備局から

「集約型都市構造」を進める方針が明示された（谷口 2010）．現在は，各地方自治体にも集約型

都市構造や Smart Shrink（林 2009）の概念が広まっている．全国都市交通特性調査の対象都市 40

都市では，2001年に集約型都市構造を目標とする都市はわずか 3都市（7.5%）であったのに対し，

2011年には 22都市（55%）に増加しており（谷口ら 2012），今後は日本全国でこのような動きが

より加速化するものと考えられる． 

 

 都市の高密化に関する議論の課題 (2)

これまでの都市の高密化に関する議論の概観では，19世紀末から都市化の過程として過密から

高密へ転換するための計画規範が起こったこと， 1940 年代には，更に急速な都市化と自動車社

会への対応としての合理性を重視した高密化都市像への関心が高まったこと，そして 1980年代以

降は，より広範かつグローバルな課題として地球環境問題や財政問題，郊外化を解決しうる高密

な都市形成の議論が進んだことを論じた．しかし，現在のコンパクトシティにおいては，20世紀

前半に議論された高密度地区形成論では対象とする空間的スケールが異なっている．田園都市が

産業革命と都市化に伴う新都市建設において地区レベルでの空間構成に踏み入っていた一方で，

現在のコンパクトシティに関する議論は，すでに成立している都市を対象に，都市全体の構造と

各地区の役割の議論が中心であり，拠点や交通ネットワークの配置，マクロ的な土地利用に関す

る提言が多い．その一方，中心市街地活性化などコンパクトシティを実現するための拠点（点）

を除き，面的に広がる既成市街地の空間デザインに関する研究はほとんどおこなわれていなず（谷

口ら 2007），地区レベルでの空間構成は提示されていない．しかし，地区の将来デザインがない
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まま，集約化都市構造の名のもとに単に現状の市街地から高層化や高密化によって人口集約のた

めの受け皿を用意しても，日照や景観の悪化，居住スペースの狭小化などから（日端 2005，長島

2005），居住者が享受できる生活の質（QOL：Quality of Life）が悪化するために（戸川ら 2012，

佐藤・吉川 2008），人口が集まらない可能性もある．集約型都市構造への転換を着実に進めるた

めには，それを担う地区レベルでの空間構成との連携，統合が必要であり，既成市街地からの再

構築を前提とした地区レベルでの空間形成ロードマップ検討の方法論が求められる． 

 

 

2-3 地区の計画規範に関する現状と課題 
 

 地区形成論の変遷 (1)

地区レベルでの計画規範では，田園都市に着想を得た Perry（1929）による近隣住区論（The 

neighborhood unit）が近代初期の理論として挙げられる．これは前述した田園都市に着想を得た

Perryが自動車社会を前提とした地区レベルのデザイン規範を示したものであり，各コミュニティ

が立地する市街地の密度を踏まえたうえで，小学校区をコミュニティの基礎的単位とし，通過交

通を排除するための街区構成を提案するなど，街区デザインについてより詳細な指針を示してい

る．特に歩車分離の基本的考え方を持つラドバーンシステムは自動車の普及が先んじていたアメ

リカから欧州に逆輸入され，1950年代の欧州のニュータウン計画でも取り入れられ（岸井 1997），

後のブキャナンレポート（HMSO 1963）でも紹介されており，現在の住宅地デザインにおいても

その考え方が用いられている．また，日本においては，東京の田園調布（1918），大阪の大美野田

園都市など，田園都市を参考とした都市の建設が多く出現した．これらの都市建設は，いずれも

私鉄沿線駅を核とした TODによる開発であり，近隣住区論を踏まえた空間デザインを持つもので

ある．しかし，当初ハワードが重要視していた職住近接や自立性，土地の共同所有の考え方は踏

襲しておらず（岡田 2004），その後さらに都市化が進む中でかえってディベロッパーやハウスメ

ーカーによる郊外型住宅地開発化やスプロール化を許したとの指摘もみられる（川手 1974，村上

1996，山田 2009）． 

こうした，都市化に伴うスプロール化，あるいはスラムクリアランス型の再開発の反省から， 

1960 年代には，漸近主義に代表される既成市街地の再生論が多く発生した．Jacobs（1961）が発

表した「アメリカ大都市の死と生」（Jacobs 1961）では，前出の田園都市や輝く都市（輝く田園都

市）を，合理性や規則性が生活を縛っていると批判したうえで，大都市における都市の望ましい

姿は，高密的（concentration）かつ多様であることだと指摘した．さらに多様性を確保する上での

必須条件（必要条件）について，1)地区の構成が混合一次用途により成り立っていること，2)街区

が短く小さいこと，3)古さや条件が異なる建物が混在していること，4)十分な密度で人が住んでい

る，または存在していること，を挙げることで，当時のスラムクリアランスや大規模再開発を否
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定した．加えて，限定された地区に短期間で大量に投入される不動産資本を「怒涛の資金」と表

現し，たとえ物理的に開発を進めなくとも，大規模再開発と同様であるとみなし，地区の多様性

にとって望ましいものではないと論じた．同書が果たした役割は，1)アメリカや東京における，

いわゆる大都市を，近代以前の「町」や「都市」からはっきりと峻別したこと（岩元ら 2011）や，

2)政府や企業による大規模開発ではなく，市民主体のまちづくりの基礎を作り上げたこと（Flint 

2011），3)モダニズムからの脱却（Zukin 2010）を果たすきっかけとなったことなどが挙げられて

いる．さらに，地区形成論の観点から果たした役割は，4)都市の創造を中心とした地区形成論か

ら既成市街地への再生論への転換の契機となったこと，5)開発（投資）の規模やスピードがもた

らす都市再生への影響を指摘したことなどがある．後者は，Glass（1964）の定義した「ジェント

リフィケーション」，つまり地区に資金が流入することで環境が改善する一方，高級化により地価

や家賃が高騰し，結果として従前の居住者を追い出してしまうことと同様の指摘である． 

また，これを数理的に裏付けたものとして Alexander（1965）が挙げられる．Alexander は，都

市の機能の階層構造を分析し，前出の「輝く都市」やメタボリズム運動で生まれた丹下健三の「東

京計画 1960」（1961）など人工的に計画された都市が「ツリー構造」、自然発生的な都市を「セミ

ラチス構造」であることを明らかとした．そのうえで，「ツリー構造」を，人の生活を縛るものと

して批判した．さらに 1977年には，「パタン・ランゲージ」における都市の共通言語として，「町

の分布」や「フィンガー状の都市と田園」など適正な密度管理を挙げるとともに，「モザイク状の

サブカルチャー」「仕事場の分散」「7000人のコミュニティ」など多様性と混在についても，地区

形成の必要条件として挙げ，これ以降先進国では積極的に既成市街地の環境改善の取り組みが進

められてきた． 

日本においても，1980年の都市計画法改正に伴いドイツの Bプランを参考にして成立した地区

計画制度によって，既成市街地において段階的に市街地を誘導していくための制度が整備されて

いる．これにより，既成市街地においても用途地域よりもきめ細やかな建築制限をかけること，

街並み誘導型など工作物に至るまでの制限により地区の居住環境を改善できることが可能となり，

その実践例も散見される（国土政策総合研究所 2007）．しかし，こうした居住環境改善型の地区

計画は，その実効性が高く評価されているにもかかわらず，適用事例はあまり多くない（高見沢・

日端 1992）．この 1 つの要因として，住民や行政にとって土地利用の規制を強いるものでありな

がら，それが将来もたらすメリットが明確でなく，また不確実であることが挙げられる．これは

歴史的街並みのようなその地区の価値を形成する（つまり，将来価値のために守るべき）要素が

明確でない地区においては，地区計画の導入が将来の地区環境にどのような影響をもたらすのか，

また住民や行政にとって長期的，具体的にどのような便益をもたらすのかが担保されておらず，

規制強化や土地の処分しやすさの低下などの短期的なデメリットに引きずられるためである．ま

ちづくり活動と一体となった取り組み事例などへの活用が期待されることから，居住環境を改善

するための方法論として今後も活用できる可能性がある． 
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 現在における既成市街地再生の取り組みと日本における課題 (2)

現在，先進諸国で主流となっている都市開発のうち，いわゆる「ベスト・プラクティス」と呼

ばれるものは，これまでのような郊外開発や団地開発の反省（Glass 1964, Munoz 2008）から，古

くなった市街地を再構築するものが主流となっている．こうした開発では，一部の都心やブラウ

ンフィールドの再生を除いて大規模な再開発ではなく，（まさに Jacobsに従って）部分的，段階的

に行う事業形態をとっている（大方 2008a）． 

東京大学 cSUR-SSD研究会（2008）が収集した国内外の都市再生 100事例（日本 33事例，アメ

リカ 8事例，ヨーロッパ 38事例，その他 20事例）では，その取り組みは 1)跡地利用や再開発（ブ

ラウンフィールド再生を含む），2)都市拠点や水辺，街路などの公共空間，3)保全やリノベーショ

ンなど既存の都市構造保全，そして 4)地区の空間構成の見直し，に分類できる．特に 1)から 3)に

ついては，短期的に（5～10年程度）効果が表れること，権利関係が比較的容易であることから，

各地域において事例が多く，その成果が既に共有されている．しかし，4)については，事業に時

間がかかり，さらに国によっては関係者が非常に多岐にわたることから，事例はあまり多くない．

地域ごとの特徴としては，例えばヨーロッパでは，日本よりいち早く工業の衰退が進んだことか

ら，大規模なブランフィールドや倉庫街の再生事例は多い（例えばドイツのハンブルグ，スイス

のチューリッヒなど）．特に都市化初期に開発された比較的中心部に近い工場地帯においては，土

壌汚染の解決とともに住宅や商業施設等による多用途化が進められている．それに対して既成市

街地では，街路，水辺の再生や，建物の保全・リノベーションが多くを占める．一方，アメリカ

においては，公共空間の見直しや保全・リノベーションとともに，空間構成も含めた街区の見直

しを行なっている事例もある（例えばニューヨークにおけるコンテクスチャルゾーニングなど）．

これは住民参加により決定されたゾーニングによる長期的な規制により，建物更新に従って徐々

に地区の将来構成が実現されていくものである．こうした事業の傾向の違いは，ヨーロッパの多

くの都市が，街路幅員や敷地・建物構成などの基本的な街区基盤が整っている上で再生事業を行

っているのに対し，アメリカにおいては建物構成そのものに改善の余地があることによる（大方

2008b）． 

日本においては密集市街地や戦前からの市街地など，見直しの必要性が高い空間が多く残って

いる．しかし，細分化した敷地やその権利関係によりアメリカのように地区の空間構成の見直し

は進んでいない．実際，共同更新を 1か所行うにあたっても 10年近くの月日を要することも多く，

そのため地区全体の包括的な計画が継続しないなどの事例も見られる．このような問題の解消と

して，前述した地区計画が有効活用できる可能性があるが，その合意の難しさから，大規模な再

開発を除いてほとんど策定実績はない（日端・藤家 1993）．国土交通省は現在，「大街区化」の推

進を図ろうとしている（2013）が，これは敷地集約を比較的短い期間で達成することが可能には

なるものの，古くからの一般市街地への展開には課題も大きい． 

さらに，地区レベルでの再生事業はもともとローカルな課題の解決が中心であったため，住環

境やコミュニティへの関心に限定された取り組みが多く，低炭素や持続可能性といった長期かつ
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広域における課題に対するアプローチはほとんど見られない．行政の主導により事業を進めよう

としても，住民の合意が得られないものも多い．この要因の 1 つとしては，こうしたグローバル

な課題に対して，関係者間でイメージ共有がされにくい点が挙げられる．しかし現在，政策とし

てエコまち法の制定や地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）（環境省 2009）など，

気候変動対策といったグローバルな課題に対して，ローカルレベルでの取り組みでも対応するこ

とが求められており，地区の単位でこうした取り組みを推進するための方法論が求められる． 

近年，環境面も含めた地区の将来像を描くとともに，制度ではなく事業や仕組みの組み合わせ

によりその実現を目指す事例がいくつか見られる．山本理顕ら（2010）は住まい方の観点から「1

住宅=1家族」にこだわらないコミュニティとして「地域社会圏」を提案するとともに，都心高密

市街地や木造密集市街地における段階的な整備手法，それによる定量的な効果や環境負荷につい

てケーススタディを実施している（山本ら 2012）．また，地元不動産会社と協力して木造集合住

宅の再利用を図る「モクチン企画」（2012），地区内で発生する廃材で地区内の商店をリノベーシ

ョンする「403architecture」（2011）など，地区やその関係者が主体となって持続可能な空間デザイ

ンへと転換していこうという試みもみられる．名古屋市中区錦二丁目地区（長者町地区）では，

住民主体により地区の将来空間構造を策定する（錦二丁目まちづくり連絡協議会 2011）など，地

区レベルでの長期的なまちづくりへの挑戦も始まりつつある．今後，これらの取り組みを継続す

るにあたっては，地域の将来像を長期的に共有し続け，住民の入れ替わりに関係なくその取り組

みを維持し続けられる体制と PDCAを含むモニタリングの仕組みを確立していく必要がある． 

 

 

2-4 低炭素社会のシナリオデザインに関する議論 
他方，環境政策からのアプローチによる計画規範としては，長期的将来に向けたシナリオデザ

インの研究が進められている．気候変動をはじめとする地球環境問題解決のための将来社会像と

その実現方法を描く試みは，これまでにも世界中で実施されてきたが，一般的に地球環境問題の

解決には，1)大胆な将来目標の設定とその実現が迫られるとともに，2)その道筋は多様であり，さ

らには 3)社会や経済，物質収支など横断的な対応が求められる．そのため，実現方法の検討には，

現在から将来までの施策や社会システムと環境負荷を，定性的な社会システム変化と定量的な根

拠による効果量の組み合わせとして描く Scenario Plannningと呼ばれる手法（Schwartz1992）が着

目され，議論されてきた（松岡ら 2001）．また，そのシナリオの作成には望ましい将来像を先に

検討・共有し，それを現在の時間軸まで巻き戻すBackcastingが有効であることが指摘されている．

具体的には，IPCCによる SRES（排出シナリオに関する特別報告書）の排出シナリオ（2000），国

連環境計画による GEO（UNEP 2002），ミレニアム・エコシステム・アセスメント（MEA 2005）

などが挙げられる．また、日本においても中央環境審議会地球環境部会の「2013年以降の対策・

施策に関する報告書」（2012）において 5つの将来社会像を設定したうえで，各社会像に対応でき
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る施策や技術・地域のビジョンとそのシナリオを総合的に検討している．こうした近年の議論は

1960年代にすでに浅田孝がマスター・プログラム（浅田 1964）として提案したものであり，その

内容は将来の「目標」を明確化したうえでその経路を複数用意する多数のオルタナティブを持っ

た計画の提案である（笹原 2014）．当時は地域計量モデルがようやく開発された時代であり，そ

れを裏付ける定量的な評価手法が存在しなかった（浅田 1969）が，現代においては増井ら（2007），

Nakamura et al.（2013）などシナリオデザインを定量的な視点から支援，担保するための動的モデ

ルの開発が進められている．これらのモデルは現在から将来までの道筋を時系列で評価でき，実

際に将来ビジョンとマイルストーン，それを達成するための施策の実施量やタイミングを検討で

きることから，特に都市レベルの計画においては精度の高い分析による長期的シナリオや経路の

検討が可能となりつつある．しかし，定量的アプローチが中心となるため，人々の生活が具体的

にどのように変容するのか，まちがどのように変化するのかを現象として記述する，ないしは「見

える化」することは難しい． 

また，低炭素社会のシナリオデザインに関する別の手法としては，Transition Management（Geels 

2005, Rotmans et al. 2001）も多く研究されている．これは大胆な社会システム（およびレジーム: 

Regime）の構造的変化を実現する上での変化過程の管理を示すものであり，システムを技術開発

や経済的トレンドなど外生的要素であるマクロレベル，各レジームを構成する技術イノベーショ

ンや人々の嗜好変化を表すミクロレベル，そしてレジームを示すメソレベルの 3 層構造で表現し

たうえで，既存レジームからの構造変化を促すためにマクロレベルからの圧力（社会環境変化へ

の対応）とミクロレベルからのイノベーションの相互作用を引き出すことを求めている（Loorbach 

and Yamaguchi 2008）．また，Morioka et al.（2006）は社会システム，とりわけ技術システムの構造

変化に必要な 8つの原則を，4つの側面（Common, Supply Side, Demand Side, Institutional Design）

に分けて定義している．実際に Transition Managementを用いた取り組みとしては，オランダの治

水事業（Van der Brugge et al. 2005）やエネルギーシステムへの適用（Taskforce-Energy Transition 2006）

があり，国や都市といったマクロレベルでの取り組みにおいては，その有用性が期待されている．

こうした議論から，Transition Management はマルチスケールでの関係を記述するとともに，その

到達パスを narrative（語り）として提示でき，社会システムとしてのベンチマークの設定を行う

ことが可能である一方で，Backcasting Approrchと比べ定量的アプローチを可能とする方法論の開

発があまり進められておらず，将来目標達成のためのマイルストーンの設定や各断面における空

間的変化の記述には向いていない．そのため，後述するトランジション・タウン運動やロッテル

ダム（Wittmayer et al. 2012, 2013）などのコミュニティレベルでの適用においては，定量的観点か

らの評価が行われておらず（Quist et al. 2014），取り組みによる数値目標の変遷を，住民をはじめ

とした関係者に提示することが難しい． 

街区群レベルでの政策実現に向けては，その漸次的パスを定量的に評価・モニタリングしてい

くためのマイルストーン設定型のアプローチと，住民や関係者がそのパスを共有し，議論するた

めの narrative な（つまり物語としての）アプローチの双方が求められる．これを支えるためには
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定量的な目標指標の漸次的変化と，具体的な空間構成変化や社会システムを同時に提示できる手

法の開発が必要である． 

 

 

2-5 国内外における低炭素まちづくりの取り組み 
 

 スマートシティ事業の現状と課題 (1)

地区レベルでの環境政策的な取り組みでは，現在，再生可能エネルギーや未利用エネルギー，

ICT を活用したエネルギー管理技術，電気自動車などエネルギー技術を主軸とした Smart City ま

たは Smart Community事業の展開が広く実施されている．これは 2008年にリーマン・ショックを

契機として始まった米国の「グリーン・ニューディール」政策で挙げられた Smart Gridを起源と

しており（林・岡本 2010），それが東日本大震災により引き起こされた電力ひっ迫や，新たな環

境市場の開拓などを背景として日本においても展開が始まったものである．もともとは，アメリ

カの脆弱な電力網（Grid）の高度化を目的としたものであり，それが需要側の交通や建築，熱利

用までを含めた都市政策（City）へ，さらには住民の行動変化やライフスタイルの提案（Community）

まで展開している．現在，これらの事業は世界各国で国際標準化を含む技術競争として進められ

ており，米国の SGIP（Smart Grid Interoperability Panel），EUの SGCG（Smart Grid Coordination Group），

日本の JSCA（Japan Smart Community Alliance）などの業界団体，クリーンエネルギー大臣会合に

おいて設置が決定した政府間検討組織 ISGAN（International Smart Grid Network）などが主導して

いる．各国のプロジェクトは，EUで 281プロジェクト（2012年末時点, JRC-IET 2014），米国で

200プロジェクト（2013年末時点, SGIC 2014）となっており，多くの都市がプロジェクトに参画

している．日本における先導的なプロジェクトは，経済産業省が選定した次世代エネルギー・社

会システム実証地域として横浜市，豊田市，けいはんな，北九州市で展開している（柏木 2010，

経済産業省 2010）ほか，内閣官房地域活性化総合事務局（2014）による環境モデル都市や環境未

来都市構想（村上 2012），国土交通省（2014a）によるまち・住まい・交通の創蓄省エネルギー化

モデル構築支援事業などがあげられる．民間事業者においては，特にハウスメーカーやディベロ

ッパーが中心となって，環境技術を積極導入した新規住宅地開発（例えばパナホーム株式会社 2014，

積水ハウス株式会社 2014）を進めている．これらの取り組みは太陽光発電や電気自動車，スマー

トハウスやエネルギー管理システムなど，いずれも技術導入に特化しているものが多く，土地利

用や住宅・インフラストックの管理など，市街地の空間デザインに着目した事業や計画はほとん

ど見られない．また，事業が面的な取り組みである場合であっても，大都市における再開発や新

市街地開発がほとんどであり，既成市街地を想定した事業は実施されていない．既成市街地にお

いてはそれぞれの技術導入に望ましい環境がすべて整っているはずはなく，全ての技術が個々の

既成市街地の環境で効率的に機能する保証はない．さらに，個別設備のライフサイクルよりも建
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物やインフラのライフサイクルのほうが大幅に長く，一度建て替われば数十年は変更が難しくな

る．これらの取り組みを今後発展させていくためには，環境技術だけでなく，空間構成の再構築

を含めた総合的なまちづくりとしての推進が求められる． 

 

 国内外における既成市街地を含めた低炭素まちづくりの現在 (2)

既成市街地を対象とした低炭素化の取り組みについて，日本においては 2009年に地球温暖化対

策地方公共団体実行計画（区域施策編）のマニュアルが配布され，2014年には手引きが発行され

るなど，行政主導とした面的な低炭素まちづくりの推進が進められている．これらは，都市計画

マスタープラン等で進められている集約型都市構造との関連性もあり，策定義務のある特例市以

上を中心に，計画策定とそれに伴う事業の推進が進められている．一方，地区レベルでの取り組

みについては 2012 年に「都市の低炭素化の促進に関する法律」（エコまち法）が施行され，技術

導入だけでなく土地利用や空間構造および交通の面も合わせたまちづくりを進める方針を提示し

た（経済産業省 2012）．現段階では同法律に沿った低炭素まちづくり計画は 7 事例（国土交通省

2014b）であり，今後も策定する自治体は増加するものと考えられる．しかしながら，現在のとこ

ろいずれも区画整理や拠点整備，インフラの再構成を取り上げたものが中心であり，既成市街地

における面的な展開には至っていない．また，技術導入については建築物の性能向上や，再生可

能エネルギー設備の導入など，建物単位での取り組みに限られているものが多い．地区レベルの

取り組みとしては，二酸化炭素排出量原単位を前述した地区計画制度に盛り込んだ千代田区（2009）

の例が見られ，既成市街地の低炭素化を推進する有効方策として注目されているが，適用されて

いる市街地は再開発に指定されている地区が多く，建設需要が大きい地区ならでなければ適用し

にくい事例である．  

海外での事例に目を向けると，アメリカではポートランドから始まった Ecodistrictsの展開が始

まっている．これは，2009年にポートランド市議会によって設立された非営利組織「ポートラン

ド・サステナビリティ機構（Portland Sustainability Institute、以下「PoSI」）」が，"We Build Green Cities."

というスローガンの下，地区スケールのハード及びソフトのプロジェクトを通じて環境負荷の小

さい都市をつくる取り組みであり，住民，地権者，ディベロッパー，電力・ガス等供給者，市役

所等の協働の下に事業を実施している．また，国際会議等を通じて，専門教育や普及啓発も実施

しており，これにより全米全体での活動展開を進めている（村山 2012，吹田 2010）．建物の個別

開発（更新）とともに，カーシェアなどの交通システム，オープンスペースと緑化などのハード

対策と交通安全やコミュニティづくりなどのソフト対策が総合的に取り組まれており，技術導入

と空間形成に総合的に取り組んでいる事例である．ロンドン市（GLA）においては，個別開発の

規制と面的開発への対応を組み合わせて取り組んでおり，燃料困窮層への対応を主眼とした，既

成市街地への熱導管整備プロジェクト（イズリントン区，村木 2012）や，地区全体で CO2排出量

を削減する取り組みを集中的に導入する事業（マスウェル地区，室田 2012）が展開している．さ

らに，Dunster et al.ら（2008）は農村型，郊外型，縮住近接型など各都市の特性や人口密度にあわ
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せた低炭素なまちの方向性を環境技術と空間デザインをパッケージとして提案し，既成市街地へ

展開を行っている． 

また，2005年ごろから英国をはじめとした世界各地にパーマカルチャー（Mollison and Holmglen 

1979）の流れを組むトランジション・タウン（Transition-Town: TT）あるいは Transition-initiative

の取り組みもまた世界各国に展開する取り組みの 1 つである．これは，ピークオイルと気候変動

の危機を契機として，脱石油型社会を目指した市民の草の根活動（Hopkins 2011）でありながら，

前節の Transition-management の考え方を用い，地域の将来ビジョンと目標を作成したうえで，そ

れを遡ることでロードマップを作成するアプローチをとることを掲げている（関根・糸長 2010）．

地区レベルでの取り組みにおいて長期的な視野から環境性能向上に向けた取り組みを進めるもの

であり，今後の展開に期待される．パーマカルチャーの源流である農業を主体とした取り組みが

中心ではあるが，まちづくりや環境技術の導入に対する取り組みも増えつつある．2014 年現在，

世界で 371プロジェクトが確認されており（Transition Network 2014），日本においても藤野町など

14地域で活動が確認されている（トランジション・ジャパン 2010）ほか，福生市においてこの手

法を参考としたバックキャスティング型のまちづくり計画の検討が実施されている（糸長ら 2012）．

こうした草の根活動と，マクロレベルでの都市戦略や制度と統合することが必要であり，そのた

めには取り組み実施期間においてその効果が発現されているか，あるいは当初立てたビジョンに

対してどの程度取り組みが進捗しているかなどの進捗確認を行うプロセスや都市全体の戦略と各

地区での取り組みをつなぐことが可能な検討手法が求められる．  

 

 

2-6 これからの持続可能な地区形成に向けての課題と方針 
 

これまで持続可能な都市の形成に向けての現在の取り組みを 4 つの観点から整理し，それぞれ

における課題を述べた．その結果，1)マクロレベルの都市形成においては，集約型都市構造をキ

ーワードに，環境政策と都市計画の統合と具体的な政策展開が進んでいる一方，具体的な空間デ

ザインが明確でなく，地区レベルでのバランスの良い環境整備についての議論が十分でないこと，

2)地区レベルでの計画規範では空間構成の再構築を前提とした改善型まちづくりが進められてい

るが，建物や敷地を対象とした再構築が進まないこと，気候変動をはじめとしたマクロ的かつ長

期的な課題を対象とした取り組みが十分に進んでいないことが明らかとなった．一方，低炭素ま

ちづくりの動向では，3)低炭素社会実現のためのシナリオデザインとして，Baccasting approrchや

Transition Management など，将来像だけでなくその実現のための経路のデザインが重要視される

一方で，具体的な数値目標とそれが実現されている空間構造を同時的に提示（見える化）するこ

とが困難であること， 4)日本においては新規開発，技術導入を前提とした Smart-City事業と，省

エネ活動など草の根的活動を中心とした既成市街地での活動がつながっていないことが明らかと
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なった． 

都市全体の低炭素化を進め，持続可能性を向上するためには，既存市街地への展開が必要不可

欠である．マクロレベルでは都市計画との統合，連携が図られるとともに，長期的将来における

目標設定から現在までのロードマップを描く取り組みも進められている．しかし，地区レベルに

おいては，大規模開発かつ技術導入を中心としたスマートシティ事業や，改善型まちづくりの発

展による短期的な取り組みが中心であり，既成市街地においては長期的視野に基づいた戦略の検

討も，技術導入や空間構成の一体的な取り組みも，まだまだ不十分と言わざるを得ない．その結

果，マクロレベルでの都市戦略とミクロレベルでのまちづくり活動との間に大きな空間的・時間

的ギャップが存在している． 

今後，日本において持続可能な既成市街地を形成するためには，1)マクロ的な都市計画と地区

まちづくりの連携（村山 2011）によるスケール間の統合，2)環境技術の導入と空間デザインの相

互補完と統合，3)低炭素化だけを目的とするのではなく，福祉や商業など総合的な地区再生とし

てのまちづくりの推進（室田 2012），さらには 4)定量的な情報によるモニタリングとそれを実現

する空間構造の提示が求められる．つまり，需要（都市・ライフスタイル）と供給（環境技術・

エネルギーインフラ）、長期的目標と短期的事業、都市全体の戦略と地区単位での取り組み，具体

的な空間構成の記述とその定量的評価の統合・補完が必要である（図 2-1）．また，それらの取り

組みを実現するためには，低炭素社会に向けた地区の明確な将来像の設定と，それを実現する取

り組みパッケージの組み合わせを検討し，それに対して長期的かつ漸次的に取り組みを継続する

ためのシナリオやその検討手法が必要不可欠である． 

 

 
図 2-1 持続可能な都市形成実現のための課題  
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3-1 概説 
 

本章では，都市環境評価手法に関する既往研究の特徴について整理し，前章で整理した既成市

街地の段階的な低炭素化を支援するうえでの課題と，求められる評価システムの要件を抽出する． 

3-2節では，環境技術に対する GHG排出量の計測と評価に関する研究について整理する．また，

3-3節において都市全体における GHG排出量の計測と評価に関する研究，さらには持続可能性評

価指標について整理を行い，持続可能な都市形成の検討に必要な評価の考え方について明らかに

する．3-4 節においては，街区群スケールにおける 2 つの環境総合評価手法，Environmental 

Assessment Toolおよび Urban Metabolismにおける近年の動向とその課題を整理する．最後に，3-5

節において既成市街地の環境性能を評価するうえでの課題と，本研究の位置づけを明らかにする． 
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3-2 住宅・設備における温室効果ガス計測評価手法に関する既往研究 
 

住宅・設備を対象とした温室効果ガス（Green House Gas: GHG）排出量を評価する研究は，こ

れまで多く行われてきた．個別の住宅を対象としたものでは，石田（1997）や阿部ら（2002）が

アンケート調査や家計調査から地域，家族類型，延床面積ごとにエネルギー消費量の集計を行っ

ている．これらの研究では実測データを扱っており値の精度が高いが，将来的な住宅性能の向上

やライフスタイルの変化による影響は予測できない．また，省エネ住宅の計画や設計，性能評価

を目的とした一連の研究として，吉野ら（2005）や西尾ら（2010）がある．これらはいずれも個

人の生活スケジュールから各行為で使用するエネルギーを積み上げ式で求める手法であり，省エ

ネ住宅を対象に導入効果を算出している．さらに，近年では ICT技術の進展により，近年ではハ

ウスメーカーや電力会社，都市ガス供給会社などが実証実験や販売実績を用いて測定調査を実施

しており，実際の計測データが蓄積されつつある（イビケン 2010, 積水ハウス 2010）．また，Norman 

et al.（2006）は LCA分析を用いて密度の異なる市街地において住宅と交通から発生する CO2排出

量を行っているが，これは各地区の代表的な住宅タイプを取り出して原単位的に算出を行ってい

るものであり，日照や気温などの環境特性や世帯属性に応じた影響は把握していない． 

個別低炭素技術を対象とした環境評価では，みずほ情報総研（2008，2009）が太陽光発電や定

置用蓄電池について，LCA（Life Cycle Assessment）を用いて製品の素材や廃棄方法別の CO2排出

量を算出している．また，櫻井（2011）も太陽光発電システムについて比較検討を実施している．

コージェネレーションにおいては加藤ら（2003）や武田ら（2003）が効果を明らかとしている． 

さらに，スマートグリッドなどに代表されるエネルギーの面的利用についての研究についても

近年，多数の研究が実施されている．坂東ら（2008），樋口ら（2012），天野ら（2012）は住宅地

でのマイクログリッドを想定した上で，エネルギー需要特性やシステム設計を変化させた場合に

おける感度分析を行っている．また，谷口ら（2011，2012）は住宅地を対象に，街区特性（世帯

構成，土地利用，交通特性）に応じた太陽光発電，蓄電池，電気自動車を含めた電力融通システ

ムの導入適性を余剰電力の活用可能量から判断している．さらに，地域の土地利用や建物の更新

を考慮したエネルギーの面的利用を検討しているものとして，横井ら（2010）がある．これは，

対象地区の土地利用や建物更新を考慮したうえで，エネルギーの面的利用の効果を算出している

ものである．エネルギーの面的利用における研究は，まとまった地区を対象にその世帯構成や住

宅構成（戸建および住宅）を考慮して環境負荷を推計するものであるが，日照や気温など街区群

の空間的な特性は考慮されていない． 

以上から，技術や住宅を対象とした GHG排出量に関する研究では居住者行動や世帯構成は反映

されているが，各技術や設備，住宅性能が建物分布やその空間的な特性から受ける影響は考慮さ

れていない．街区群スケールにおいて土地利用や空間デザインとの関連を分析するためには，生

活の諸機能が集約される，まとまった空間単位での評価をより詳細に分析する方法が必要である． 
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3-3 都市を対象とした温室効果ガス計測評価手法に関する既往研究 
 

 GHG評価に関する既往研究 (1)

都市全体の GHG排出量を対象とした研究として，例えば中口ら（2011）は統計資料から整理し

た家庭の消費エネルギー量を，松橋ら（2011）は旅客運輸部門の CO2排出量を算出している．こ

れらはともに市町村での推計であり，市町村ごとの傾向や特性は反映されてはいるものの，その

立地分布や世帯分布による排出構造の差異を表現していない．伊香賀（2007）や下田ら（2009）

は，地域ごとの住宅単位の計算から得られた原単位を用いて都道府県および市町村単位での CO2

排出量の算出を行っている．同様に気候の違いや世帯構成，住宅タイプの違いは表現しているが，

交通起源の CO2排出量を対象としておらず，施策分析も難しい．大西ら（2009），鈴木ら（2009）

は都市内 500m メッシュでの CO2排出量の推計を実施しているが，その原単位は延床面積で与え

られており，異なる世帯構成や住宅タイプ，空間的な特性は表現できない． 

都市全体を対象とした GHG 評価の研究は，主に立地や交通特性による CO2排出量の差異に注

目した分析が中心であり，街区群への適用を行うには，いずれも日照や屋外気温といった建物相

互，あるいはまとまった空間としての CO2排出量の評価はできず，多様な施策オプションを検討

できる仕組みとはなっていない． 

 

 都市における持続可能性評価 (2)

都市レベルでの環境評価においては，前述の GHG排出量の評価だけでなく，持続可能性を総合

的に評価する既往研究も多い．これらの指標は，その考え方や目的に応じて 3 つに分類すること

が可能であり（坪郷 2009），その一例を表 3-1に示す． 

1 つ目は，人工資本（＝経済）と自然資本（＝環境）とが代替可能という前提のもと，それら

を統合的に勘定可能とする指標（弱い持続可能性）である．グリーン GDP（Reppet et al. 1989）や

ジェニュイン・セイビング（World Bank）などが例として挙げられ，経済活動水準や，人工資本

ストックから環境汚染や資源減耗等による費用を控除したものが代表的である．また，人間開発

指数（HDI；UNDP）は平均余命や教育など，将来世代と現在世代の公平性に着目した指標であり，

環境汚染等の影響は考慮していない．これらの指標は貨幣価値を用いることで，一元的に持続可

能性の評価を可能とする一方，経済活動の増加が環境汚染や資源減耗を上回るとき，環境汚染が

進んでいてもその影響を考慮できず，結果として将来世代に取り返しのつかないリスクを残す可

能性がある．インフラの整備や都市開発など，現実的な都市政策においては，人工資本と自然資

本がトレードオフとなる場合がほとんどであり，市民生活や経済活動による環境影響が大きい場

合であっても，これらの制限が困難になる．これは街区群スケールでの評価においても同様であ

る．さらに，現時点においては環境負荷に対する価値づけ（貨幣換算値）が矮小化されている点

もあり，環境影響を正確に市場評価するための枠組みが不足している点も課題である． 
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表 3-1 都市の持続可能性評価指標の例 

分類 名  称 
算入項目 

規模 統合化 概  要 
環境 経済 社会 制度

① 

グリーンGDP ○ ○    国 
貨幣

換算

経済活動水準について，環境劣化や資源減耗等を

控除したもの．環境・経済統合勘定． 

Genuine Progress 

Indicater (GPI) 
○ ○ ○  国 

貨幣

換算

個人消費を元にしながら，都市化に伴う費用や環

境維持費用，環境汚染帰属費用，市場外活動の算

入等を試みたもの． 

ジェニュイン・ 

セイビング 
○ ○    国 

貨幣

換算

人工資本ストックと枯渇性資源ストックが代替

可能という前提に立ったうえで，国民総貯蓄と教

育支出から，自然資源ストックを控除したもの．

人間開発指数

(HDI) 
  ○ ○  国 得点化

１人当たりGDP 指標，教育指標，平均余命指標の

3指標から，算術平均で得点化したもの． 

② 

Environmental 

Performance 

Index (EPI) 

○      国 得点化

環境衛生の観点と大気・水環境，生物環境，資源

管理に関する項目を，目標値と現状値とのかい離

から得点化したもの． 

National 

Biodiversity Index 

(NBI) 

○      国 得点化

国レベルの生物多様性の指標であり，陸生脊椎動

物及び維管束植物の豊富さと固有性から評価す

るもの． 

エコロジカル・ 

フットプリント 
○      

国 

地域
gha 

経済活動を含めた人間活動を支えるのに必要な

土地面積として算出するもの． 

③ 

Composite Index 

of Sustainable 

Development 

(CISD) 

○ ○ ○ ○ 国 得点化

持続可能な発展の定義にしたがい，将来世代と現

在世代に関連する指標を合成したもの．将来世代

に関する指標として，ジェニュイン・セイビング

やエコロジカル・フットプリント等が内挿． 

World 

Development 

Indicators (WDI) 

○ ○ ○ ○ 国 
統合化

なし

ミレニアム開発目標に対応するため，世界銀行が

設定した指標群であり，600 以上の経済，社会，

環境，制度に関する指標により構成． 

サスティナブル 

シアトル 
○ ○ ○ ○ 地域

統合化

なし

環境，人口・資源，経済，若者・教育，健康・コ

ミュニティの 5分野，40項目で構成された客観指

標に基づく評価指標群．主要な指標間の因果関係

の連鎖とストーリー化． 

JFS 指標 ○ ○ ○  
国 

地域

4項目

統合化

社会・経済・環境的側面に加え，個人の 4分類，

20指標で構成されており，代表的な指標をあては

めて国や地域の持続可能性を測定したもの． 

CASBEE-都市 ○ ○ ○ ○ 地域
2項目

統合化

都市の環境性能評価や都市政策を検討するため

に作成された指標であり，環境負荷は 12指標，

環境品質はトリプルボトムラインである社会・経

済・環境の 3分類 26 指標で構成される． 
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2 つ目は，人工資本と自然資本は代替不可能であるとした前提のもと，自然循環を上回る速度

での環境汚染や資源減耗を全く許さない指標（強い持続可能性）である．具体的には，EPI（Esty 

et al. 2006）やエコロジカル・フットプリント（Ecological Footprint）等の指標が挙げられる．人工

資本が自然資本を代替できないため，自然資本が減少しない場合のみが持続可能であるという仮

説のもと，大気環境や水環境，生物環境，資源管理といった環境的側面のみで構成されているも

のが多い．これらの考え方では，技術進捗による自然資本の効率的消費は認められているが，そ

れらが自然循環を上回る速度で行われてはならないことが制限として課されるため，経済・社会

活動において，現在の人間活動が大幅に制限される．都市活動は多様な主体が多様な観点からそ

れぞれの活動を展開するものであるため，これらの指標を根拠とした都市および地区政策の合意

形成を図ることは事実上困難であり，政策的な運用性に欠けることが課題である． 

3 つ目は，以上の 2 つの考え方を踏まえ，都市を多面的な機能から評価するものである．経済

活動・社会活動は環境資源に立脚しているという考えのもと，これら 3 つの側面を統合的に考え

るアプローチを用いている．これらの指標例としては，サスティナブルシアトル（Sustainable Seattle 

1998）や欧州の都市監査（恒川 2009），日本において開発された CASBEE-都市（都市の環境性能

評価ツール開発委員会 2010）などが挙げられるほか，交通行動に的を絞った評価指標としては

金・新田（2009）が開発されている．また，CISD（Composite Index of Sustainable Development ; 佐々

木 2008）においてはその指標（構成要素）の中にジェニュイン・セイビングやエコロジカル・フ

ットプリントなどが含まれており，前出の 2 つを包含するものとしても位置付けられる．これら

の指標の考え方は，現在の日本の行政計画や環境政策の成果指標等にも反映されており，都市政

策において実際に有効活用されている指標も多く存在する．その一方で，幅広い都市活動を網羅

的に指標化しているため，総花的・羅列的になりやすく，結果として何を表現しているのか，そ

れをどのように評価・活用すればよいかの分かりやすさに乏しい点が問題である． 

最後に，「環境効率」（Eco-Efficiency）が挙げられる，これは，製品・サービスの価値（例えば

電力・ガスの供給量）を，その製品・サービスを生み出すために発生した環境負荷（例えば CO2

排出量）で除した値であり，単位環境負荷当たりの製品・サービスの価値を示す．さらに，技術

革新等に伴う環境効率の向上の度合いを示す「ファクター」もよく用いられる．経済・社会活動

と環境との両立を非常にシンプルな形で統合的に表現することが可能であり，目指すべき方向性

が分かりやすい．しかし，環境効率はある一時点に着目して評価されることが多く，将来予測を

行っている例は少ない．製品レベルでの評価においては特に問題はないが，長期のライフタイム

を持つストックの集積である都市や既成市街地を対象とした持続可能性を表現する上では，現在

時点の状態のみならず，将来どのように推移していくかを含めた評価を行うことが求められる． 

以上の持続可能性評価手法から，街区群レベルでの評価を実施するにあたっては，主に 3 つの

課題が挙げられる．具体的には，1)将来世代の持続可能性を損なう環境的側面の適正かつ定量的

な把握，2)経済・社会活動と環境との両立を目指した統合的な評価体系の確立，3)既成市街地の漸

次的再構築を評価するための時系列評価の可能性である． 
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3-4 総合環境評価手法開発における近年の動向 
 

前節までの問題意識を踏まえ，街区群レベルでの総合環境評価手法に関する研究も進みつつあ

る．また，環境面と合わせて，居住者の得る居住環境や公平性といった社会面，街区群を維持す

るために必要な費用や建設費用などの経済面を統合的に評価するシステムの開発が行われている．

本節では，これらの研究として 2 つの手法――Environmental Assessment Tool および Urban 

Metabolism――を取り上げ，それぞれの概要を整理し，本研究が対象とする既成市街地の段階的

な低炭素化に適用するうえでの問題を検討する． 

 

 Environmental Assessment Toolの開発動向 (1)

街区群の環境性能を総合的に評価するためのツールは 2000 年代後半から世界各国で検討され

ており，代表的なものとしては日本の CASBEE-まちづくり（JSBC 2007，村上 2007）や北米の LEED 

for neighborhood development（2009），英国の BREEAMなど，すでに実用化しているものも多い．

これらのツールはグリーン建築の認証ツールを元に，大規模な再開発や新規開発への適用ができ

るように拡張したものであり，その特徴は，街区群の空間構成を決定する上で想定される個々の

技術導入有無やデザイン上の配慮などの指標を用いていること，各指標をスコア換算により総合

得点化し評価・認証する仕組みを持つことなどが挙げられ，主に計画・設計段階で評価が適用さ

れることが想定された評価方法となっている．これらの多くは一定の研修を受けた実務者が客観

的に評価できる仕組みである．現在すでに，各国内で環境性能認証制度として運用・普及が進ん

でいるとともに，これらの評価結果が将来的には不動産価値向上に寄与することも予想されてい

る（国土交通省 2010，内田 2011）． 

Sharifi and Murayama（2012，2013）は，これらの評価項目や指標を比較評価するとともに，他

の評価ツールで高い性能を示したプロジェクトを別のツールで評価する相互評価を実施し，各ツ

ールの特性の違いやその課題を明らかにしている．その結果，例えば CASBEE-まちづくりでは建

築性能や設備，及び建物内の快適性について評価項目が充実し，LEED-NDや BREEAMが重視し

ている立地や土地利用の混在性，経済機会については評価しないなど，ツールごとに重視してい

る項目が異なること，重みづけや点数化にあいまいさが残ることなどが課題に挙げられている．

さらに相互評価においては，あるツールで評価が高いプロジェクトが，別のツールでは低く評価

されるなど，ツールによって街区群の環境性能評価が異なることも明らかにしている．これは，

裏を返せば各ツールによって評価の視点に偏りがあり，地区固有の特性やユニークな取り組みが

考慮されないために，画一的な取り組みや空間デザインが増加する懸念があることを示している

（Whelan 2014a）．また，これらのシステムでの高評価が，必ずしも環境負荷の低減や生活・執務

者の過ごしやすさに好影響を与えるとは限らないとの調査結果も報告されている（Whelan 2014b, 

Stefano and Sergio 2014）．これらの要因として，各ツールにおける評価項目の多くがアウトプット
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指標，つまり取り組みを行っているかどうかを問う指標が多く，その結果もたらされる効果につ

いての評価指標（アウトカム指標）が取り扱われていないことが挙げられる．本来，同程度の環

境性能を達成するための空間構成や，取り組み分野の比重は，地区特性に応じて多様であるべき

であるが，そのような施策パッケージを検討するためには，実施量を問うアウトプットではなく，

その施策がもたらす成果，アウトカムを評価する枠組みが必要である．また，これらのツールの

対象は大規模な再開発における性能設計段階であり，本研究が対象とする既成市街地における漸

次的個別的な開発において，施策を行うべきか否か，どのような施策を組み合わせるべきか，い

つ施策を行うべきか，など構想段階の検討を支援するための手法としては活用できない． 

また，別のアセスメントツールとして，計画策定プロセスに統合されて運用される手法群もあ

る．Ecodistrict Toolkit（PSI 2011）では，定量的なパフォーマンス評価はないものの，実施主体の

組織化や資金調達を含めた実現可能性をトータルで支援するツールであり，市民参加型の都市計

画が多く実施されているアメリカにおいては活用しやすい．また，開発事業者の環境不動産への

投資を促進することを目的とした評価ツールとして，エネルギー消費量削減による光熱費削減に

加え，CO2削減量や企業の BCP（Business Continuity Planning：事業継続計画）支援，健康への効

果などを間接効果（NEB: Non Energy Benefit）として計上した地区開発プロジェクトの費用便益分

析手法が開発されている（工月ら（2008），水石ら（2013））．これらは，空間デザインの影響を考

慮し，居住や交通による GHG排出量の評価を経済的，社会的な観点から可能としている．しかし，

現状または将来の 1 時点のみを取り上げた評価であり，既成市街地を評価対象とする上で（特に

建築寿命が短く，更新内容の規制が少ない日本においては）必要な建物やインフラの更新を含め

た時系列的なロードマップの検討には活用できない． 

 

 Urban Metabolism分野における既往研究 (2)

都市の新陳代謝（Urban Metabolism）に関する研究（Wolman 1965）は，もともと都市活動に伴

うエネルギーや資源の消費量を LCA 分析やマテリアルフロー分析を用いて計量しようという試

みからはじまっている．盛岡ら（2002）は都市の物質代謝として，都市から地区スケールにおけ

る空間代謝マネジメントの施策オプションと代替案評価システムを構築しており，更には既成市

街地の建物更新マネジメントによる効果の分析を実施している（藤田ら 1998）．さらに，近年に

おいては，衛星写真の解像度向上や GISデータの精度向上から，街区群スケールを対象とした研

究も多数実施されている．Christen et al.（2011），kellet et al.（2013）は，交通，居住，（人間の）

呼吸および緑地の吸収量を対象に CO2排出量を予測するとともに，渦相関法（EC：eddy-covariance 

approach）を用いて実測データと比較し，街区群単位での総合的な物質収支の分析を行っている．

ヒートアイランド現象の解析から出発した Colombert et al.（2011）は，建物の形状や被覆，交通量

から屋外気温の変化を通してエネルギー消費量を算出している．こうした分析方法の獲得は，従

来の物質収支計測（Urban Metabolism1.0）から，更に生態系サービスや Ecosystem，都市の社会経

済的評価にまでその評価分野を拡大（Urban Metabolism2.0）を実現している（Pincetl et al. 2013）．
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中でも，欧州各国の研究者による project BRIDGE（sustainaBle uRban plannIng Decision support 

accountinG for urban mEtabolism）は ECデータのダウンスケーリングモデルと化学輸送モデルを用

いることで，現状だけでなく街区群の計画代替案評価を社会や経済影響も合わせて評価する，地

区計画の意思決定支援システムを構築している（Chrysoulakis et al. 2013，Gonzalez et al. 2013）．こ

れらの研究は，CO2 排出量の測定精度が高く，またその解像度も細かいが，モデル構築に計測が

必要となること，政策変数が限られ，政策がシナリオにより与えられていることから，多様な街

区群への適用や，街区群の空間構成変化に伴う行動変化の把握が困難である． 

 

 

3-5 求められる要件と本研究の位置づけ 
 

以上により都市，建築およびインフラを対象とした GHG排出量計測や持続可能性評価に関する

研究を概観した．要素技術や建築単体を対象とした評価では，対象技術に対する評価は詳細であ

るが，それを利用する居住者のライフスタイルによる影響や，建物相互や都市システムとしての

複合的な効果が把握できていない．また，都市全体の排出量評価においては，マクロレベルの交

通や土地利用，居住分布についての評価が研究されているが，技術に関する評価は原単位的に扱

われており，建物相互間の影響や，地区の詳細な空間特性と技術との関連性はあまり研究されて

いない．持続可能性評価についてはその定義の議論から具体的な測定方法まで様々な観点から研

究が進められてきたが，いずれもストックとしての都市や街区空間の評価を一時点から評価する

ことが前提であり，長期的な持続性を評価しきれているとは言い難い． 

また，地区レベルの持続可能性の総合評価指標として汎用化が進んでいる環境アセスメントツ

ールについては，実務的な汎用性が高く，広く普及していることから，認証システムとして認知

が進んでおり，その結果，建物や地区開発が持つ環境価値を，地価を通じて内部化しつつある．

しかし，定量的なアウトカム指標を用いていないことから，地域特性の反映や施策の多様性の許

容範囲が狭く，画一的な取り組みの評価に絞られる可能性があることや，取り組みによる効果の

程度が予測できないこと，地区間の相対評価に留まるため，気候変動といったグローバルな課題

に対して，マルチスケールでの対応が難しい．また，Urban Metabolism分野の研究では，LCAや

マテリアルフロー解析によるシナリオ評価から，さらに複雑かつ精緻なモデルを用いて定量的に

地区の環境性能評価を行う研究が進んでいる．しかしながら，建て替えや交通，生活行動といっ

たライフスタイルに係る変数がシナリオ化されていることから，空間構成と環境技術の導入がも

たらすライフスタイルへの影響や，その相互的な分析が困難であることが課題である．さらに，

いずれの評価手法においても，長期的将来に向けた時系列での取り組みによる市街地の漸次的変

化を定量的に評価する枠組みではなく，すべての事業が実現した将来一時点のみでしか評価がで

きない．そのため，時間進行に伴う取り組みの展開に合わせて漸次的に GHG排出量削減や居住環
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境向上を進めるための移行パスを検討・評価することができない． 

本研究では，第 2 章で述べたとおり，既成の街区群における低炭素化への長期的かつ漸次的な

取り組みを，1)各地域の特性に合った空間構成と環境技術の統合的な方策として検討し，2)将来一

時点だけでなくそこに至るまでの経路を合わせて描くことで，3)低炭素化だけではない総合的な

まちづくりのパッケージとして提案することを目的としている．その実現のためには，定量的な

アウトカム指標による評価システムを前提としたうえで，1)空間構成や環境技術，それによるラ

イフスタイルの変化の相互関係を明確化し，2)時系列で，3)まちづくりの環境的，社会的，経済的

側面を評価できる方法論を開発する必要がある．   
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第4章 街区群環境性能評価システムの構築 

 

 

4-1 システム全体構成の概要 
 

 システムの全体構成 (1)

本章では既成市街地における漸次的な市街地の低炭素化を支援するための街区群環境性能評価

システムを構築する．具体的には市街地の空間構成の変化を１年単位で長期的に予測するととも

に，それに対応して生活行動や交通行動の変化を推計し，その結果居住者が獲得できる住みやす

さや，排出される環境負荷，維持更新に必要な費用を時系列で評価するものである． 

システムの全体構成を図 4-1 に示す．街区群の環境性能を統合的に評価するためには、街区群

の空間特性を起点として、それに伴う住民等の活動特性を把握したうえで、生活行動に伴う環境

負荷量や獲得する生活の質を把握する必要がある．これを時系列でシミュレートおよび評価する

ため，本研究ではまず，都市圏スケールにおける将来の人口予測や施策と，その街区群でトレン

ドとなっている市街地の更新パターン（ミニ開発，農地転用など）を前提として，毎年の市街地

の漸次的更新のシミュレートとそれに伴う建設分野の環境負荷量を予測するモデルを構築する．

さらに，居住者の生活に伴うエネルギー消費量を予測するため，生活スケジュールに応じた民生

側のエネルギー消費量推計モデルと交通行動に伴うエネルギー消費量モデルを構築し，それぞれ

を連携・統合することで，街区群レベルでの政策導入に対する相互連関効果をトリプルボトムラ

インを用いて総合的に評価できるシステムとした． 

4-2節では，個々の建物の寿命を動的に予測し市街地の漸次的変化をシミュレートするモデルに

ついて述べる．建物の寿命の推定には，物理的な耐用年数だけではなく，周辺環境の変化を含む

建物機能の劣化や陳腐化の影響を考慮し，それをアンケート調査により同定した．これにより，

街区の環境変化による建物の長寿命化を表現できる． 

4-3節では，居住者のライフスタイルと環境技術の導入を考慮したエネルギー消費量の推計モデ

ルについて述べる．住宅への滞在時間や交通頻度などはライフステージや個人属性（性別や就業

状況）により異なる．そのため，ライフステージ別の生活スケジュールを集計したうえで，生活

に付随する家電・照明，冷暖房，給湯需要をそれぞれ時間帯別に積み上げ計算できるモデルを構

築した．さらに，需要量から消費量を算出する上で，太陽光発電や燃料電池などの個々の建物性

能や設備と，スマートグリッドや未利用熱利用など，エネルギーの面的利用技術双方を考慮する
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ことで，建物や設備の影響，日照条件や屋外気温など周辺環境の影響，さらにはテレワークやシ

ェアハウスなどの新たなライフスタイルの普及や，デマンドレスポンスサービス（DR）などの消

費者行動変化を促す施策の分析を同一のプラットフォームとして分析できるモデルとした．  

4-4節では，沿道土地利用や街区群の地理的特性等を考慮した距離別交通手段分担率モデルにつ

いて述べる．街区群の周辺環境を変数として組み込んだロジスティック曲線を交通手段ごとに推

定することで，トリップ距離に応じた交通手段分担率を予測するモデルを構築した．街区群のト

リップ長分布の違いに応じて CO2排出量が最小となる交通施策の違いや，土地利用や沿道環境の

違いによる住民の交通行動の変化を表現できる． 

4-5節では前節までのモデルより明らかとなった交通手段別の総移動距離や建物更新，インフラ

整備による街区群環境の変化，エネルギー消費量，資源消費量から，街区群の環境性能を時系列

で評価するシステムを構築する．持続可能性の 3側面であるトリプルボトムライン（Elkington 1997）

の考え方を用い，環境面として CO2排出量，社会面として生活の質（Quality of Life: QOL），経済

面として市街地維持費用を指標として用いている． 

 

 
図 4-1 街区群環境性能評価システムの全体構成 
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 評価対象範囲および評価スケールの考え方 (2)

本システムが対象とする空間スケールは，建物単位での想像（計画）が可能であり，かつ交通

行動や建物相互間の影響が把握できるまとまりをもった単位とし，それを街区群と定義する．具

体的には，日本における地縁的まとまりにも配慮し，町丁目から小学校区程度の空間スケールで

の評価を対象とする． 

また，評価に用いる時間や空間スケールにより評価が可能となる施策や関係性は大きく異なる．

これまでの建築や都市分野の環境評価に関する既往研究と比較し，表 4-1 に示すスケールに統合

し，各サブモデルを定式化する．建築分野においては，個人のライフスタイルや内部空間につい

ては詳細レベルで解析できる一方で，広がりのある関係は考慮できない．反対に都市分野におい

ては，交通行動についてはトリップ単位で分析が可能である一方，建物は床面積を用いて原単位

的な分析となっている．本研究では，各分野の既往研究を参考に，街区群レベルでの政策との対

応から，それぞれについて分析が可能となる最小スケールを検討する． 

 
表 4-1 本研究で評価に用いるスケールの整理 

項 目 建築分野 都市分野 本研究 

個人属性 個人の詳細属性 性年代別原単位 
ライフステージ別 
性年代別原単位 

建築物計測単位 
間取りを含む 
3 次元形状 

床面積原単位 3 次元箱モデル 

評価時間単位 日～月単位 1～5年単位 1 年単位 

建物・設備性能把握単位 
断熱性：部材単位 
設備：個別設備 

考慮しない 
（原単位に内包） 

断熱性：建物単位 
設備：種別単位 

エネルギー計測時間単位 1～5分単位 1 年単位 
月代表日における 
1 時間単位 

日照，屋外気温計測単位 部屋単位 メッシュ～町丁目単位 
相互影響を考慮した 

建物単位 

交通行動計測単位 ― OD単位 交通手段別距離帯分布 

 

 

4-2 社会的寿命を考慮した漸次的更新シミュレーション 
 

建築物の寿命に関する研究は，特に建築構造や材料の観点から様々な研究が進められている．

しかし，建築物の寿命は必ずしも物的要因だけで決まるものではない．事実，日本の住宅寿命は

約 30 年程度（2005 年）であり，物理的に対応できると言われている寿命よりも短いのが実情で

ある（小松 2005，2011）．田村（1969）は建築物の存在価値を，物的存在，実用機能的存在，情

報機能的存在，環境的存在，経済的存在の 5 つに分類し，時間経過に伴う存在価値の変化によっ

て，建築物の寿命が決まるものと論じている．また，建築物は「周辺の状況の総体としての環境
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に支配され」ることを免れず，周辺環境が環境的存在としての建築物の価値に大きく影響を及ぼ

すことを指摘している．平成 20年度住生活総合調査によれば，建て替えや住み替えの意向を示し

ている居住者は，住宅環境（広さや快適性，安全性など）や住宅周辺の環境における安全性や快

適性の満足度がリフォーム意向や居住継続意向の世帯よりも低いことが示され，住宅や周辺環境

の性能と住宅の建て替えや住み替えに対する意向に相関がみられる．また，飯田ら（2010）によ

れば，住宅以外の建築物における取り壊し要因は，「建築物の老朽化陳腐化」に次いで「建物の存

在自体」や「社会環境の変化」，つまり建物の「使い道」が無くなったことや立地条件の変化が挙

げられており，現実の建て替えにおいては，建築物の物的な老朽化よりもその他の建て替え要因

―――社会環境の変化による建築へのニーズ変化や，景観や日照などの周辺環境との調和――が

建築物の寿命に大きく影響をもたらしていることが示唆される．建物を含む街区群の社会基盤ス

トックをより少ない資源と費用で維持していくためには，単に 1 つ 1 つの建物の構造や材料を強

靭化だけでなく，街区群全体として建物更新を必要としない環境への転換が求められる． 

以上を踏まえ，本研究で構築する建物更新のシミュレーションは，物理的な耐久性に加え，建

築性能に対するニーズや周辺環境の調和を踏まえた「社会的寿命」を推計し，それに基づいて建

物更新をシミュレートするモデル構造とする．街区群内のどれかの建物の建て替えが起こるたび

に，周辺環境は少しずつ変化する．これを 1 年単位で繰り返すことで，周辺環境の変化と個々の

建物の更新を動的に予測することが可能となり，周辺環境変化による建物寿命変化を記述できる． 

 

 社会的寿命の定式化 (1)

社会的寿命については，様々な要因が既往研究により提示されているが，それを定量的に示し

た研究は多くない．本研究では，林ら（2002）が提案したストック化度指標を参考に，躯体の物

理的な寿命を最大寿命として，それが建物性能に対するニーズの変化や周辺環境の影響により低

減すると仮定したうえで，式(4.1)～(4.3)として定義した． 

 

 2/)(, t
b

i
a

i
f

ti
s kkLL   (4.1) 

  i
jj

i
a xk   (4.2) 

  t
jj

t
b yk   (4.3) 

 

ここで， ti
sL , は t年における建物 sL の社会的寿命， i

fL は物理的寿命（=80年）であり， i
ak と t

bk（と

もに 0~1）は建物と周辺環境とによる機能的な社会的影響係数である．社会的影響係数は，建物

性能と周辺環境の寿命によるそれぞれの影響度 j ， j とその指標 i
jx ， t

jy の総和とし，寿命への

影響要因とその計測指標については，表 4-2に示す項目とした． 

 

 

 



第 4章 地区環境性能評価システムの構築 47 

 

表 4-2 社会的寿命への影響要因と計測指標 
影響要因 計測指標 本研究における設定値 

建
物
 

利用柔軟性 
容積率消化率 容積率に対する建築容積の比率． 

用途転換構造 既存建物の RC造及び新築建物を 1とし，それ以外を 0とした． 

居住快適性 日照時間 各建物に対する日照時間．日照シミュレーションより，8時間～0時間の間で基準化した．

安全性 耐震性能 新耐震基準を目安とし，1983 年以前の建築を 0，1983 年以降及び新築建物を 1とした．

環境調和性 断熱性能（Q値） 旧省エネ法（1980 年）以前を 0，改正（2009 年）以降を 1として基準化した． 

バリアフリー性 バリアフリー設計 ハートビル法（1994 年）以前を 0，それ以降および新築建物を 1とした． 

維持管理水準 維持管理実施率 2010 年以降は維持管理水準が充足しているとし，それ以前の建築年数との割合とした．

周
辺
環
境
 

利用柔軟性 容積率消化率 街区群全体の容積率に対する建築容積の比率． 

居住快適性 
オープンスペース率 対象地域内の面積に対する歩道，公園，公開空地等の割合．30%を 1として基準化した．

景観調和性 街区群内で最も多い建築物タイプが占める敷地面積を，街区群全体の面積で除したもの．

安全性 隣棟間隔 建築構造別延焼限界距離（RC造：3m，木造：6m）により基準化した隣の建物との距離．

環境調和性 街区群エネ技術導入 熱融通やカーシェアの導入比率． 

バリアフリー性 街路バリフリ設計 道路に対する歩道設置率． 

 

 パラメータ推計 (2)

前項で設定した各指標に対する影響度の算出するにあたっては，本来であれば建物の実寿命と

過去から現在までの周辺環境や建物性能に関する実証データをもとに推定されることが望ましい．

しかし，それぞれの建物の実寿命と周辺環境に関する経年データについて，十分なサンプル数を

確保することは非常に困難が伴うことから，本研究ではハウスメーカーや行政，研究者など建築

に関わる専門家を対象に実施された周辺環境による建物寿命への影響に対する意向についてのア

ンケート調査（Kato et al. 2003）を用い，それを AHP（Analytic Hierarchy Process）を用いて算出し

た（表 4-3）．その結果，建物性能に関する影響項目では，耐震性や維持管理水準および建物のエ

ネルギー消費に関わる断熱性などの影響が大きい．一方で，周辺環境に関する影響項目では，隣

棟間隔が突出して大きいほか，街区全体での利用柔軟性や，居住快適性の影響も大きく，地域全

体での環境水準が個々の建物の寿命に影響することが明らかとなっている． 

 

表 4-3 パラメータ推計結果 
影響要因 計測指標 影響度 影響要因 計測指標 影響度

建
物
 

利用柔軟性 
容積率消化率 0.065

周
辺
環
境
 

利用柔軟性 容積率消化率 0.125

用途転換構造 0.103
居住快適性 

オープンスペース率 0.101

居住快適性 日照時間 0.100 景観調和性 0.156

安全性 耐震性能 0.245 安全性 隣棟間隔 0.336

環境調和性 断熱性能（Q値） 0.195 環境調和性 街区群エネ技術導入 0.196

バリアフリー性 バリアフリー設計 0.083 バリアフリー性 街路バリフリ設計 0.085

維持管理水準 維持管理実施率 0.209  
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 建物滅失時期のシミュレーション (3)

以上で推計した社会的寿命を踏まえ，まずは既存の建物滅失を 1 年単位で推計するためのシミ

ュレーションを定式化する．個々の建物は，実際にはそれぞれ個別の事情により建て替えが行わ

れるため，推計した社会的寿命により確定的に決定されるものではない．したがって，各建物の

築年数 ia に応じた残存率関数 ),(,
i

ti
s atf を，正規分布関数形を用いて式(4.4)のとおり設定した． 

 

 





 


t

at
s

ti
s

i
ti

s
i

dx
Lx

atf
2

,
, )(

exp
2

1
1),(


 (4.4) 

 

ここで，正規分布関数の平均値は機能寿命 ti
sL , を，標準偏差 s は，調査データから構造・用途

による分類 sに応じた値を用いた． 2
s は小松（2008）による区間残存率の調査データから推定を

行った．この残存率関数を用いることで，各建物が 1 年単位で滅失（空家）するか存続するかを

モンテカルロ法によりシミュレートする． 

 

 更新建物の建設時期及び規模のシミュレーション (4)

既存の建物の滅失予測を行うと同時に，新たに建設される建物の時期や規模の予測を行う．建

設予測は，例えば住宅であれば，街区群全体での人口の将来予測やシナリオと既存の建物の滅失

量から，各年における街区群全体での建物需要量を算出し，それをトレンドまたはシナリオによ

る開発パターンに当てはめ，モンテカルロ法により立地の配分を行う．したがって t年における用

途 sの街区群全体での開発量 s
tA は，式(4.5)のとおり定式化される． 

 

s
t

s
t

t

ts
t AA

p

p
A  


1

1

 (4.5) 

 

ここで， tp および 1tp は対象年およびその前年の人口， s
tA および s

tA 1 は同じ用途の建物床面積

である．用途が商業および業務の場合には人口のかわりに就業者人口を用い，それ以外の場合（工

場，公益施設など）には，寿命以外の要因による計画的な更新が実施されることが多いことから，

直接的なシナリオを与える．また，新たに建設される建物の規模については，シナリオにより与

えるものとする．戸建住宅など 1 つの建物の容積にばらつきが小さいものについては，開発数に

より開発量を満たし，商業施設や集合住宅においてはモンテカルロ法による開発シミュレーショ

ンを実施する． 
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4-3 ライフスタイルを考慮したエネルギー消費量推計モデル 
 

街区群内で消費されるエネルギー（電力，熱など）には，その街区群内の環境技術の導入状況

も影響を与えるが，街区群内の土地利用によるエネルギー需要の特性も大きな影響を与える（大

西 2013）．特に住宅地においては，居住する世帯の生活様式によってもエネルギー需要特性は大

きく変化し，さらにはそれにより環境技術の導入効果も変動することが予想される．また，ICT

技術の進展により，生活様式そのものが変化することも考えられる．テレワークやネットショッ

ピングなどの普及が進んでいるほか（日本テレワーク協会 2012，総務省 2011），若年層を中心に

カーシェアリング，シェアハウスなど，これまでとは異なった消費スタイルも発生しつつある（三

浦 2012）．こうした変化によるエネルギー需要への影響についてはすでに研究が行われているも

のの（金子ら 2011，植田ら 2011），その場合には反対に環境技術の進展が考慮されていない場合

が多い．低炭素な街区群形成を検討するためには，技術導入だけでなく，世帯構成や生活様式，

さらには街区群の空間構成や世帯構成とその相互関係に基づくエネルギー消費量を推計できるモ

デルが必要である（小澤 2010）．以上を踏まえ，本研究で構築するエネルギー消費量の推計モデ

ルは，建築分野で行われてきた居住者の生活スケジュールの違いを考慮できるモデルを参考に，

詳細な世帯属性に基づき，立地特性や環境技術による影響を考慮したモデルを構築する．これに

より，立地特性や空間構成，居住者の生活スケジュールによる，低炭素技術の導入効果への影響

が把握できる． 

 

 モデルの概要と世帯の設定 (1)

エネルギー消費量推計モデルの構成を図 4-2 に示す．まず，統計調査結果から世帯を構成する

各個人の時間帯別生活スケジュールを整理し，照明・家電，冷暖房，給湯，交通それぞれのエネ

ルギー需要量を算出する．さらに想定する環境技術やエネルギーシステムに応じてエネルギー消

費量を算出し世帯・土地利用構成を踏まえたうえで，街区群全体のエネルギー消費量を推計する． 

生活スケジュールの規定要因としては，主に世帯属性を取り上げ，それを家族類型，住宅タイ

プの組み合わせと定義して，表 4-4 のとおり設定する．既存の統計調査における家族類型を基本

としながら，生活スケジュールの違いの小さいものについては統合し，生活スケジュールへの影

響が大きいと想定される高齢世帯や共働き世帯を抽出し，7 分類とする．また，この家族類型を

構成する生活スケジュールの作成基本単位となる世帯構成員については 11分類とする．住宅種別

は戸建と集合の2分類とし，その住宅延床面積を平成22年国勢調査から表4-5のとおり設定する． 
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図 4-2 生活スケジュールに基づく世帯起源 CO2排出量推計モデルの構成 

 

表 4-4 世帯属性とエネルギー需要特性への影響項目 

項目 分類 

エネルギー需要特性への影響要因例

照明家電 冷暖房 給湯 交通 

家族 

類型 

1)単身世帯－男性【a】，2)単身世帯－女性【b】，3)夫婦のみ－共働き【c，

d】，4)夫婦のみ－片働き【c，e】，5)夫婦のみー高齢者【j，k】，6)夫婦

と子－共働き【f，g，i ×2】，7)夫婦と子－片働き【f，h，i ×2】  

照明箇所

 

冷暖房 

箇所 

必要湯量 ― 

世帯員 

属性 

a)男性有業者－単身，b)女性有業者－単身，c)男性有業者－子どものいない

夫， d)女性有業者－子供のいない妻， e)女性無業者－子供のいない妻，

f)男性有業者－子育て期の夫，g)女性有業者－子育て期の妻，h)女性無業者

－子育て期の妻，i)教育を受けている時期，j)65歳以上男性無業者－夫婦，

k)65歳以上女性無業者－夫婦 

照明家電

使用時間

冷暖房 

時間 

― トリップ

数 

住宅 

タイプ 

1)戸建住宅，2)集合住宅 照明面積 冷暖房 

面積 

― ― 

 

表 4-5 住宅種別と世帯人員ごとの住宅延床面積（平成 22年国勢調査） 

戸建住宅（㎡／戸） 集合住宅（㎡／戸） 

1 人 2 人 3 人 4 人 1 人 2 人 3 人 4 人 

98.7 113.9 119.3 121.9 32.8 51.1 56.5 62.1 

 

 

 

 

 

 

■生活スケジュール
世帯構成員 個人A 個人B

行為(20種) 外出
移
動

在
宅

外
出

移
動

在
宅

0:00
1:00
2:00
3:00
4:00
5:00
6:00
7:00
8:00
9:00
10:00
11:00
12:00
13:00
14:00
15:00
16:00
17:00
18:00
19:00
20:00
21:00
22:00
23:00

用途 照
明

家
電

冷
暖
房

給
湯

交
通

0:00
1:00
2:00
3:00
4:00
5:00
6:00
7:00
8:00
9:00
10:00
11:00
12:00
13:00
14:00
15:00
16:00
17:00
18:00
19:00
20:00
21:00
22:00
23:00

燃料 電
力

都
市
ガ
ス

交
通

0:00
1:00
2:00
3:00
4:00
5:00
6:00
7:00
8:00
9:00
10:00
11:00
12:00
13:00
14:00
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 世帯のエネルギー消費行為スケジュールの作成 (2)

世帯のエネルギー消費行為スケジュールの生成は，世帯構成員それぞれの生活スケジュールを

推定したうえで，その組み合わせから在宅時における住宅内でのエネルギー消費行為を 1 時間単

位で設定する．世帯構成員の生活スケジュールは，平成 23年社会生活基本調査における行動項目

（20種）別の平日の行動者平均時間，行動者率，時間帯別行動者率の調査結果から，空気衛生調

和工学会の手法（2000）を用いて設定する．以下に手法の概要を記す． 

①日行動者率から 1週間 1回以上，つまり 20%以上（平日対象のため）の行動項目を抽出する． 

②各行動項目の 1 日あたりの行動時間と各行動に伴う移動回数を行動者平均時間から設定する． 

③時間帯別行動者率のピーク時間を中心に，項目を 1日 24時間帯に 15分単位で割り付ける． 

④世帯構成員の生活スケジュールに対して，各行動時の部屋，使用機器の関係を設定する． 

⑤交通については生活スケジュールから世帯構成員の 1 日あたりの目的別移動回数を整理する。 

なお，世帯エネルギー消費行為スケジュールを生成する際は， SCHEDULE Ver.2.0を使用する． 

 

 エネルギー需要量の推計 (3)

住宅内での生活に伴うエネルギー需要量は前項で設定した生活スケジュールをもとに，月代表

日における時間帯 hに応じて照明・家電，冷暖房，給湯の 3項目に分けて推計する． 

照明・家電エネルギー需要量 

照明を除く家電機器によるエネルギー需要量 h
ceQ は，機器別 kの利用時間・回数 h

kn とそれに対応

したエネルギー需要原単位 ke から算出する．また，照明によるエネルギー消費量 h
lightQ は部屋 lの床

面積 la ，在室時間 h
lightn に，部屋用途ごとのエネルギー需要原単位 le を乗じることで算出し，それ

ぞれを合算することで照明・家電エネルギー需要量 h
eQ とする（式(4.6)）． 

 

 



l
ll

h
light

k
k

h
k

h
light

h
ce

h
e

eanen

QQQ
 (4.6) 

 

冷暖房エネルギー需要量 

冷暖房エネルギー需要量 h
heatcsQ  ， h

heathsQ  は，佐藤（2005）の手法を参考に，住宅の熱損失係数Q

と人体発熱と家電機器からの発熱（＝照明・家電エネルギー消費量）の合計 h
lheatQ ,
から，式(4.7)，

(4.8)により算出する． 

 
h

lheatl
hh

heatcs QaTQQ ,    (4.7) 

h
lheatl

hh
heaths QaTQQ ,    (4.8) 

 

ここで， hT は月別の時間帯hにおける外気温度と室内温度との差である． 
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給湯エネルギー需要量 

給湯エネルギー需要量 h
wQ は，世帯人員mによる必要湯量 mL に応じ，式(4.9)により算出する． 

 

m
h

cw

m
h
w

h
w

LTT

LqQ





)(
 (4.9) 

 

ここで， h
wq は 1m3あたりの加熱負荷， wT ， h

cT はそれぞれ給湯温度，給水温度である． は kcal

からWhへの換算係数（=1.163×103）である．給水温度 h
cT は外気温 h

oT を用いて，石田（1997）が

推定した式(4.10)により求める． 

 

0.77.0  h
o

h
c TT  (4.10) 

 

 エネルギー消費量の推計 (4)

前項で求めたエネルギー需要量に対し，導入する環境技術に応じたエネルギー供給手法を設定

したうえで，各システムの構成に合わせてエネルギー消費量を推計する．本研究では既往研究（樋

口ら 2012，天野ら 2012，横井ら 2010）を参考に，検討するエネルギーシステムを設定する．各

設備が現状のままと想定する現状システムを基準とし，将来的に導入が想定されるエネルギーシ

ステムについて，個々の住宅や建築物が個別にエネルギーを制御するシステムと，街区群内でエ

ネルギーを面的に連携，融通制御するシステムの 2 つを想定し，さらに実際の導入事例や実証実

験事例等から表 4-6のとおり 5ケースに細分化したシステムについて条件を設定し，分析を行う． 

まず，個別制御システムとしては，断熱材や二重サッシなど従来技術による住宅断熱性の向上

と，現在より高効率な家電や冷暖房・給湯機器（中央環境審議会地球環境部会 2012）を全ての建

築物に導入した家電冷暖房省エネ化システム，太陽光発電・燃料電池・蓄電池を全て建築物に導

入したスマートハウスシステムの 2 ケースを設定した．面的利用システムでは現状において住宅

地での導入事例はまだ見られないものの，実証実験や住宅地以外（主に大型施設や都心）で導入

が試行検討されているエネルギーシステムを参考に，太陽光発電の余剰電力を建築物間で融通す

る電力融通システム，燃料電池排熱の融通を加えた熱融通システム，街区群内すべてのエネルギ

ー需給を集中管理する分散型エネルギーシステムの 3 ケースを設定した．さらに，それぞれの設

備性能等を既存資料（空気調和衛生工学会 2000，中央環境審議会地球環境部会 2012，東京ガス

2013）を参考に表 4-7のとおり設定した． 
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表 4-6 本研究で検討するエネルギーシステムの概要と設備構成 

システム 
現状，家電冷暖房省エネ化， 

スマートハウス 
電力融通システム 熱融通システム 分散型エネルギーシステム

システム 

概念図 

 

 

   

エネルギー 

フロー 

 

設備構成 現状/省エネ ｽﾏｰﾄﾊｳｽ 面的利用（分散型） 面的利用（半分散型） 面的利用（集中型） 

電力 系統電力 系統電力，蓄

電池，太陽光 

系統電力，蓄電池， 

太陽光電池 

系統電力，蓄電池， 

太陽光電池 

系統電力，蓄電池， 

太陽光電池 

給湯 給湯器 燃料電池， 

蓄熱槽 

燃料電池，蓄熱槽 燃料電池，蓄熱槽 

（融通は熱導管） 
燃料電池，蓄熱槽，熱導管お

よびヒートポンプ（融通）

工場排熱等 冷暖房 ヒートポンプ ヒートポンプ ヒートポンプ ヒートポンプ 

 

表 4-7 設備性能・容量の設定値 

項目 単位 
現状 

システム

将来 

システム
項目 単位 

現状 

システム

将来

システム

照明 トイレの照明消費電力 W/m2 20.0 8.5 冷暖房 住宅熱損失係数 W/(m2・K) 4.2 1.9

食堂の照明消費電力 W/m2 4.0 1.7  カタログCOP 冷房 - 3.0 6.0

上記以外の照明消費電力 W/m2 5.0 2.1   暖房 - 2.0 4.0

家電 冷蔵庫 W 60.0 26.4  設定室内温度 冷房 ℃ 27.0 27.0

 電気ポット W 66.0 43.6   暖房 ℃ 22.0 22.0

 電子レンジ W 200.0 132.0 給湯 ガス給湯器 効率 - 0.85 0.95

 温水洗浄便座 W 35.0 23.1  ヒートポンプ給湯器 - - 3.0

 洗濯機 W 126.0 83.2  給湯温度（冬期）湯はり ℃ 44.0 44.0

 炊飯器 W 225.0 148.5 交通 自動車CO2排出量 g-CO2/人km 169.0 76.1(EV)

 ドライヤー W 450.0 297.0  鉄道CO2排出量 g-CO2/人km 18.0 18.0

 換気扇 W 20.0 13.2 その他 太陽光発電 容量 戸建 kW/戸 - 3.5

 スタンド W 30.0 19.8   集合 kW/戸 - 3.5

 掃除機 W 200.0 132.0  燃料電池 容量(発電) kW/戸 - 0.75

 アイロン W 500.0 330.0   発電効率（排熱効率） - -0.36(0.51)

 テレビ（待機電力） W 121.0 (0.4) 79.9 (0.3)  蓄電池 容量 kWh/戸 - 3.0

 ラジオ（待機電力） W 74.0 (0.5) 48.8 (0.3)   放電損失率 - - 0.05

 パソコン W 86.6 (6.2) 57.2 (4.1)  熱導管損失率 - - 0.05

 

 

 

 

系統電力
不足分は
系統電力

電力融通 電力融通

熱融通
（給湯）

不足分は
系統電力

系統
電力

集中管理

地区のエネルギー消費量

個別エネルギーシステム

個別エネルギー消費量

個別エネルギー需要量

合計
地区のエネルギー消費量

個別エネルギーシステム

個別エネルギー消費量

個別エネルギー需要量

余剰電力の融通

合計
地区のエネルギー消費量

個別エネルギーシステム

個別エネルギー消費量

個別エネルギー需要量

余剰電力・排熱の融通

合計

地区のエネルギー需要量

個別エネルギー需要量

地区エネルギーシステム

地区のエネルギー消費量

合計

排熱等
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現状及び家電冷暖房省エネルギー化システム 

現状及び家電冷暖房省エネルギー化システムについては，世帯 iごとに各用途に必要なエネルギ

ー需要量をそれぞれに対応した機器で供給するものとし，必要な電力は全て系統から供給される

ものと想定した．したがって，住宅内の時間帯別電力，都市ガスの消費量 he
iEC , ， hg

iEC , は式(4.11)，

(4.12)で推計する． 
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h
iheaths
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h
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iw

h
iwhg

i COP

Q
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,

,,   (4.12) 

 

ここで， icsCOP , ， ihsCOP , ， iwCOP , は冷暖房および給湯機器の効率である．このうち冷暖房につ

いてはカタログ COP（成績係数）を，気温条件によって補正することで，気温の変動に伴う機器

効率の変動を表現することが可能となる（佐藤 2005）．  

 

スマートハウスシステム 

スマートハウスシステムでは，個々の建物に太陽光発電，燃料電池，蓄電池，電気自動車を装

備する．そのため，時間帯別の太陽光発電による発電量 hsolar
ieg , および燃料電池による都市ガス消

費量 hcgsg
iC ,, と給湯に対する供給電力量 hcgs

ieg , および供給熱量 hcgs
iH , ，蓄電池および蓄熱槽による充

放電量 hstrg
ieg , ，充放熱量 hstrg

iH , ，電気自動車への給電 hev
igQ ,

,
を考慮し，電力，都市ガス消費量を式(4.13)，

(4.14)のとおり推計する． 
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なお，電力消費量については，まず必要な電力需要に対して燃料電池による発電量，太陽光発

電による発電量の順で充当するものとし，その総量が需要を上回る場合（ 0, he
iEC ）においては，

蓄電池への充電，売電の順で消化するものとする．また， hev
igQ ,

,
については街区群の交通挙動によ

り大きく変動することから，次節で述べる．また，太陽光発電については，山田ら（2009）を参

考に日射量 h
AR と発電容量 solar

iV から式(4.15)により算出する． 
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  ptpc
solar

i
h
A

hsolar
i VReg ,  (4.15) 

 

ここで， pc はパワコンの運転効率（=0.95）， pt は月別温度補正係数（夏期：0.80，中間期：0.85，

冬季：0.90），はシステム出力係数（=0.90）である． 

 

燃料電池による発電および熱供給は，各時間帯の電力需要と蓄電池の容量，給湯需要と蓄熱槽

の容量を超えないものとし，発電効率 e
cgs ，排熱効率 hs

cgs から，式(4.16)により求められる． 

 

hs
cgs

hcgs
i

e
cgs

hcgs
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i
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,,
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蓄電池および蓄熱槽の運転は，燃料電池による余剰熱供給および太陽光発電の余剰電力が発生

した場合には，それぞれの容量に達するまで熱および電力を回収し，反対に電力・給湯需要を太

陽光発電や燃料電池のみで賄えない状態には放熱・放電することで，熱及び電力需要を賄うもの

とする．これら機器によるエネルギー供給により電力・給湯需要をすべて充足することが困難と

なる場合には，系統電力やガス給湯器による給湯により，エネルギー不足分を賄うものとする． 

 

面的利用（電力融通，熱融通，分散型エネルギー）システム 

面的利用システムについては，街区群内で余剰電力を融通する場合（電力融通），燃料電池によ

る熱供給を融通する場合（熱融通），街区群内のエネルギー需給を集中して制御する場合（分散型

エネルギーシステム）の 3 ケースを想定する．電力融通は余剰電力が発生する建物から不足する

建物へ融通を行うため，式(4.13)に調整電力量 hc
ieg , を，熱融通は給湯について同様の融通を行うた

め，さらに式(4.14)に調整熱量 hc
iH , を加算することで求める．なお，調整電力量と調整熱量それぞ

れについて，街区群全体での合計は 0となる（式(4.17)，(4.18)）． 

 

0, 
i

hc
ieg  (4.17) 

0, 
i

hc
iH  (4.18) 

 

分散型エネルギーシステムについては街区群全体の需要を合わせて管理し，その上で燃料電池

の運転で不足する熱量は全てヒートポンプにより賄うものと想定する．この際，燃料電池による

熱供給 hcgs
uAH ,

,
は，給湯，暖房，冷房の順で充当する．また，工場廃熱等，街区の外側から供給され

る未利用エネルギー等 hex
ieg , ， hex

uAH ,
, については外生的に与えるものとする．したがって，街区群 A

の電力，都市ガス消費量は式(4.19)，(4.20)により推計する． 
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以上に示す各エネルギーシステムのエネルギー消費量算出方法を図 4-3 に整理する．省エネ化

においては設備効率の向上のみを対象としており，スマートハウスは新たな設備の導入，電力融

通・熱融通システムは各需要家間の負荷を調整するプログラムが追加されている．なお，分散型

エネルギーシステムにおいては負荷追従する需要自体を地域で一括して扱う． 

 

 
図 4-3 各エネルギーシステムにおけるエネルギー需給メカニズムの模式図 

 

 世帯属性に応じたエネルギー消費量原単位の推計結果 (5)

以上のモデルを用い，設定した 7 世帯属性における時間帯別燃料別エネルギー消費量原単位を

推計する．図 4-4 は，共働き夫婦と高齢夫婦における推計例である．共働き夫婦の場合，日中は

ともに外出しているために，エネルギー消費量は家電の待機電力のみとなり，電力消費量は小さ

い．しかし，入浴や炊事を短い時間で済ませることから，18 時台から 19 時台にエネルギー消費

量が集中する．反対に高齢者夫婦は，日中に家に少なくとも夫婦の一方が在宅している時間が多

いため，日中でもエネルギー消費が発生する．しかし，夕方以降には日中に家事等の用事を済ま

していることから，共働き夫婦と比べてエネルギー消費量のピークが小さくなっている．以上よ

り，世帯人員が同じであっても，生活スケジュールの違いにより，時間帯別燃料別エネルギー消

費量の特性の違いが大まかに把握できる． 
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図 4-4 共働き夫婦，高齢夫婦における時間帯別エネルギー消費量の例 

 

次に都心，近郊，郊外における世帯属性別の世帯あたり CO2排出量の推計結果を図 4-5に示す．

直、推計の際，住宅の設備は現状とし，交通については第 5 回中京都市圏パーソントリップ調査

（2011）から得られたトリップ距離と交通機関分担率を用いて算出している． 

推計結果では，単身世帯と 4 人世帯とでは CO2排出量が 2 倍となっている．これは反対に，1

人あたり CO2排出量では 4人世帯は単身世帯の半分程度であることを示しており，同じ居室に過

ごしている場合には照明や冷暖房が単身世帯より少なくて済むこと，給湯や炊事などのエネルギ

ー消費が効率的であることが反映されている．また，同じ世帯人員であっても，その構成員と地

域により大きく CO2排出量が異なっている．都心部では，共働き夫婦世帯のほうが高齢者世帯よ

り大幅に CO2排出量が小さく，郊外ではそれが逆転している．都心の場合には，通勤距離や利用

交通機関から，通勤による CO2排出量が小さいために，在宅時の照明や冷暖房の利用が多い高齢

者世帯の CO2排出量が大きいが，郊外では通勤距離が長く自動車の利用が多いことから，通勤に

よる CO2排出量が大きくなっているためである．同一都市圏内であっても，街区群の人口構成と

交通特性により，世帯起源のエネルギー消費量は大きく異なる． 

 

 
図 4-5 世帯属性別，居住地別の年間 CO2排出量の推計結果 
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 環境技術導入による街区群別のエネルギー消費量変化の推計結果 (6)

環境技術導入によるエネルギー消費量の違いを図 4-6 に示す．この際，太陽光発電による余剰

電力は，CO2排出量から差し引かない．現状システムにおける CO2排出量がほとんど変わらない

都心，近郊，郊外の 3 街区群において各システムを導入した場合，住宅のみを対象としたシステ

ムでは，システムの融通程度が上がるにつれて，都心より郊外の CO2排出量が小さくなる．これ

は，電気自動車の導入により交通起源の CO2排出量の違いが想定的に小さくなること，戸建比率

が多く，太陽光発電の設置率が高いことなどが挙げられる．住宅のみを対象とした場合，特に建

築単体に関する設備導入のみでは，郊外の効果が大きいことが明らかとなった． 

次に，周辺の商業・業務を含めた面的利用システムを導入した場合の推計結果を図 4-7に示す．

その場合，近郊で最も削減効果が大きく，次いで都心，郊外と，住宅のみを対象とした場合と比

べて結果が逆転している．これは，都心や近郊のほうが商業・業務の割合が高く，コージェネレ

ーション等により発生する排熱が有効利用でき，太陽光発電による余剰電力が吸収できるためで

ある．反対に郊外は商業・業務の割合が低く，面的利用の効果は期待できない． 

 

図 4-6 住宅のみによる想定システムごとの 

CO2排出量推計結果 

図 4-7 商業事務所を含めた想定システムごと

の CO2排出量推計結果（住宅分） 

 

さらにそれぞれの街区群について，新しいライフスタイルの普及や，居住施策を講じた場合の

分析を行う．分析する施策の概要を表 4-8に，結果を図 4-8に示す． 

都心では，単身世帯のシェアハウス導入を検討した．都心街区群では 50％以上が単身世帯であ

ることから，シェアハウス導入により現状システムのままで 25％の削減効果が得られた．しかし，

面的利用システムが導入されることにより削減は小さくなり，集中型ではシェアハウス普及有無

による CO2排出量はほとんど変わらない．近郊では，戸建住宅に住む単身・夫婦世帯と，集合住

宅に住むファミリー世帯の街区群内住み替えを検討した．世帯人員が少ない世帯が，延べ床面積

が必要以上に大きい戸建住宅から集合住宅へ住み替えるものであり，現状システムでの削減効果

は大きくない．しかしながら，面的利用システムに移行するにつれ削減効果は大きくなっている．

これは太陽光発電が設置できる戸建住宅に，日中に在宅しているファミリー世帯が住むことで，

余剰電力がより有効活用できるようになったためである．郊外では，テレワークの普及による効
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果を検討した．現状システムでは CO2排出量は通勤の減少により微減するものの，電気自動車の

普及が進めば反対に照明や家電による CO2排出量が大きくなり，面的利用システムに移行しても，

CO2排出量はテレワーク導入前のほうが小さくなる． 

以上から，世帯構成や土地利用，ライフスタイルの違いにより，環境技術の導入効果が大きく

変化することが明らかとなった．低炭素まちづくりを進めるためにはこれらを全体でデザイン，

検討する必要があることが明らかとなっている． 

 

表 4-8 各街区群において想定する世帯構成と生活スケジュール変化の想定 
対象地域 都心：長者町街区群 近郊：御剱街区群 郊外：豊山街区群

対策案 
都心において割合の大きい単身世帯への

シェアハウス（3人居住）導入
戸建住宅単身・夫婦世帯と集合住宅
ファミリー世帯の街区群内住み替え

戸建住宅夫婦・ファミリー世帯への
テレワーク導入 

世帯構成 現状  対策案 現状 対策案 現状  対策案

戸建住宅 単身―男性 3% → シェアハウス
（戸建）を導入

8% → 0% 8% → 現状と同様

 単身―女性 3% → 5% → 0% 3% → 現状と同様

 夫婦のみー共働き 0% → 現状と同様 1% → 0% 3% → 
テレワーク導入

 夫婦のみー片働き 0% → 現状と同様 0% → 0% 1% → 

 夫婦のみー高齢者 8% → 現状と同様 12% → 6% 11% → 現状と同様

 夫婦と子―共働き 4% → 現状と同様 12% → 25% 22% → 
テレワーク導入

 夫婦と子―片働き 2% → 現状と同様 7% → 14% 9% → 

集合住宅 単身―男性 25% → シェアハウス
（集合）を導入

15% → 23% 13% → 現状と同様

 単身―女性 23% → 10% → 15% 6% → 現状と同様

 夫婦のみー共働き 3% → 現状と同様 4% → 5% 3% → 現状と同様

 夫婦のみー片働き 1% → 現状と同様 2% → 現状と同様 1% → 現状と同様

 夫婦のみー高齢者 8% → 現状と同様 5% → 11% 2% → 現状と同様

 夫婦と子―共働き 14% → 現状と同様 13% → 0% 13% → 現状と同様

 夫婦と子―片働き 6% → 現状と同様 7% → 0% 5% → 現状と同様

 

 

 
図 4-8 ライフスタイル普及や居住政策導入による CO2排出量の違い 
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4-4 沿線環境を考慮した距離別交通手段分担率モデル 
 

高度経済成長期の日本においては，旅客交通政策は増加する自動車交通需要への対応や，経済

成長に対応したより早くより大量に輸送できる交通手段の整備，つまり幹線道路ネットワークを

はじめとした基幹交通ネットワークの整備がほとんどであった．しかし，自動車排ガスによる都

市環境の悪化やコンパクトシティへの関心，地方の鉄道廃線問題が表れだした 1990 年代以降は，

公共交通へのモーダルシフトや交通需要管理（TDM）政策が注目され始め，より面的な交通政策

について検討が進められてきた．さらに，現在においては，気候変動への対応や，少子高齢化に

伴う交通弱者の発生，まちなかの活性化など，交通を取り巻く問題は一層多様化しており，政策

もまた，これまでのような都市スケールでの取り組みだけでなく，より居住地に近い取り組み―

例えば，道路空間再配分による歩道・自転車道の面的整備，ゾーン 30など―が検討，導入されて

いる状況である．加えて，第 2 章で紹介したスマートシティ事業における交通分野の取り組みで

は，Personal Mobility Vehicle（PMV）や EV，PHV等の次世代自動車の普及などの新しい交通手段

の導入，駐車場集約やカーシェアリングなど交通手段の使い方の提案など，ライフスタイルの変

化を促す施策が検討されている．都市交通施策の方向性は幹線交通ネットワークから面的対策へ，

そしてコミュニティスケールの対策へ移りつつある． 

こうした取り組みについては，これまで多くの実証実験・事業によってその効果検証がなされ

ており，導入による利用者の声や利便性の把握，そして事業としての実現性など幅広い観点から

検討がされてきた．しかしながら，多くの実証事件はごく一時的であり，かつ関心を持つ限られ

た利用者層への提供が行われてきたことから，それらの継続的な実施が居住者の交通行動にどの

ように影響を及ぼすかについてはあまり検討されていない．たとえば，自転車道整備に関する評

価では，その安全性や快適性を評価する研究や，経路選択への影響を評価する研究（例えば，三

輪ら 2011）などはあるが，環境面への影響には経路よりも交通手段が重要となる．また，カーシ

ェアリングについては矢野ら（2011）が実際のデータをもとに，カーシェアリング利用前後の自

動車トリップ長の変化を分析しているが，それは自動車利用に関する変化のみを分析したもので

あり，交通行動の変化全体を把握できるものではない．また，これらの研究は，いずれも 1 つの

交通手段あるいは政策に着目した分析であり，将来的なシナリオとしていくつかの施策を組み合

わせ導入した際の効果は把握できない．安田（2012）はゾーン 30，歩道拡幅，自転車道設置位置，

駐輪スペース，景観等を考慮した都心街区群の道路空間デザインについて各交通手段の観点から

評価を行っているが，これは定性的な分析である． 

本研究では街区群まちづくりの効果を包括的，定量的に評価するため，交通施策による居住地

周辺環境や交通手段の性能の変化から，居住者の交通手段分担率を予測するモデルを構築する． 
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 交通手段分担率モデルの定式化 (1)

一般的な非集計型の交通行動モデルでは，トリップインターチェンジ（ある目的のもとでの出

発地から目的地までの移動，すなわち OD）が分析単位として用いられる．これは RPを用いてト

リップを行う個人の属性と交通環境を同時に定式化することが可能であるが，現在のパーソント

リップ調査ではデータ整理が困難であるとともに，まだあまり実施されていない施策の分析が難

しい．また，居住地の周辺環境による影響を中心に分析する上では，目的地側の情報はあまり必

要でなく，そのためより簡易的なモデルのほうが適当であると考えることができる．したがって，

本研究では対象街区群のトリップエンド（対象街区群を発着とするトリップ）を単位として，交

通行動がトリップ数，トリップ長分布，距離別交通手段分担率により説明でき，それぞれが独立

である街区群単位での集計モデルを想定する．この想定下では，トリップ数は主に世帯構成やラ

イフスタイルの変化に，トリップ長分布は主に交通ネットワークや施設立地に，トリップ長別分

担率は主に居住地周辺の土地利用，沿道環境などの街区群デザインや交通手段の性能から決定さ

れる．その上で，本研究では居住地の周辺環境と交通手段の性能の分析のため，距離別交通手段

を対象に予測モデルを定式化する． 

具体的には，まず目的地を居住地からの距離で表現し，選択可能な交通手段集合M を徒歩，自

転車，自動車，公共交通であると限定すると，居住者がM を 2つに分けた交通手段群 s， cs のど

ちらかを選択する割合は，距離を主変数とした分担率曲線 )|( lsP j
p

i
により表現することができる．

さらに，異なる交通手段群の組み合わせによる分担率曲線を組み合わせることで，距離別の各交

通手段の分担率を算出することができる． )|( lsP p
i を，式(4.21)のとおりロジスティック曲線を用

いて定式化する． 

 

))(exp(1

1
)|(

, llc
lsP p

si
p
s

p
i 

  (4.21) 

 

ここで， p
jc ：距離低減パラメータ， p

sil ,
：各交通手段群の分担率が 50%となる距離である． p

sil ,
は，

ある交通手段を利用する最大距離平均（以下、限界距離とする）であり，各交通手段の平均移動

距離はこれにトリップ長構成比率をかけたものとなる． p
sil ,
は目的地までの距離と居住地周辺の沿

道環境，各交通手段群の性能に影響されると想定し，式(4.22)で表されるものとする． 

 
p
ski

p
ki

p
si Xl   ,,,

 (4.22) 

 

ここで， kiX , は影響要因 kの説明変数， p
ki , は，各変数による限界距離への影響係数， p

j は交通

手段群固有のパラメータである．交通手段群 s， cs の組み合わせを変えてそれらを重ね合わせる

と，図 4-9 のような各交通手段の距離別分担率曲線を得ることができる．なお，公共交通につい

ては，その下の階層に端末交通に関する分担率曲線（徒歩・自転車および自動車）を想定した． 
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図 4-9 分担率曲線の重ね合わせによる距離別交通手段分担率の考え方 

 

 各交通手段の分担率曲線における変数設定 (2)

以上で定式化した分担率曲線を特定化するため，式(4.22)における影響要因の指標 kiX , を，分析

を行う施策感度と，実際の選択行動への影響可能性を考慮し，表 4-9 のとおり設定する．設定に

おいては，距離増加に伴い交通手段は徒歩，自転車，自動車，公共交通の順に選択されること，

移動距離が短い場合は居住地周辺の土地利用・沿道環境の影響が大きく，距離が長くなるにつれ

て交通手段の性能による影響が大きくなるものと仮定した．なお，公共交通（ s）における駅や

バス停までの距離については，端末交通手段に関する分担率曲線のパラメータから基準化された

ものを用いる． 

表 4-9 各街区群において想定する世帯構成と生活スケジュール変化の想定 
交通手段群 影響要因 測定指標 関連施策の例 

【代表交通手段】 
S:徒歩 
Sc:それ以外 

歩きやすさ 歩道幅（m） 歩道整備 

沿道風景 沿道の立ち寄り可能箇所（公園・商業）の多さ（%） 土地利用変化 
快適性 緑の多さ（街路樹の本数・枝の広がり）（%） 緑化政策 
坂道の多さ 目的地までの高低差（m） ― 

【代表交通手段】 
S’:徒歩,自転車 
Sc’:自動車,公共交通 

自転車の利用しやすさ 自転車走行空間の明示率（%） 自転車道整備 
坂道の多さ 坂道の多さ（ｍ） ― 
自転車の性能 1 人用移動車両のアシスト率（%） PMV、電動ｱｼｽﾄ 

自動車の利用方法 自動車がいつでも利用できるか（%） カーシェア 

【代表交通手段】 
S’’:それ以外 
Sc’’:公共交通 

自動車の利用方法 自動車がいつでも利用できるか（%） カーシェア 
最寄りの公共交通機関 最寄りの公共交通機関が鉄道かバスか（鉄道dummy） 公共交通整備 

公共交通機関のサービス水準 公共交通の待ち時間（分） サービス向上 

公共交通機関までの距離 
鉄道駅やバス停までの距離（km） 
※端末交通性能による基準化

住宅立地変化 
バスルート再編

【端末交通手段】 
S’’’:徒歩・自転車 
Sc’’’:自動車 

歩きやすさ 歩道幅（m） 歩道整備 
自転車の利用しやすさ 自転車走行空間の明示率（%） 自転車道整備 
坂道の多さ 目的地までの高低差（m） ― 
コミュニティサイクルシェア コミュニティサイクルシェアの導入有無（dummy） サイクルシェア 
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 アンケート調査を用いたパラメータ推定 (3)

パラメータ推定方法の概要 

前項で設定した指標について，それぞれの指標に対する平均限界距離への影響係数を，居住者

へのアンケート調査（表-1）によって推定する．パラメータの推定にあたっては，各交通手段群

の分担率曲線（式(4.21)）がロジットモデルの効用差に見立てられる（式(4.23)，(4.24)）ことを利

用し，アンケート調査により得られる個人の選択データを用いて，最尤法により推定した． 
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ここで， ),(),( lsVlsV p
i

cp
i  は，交通手段群 s， cs の効用差である． 

 

アンケート調査の内容 

アンケート調査は，名古屋都市圏（都心部から 20km県内に属する市町村）在住者の合計 1,000

人に対して実施し，年代（20代～60代）及び性別（男性，女性）ごとの割り付けは同率とした（表

4-10）．アンケート調査は，影響要因の測定指標についてそれぞれ 2水準，目的地までの距離につ

いては 3 水準を設定し，直行配列表により作成した組み合わせで提示した各仮想条件（プロファ

イル）下で，提示する 2 つの交通手段群のどちらを利用したいかを選択する形式（二項選択）と

した（図 4-10）． 

表 4-10 実施したアンケート調査の概要 
調査期間 2013年12月19日～21日
実施対象 名古屋20キロ圏に居住する住民 
抽出方法 性・年代別に同数を割付したうえで無作為抽出（100サンプルずつ）

割り付け区分 年代：20代～60代（5区分）
性別：男性、女性（2区分） の計10区分

回収数 1,000サンプル 

実施形式 アンケートモニターを活用したWEB調査 
※株式会社マクロミルに委託し、実施 

 
図 4-10 アンケート設問のイメージ（アンケート票解答例の抜粋） 
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パラメータの推定結果 

得られた選択結果をもとに，式(4.23)，(4.24)を用いて条件付きロジットモデルの最尤推定法に

よりパラメータを推定したパラメータを表-2に示す． 

代表交通手段に関するモデル（(a)～(c)）では，公共交通の固有変数以外は全て t 値が 1.96（有

意確率 5%）を上回っている．端末交通手段(d)では 3つの変数で t値が 5%有意となっていない．

尤度比は，(a)～(c)において 0.2を下回っており，モデルの適合性が十分に高いとは言えない． 

パラメータの推定結果では，各変数のパラメータから交通手段選択の限界距離に影響する値が

算出できている．坂道が及ぼす徒歩や自転車の限界距離への影響は，徒歩については高低差が 10m

増加することにより限界距離が 230m減少，自転車では 670m減少し，坂道の影響は自転車利用へ

の影響が大きいことが示される．一方，道路幅 1m の活用を考えたとき，歩道整備を行った場合

には，徒歩の限界距離が 240m増加（に加え端末交通の徒歩・自転車も 80m増加）し，自転車道

では自転車の限界距離が 1.5km 増加する．以上から，同じ移動距離でも，街区群の周辺環境や交

通手段の性能の特性により，その居住者が利用する交通手段の割合が変化することが示されてお

り，コミュニティスケールでの交通施策による交通行動変化の可能性が示されている． 

 

表 4-11 パラメータ推定結果 
モデル区分 変数 パラメータ t 値 限界距離への影響 

(a) 
【代表交通手段】 
S:徒歩 
Sc:それ以外 

歩道幅（m） 0.122 2.90 +240m/歩道幅 1m  
沿道の立ち寄り可能箇所（公園・商業）の多さ（%） 0.00631 4.42 +120m/立ち寄り場所 10%
緑の多さ（街路樹の本数・枝の広がり）（%） 0.00566 3.59 +110m/街路樹 10% 
目的地までの高低差（m） -0.0117 -3.66 -230m/高低差 10m 
目的地までの距離（km） -0.514 -23.0 ― 
徒歩(固有変数) 0.766 5.75 全て 0の場合: 1.5km 

サンプル数 5814  
修正ρ2 0.183  

(b) 
【代表交通手段】 
S’:徒歩,自転車 
Sc’:自動車,公共交通 

自転車走行空間の明示率（%） 0.437 7.79 +1.5km/自転車道設置
坂道の多さ（ｍ） 0.0187 -6.66 -670m/高低差 10m 
1 人用移動車両のアシスト率（%） 0.738 6.56 +2.6km/電動アシスト率 50%
自動車がいつでも利用できるか（%） -0.101 -8.24 -360m/自家用車を利用可能
目的地までの距離（km） -0.279 -20.2 ― 
徒歩・自転車(固有変数) 0.907 8.87 全て 0の場合: 3.2km 

サンプル数 5814
修正ρ2 0.0854

(c) 
【代表交通手段】 
S’’:それ以外 
Sc’’:公共交通 

自動車がいつでも利用できるか（%） -0.142 -11.6 +3.4km/自家用車を利用可能
最寄りの公共交通機関が鉄道かバスか（鉄道dummy） 0.176 3.14 -4.3km/最寄り公共交通が鉄道
公共交通の待ち時間（分） -0.0580 -10.3 -1.4km/待ち時間 1分短縮
鉄道駅やバス停までの距離（km） 
※端末交通性能による基準化

-0.455 -12.1 +11km/1km遠くなる 

目的地までの距離（km） 0.0413 3.46 ― 
公共交通(固有変数) 0.0251 0.22 全て 0の場合: -600m

サンプル数 5784
修正ρ2 0.0839

(d) 
【端末交通手段】 
S’’’:徒歩・自転車 
Sc’’’:自動車 

歩きやすさ 0.0635 1.52 +80m/歩道幅 1m 
自転車の利用しやすさ 0.0857 1.38 +110m/自転車道設置
坂道の多さ -0.0238 -7.57 -310m/高低差 10m 
コミュニティサイクルシェア 0.111 1.78 +140m/サイクルシェア
最寄りの公共交通機関までの距離 -0.779 -33.8 ― 
徒歩・自転車 (固有変数) 2.45 22.7 全て 0の場合: 3.2km 

サンプル数 5784  
修正ρ2 0.203  
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 現況再現性の確認 (4)

現況再現性確認における設定条件 

得られたパラメータを用いてモデルを特定し，名古屋都市圏について小学校区単位で交通手段

分担率の現況再現性を確認する．現況再現を確認する実際値としては，2011 年に実施された第 5

回中京都市圏パーソントリップ調査のマスターデータを小学校区単位で集計したものを使用し，

推定値としては前項で得られたパラメータと，第 5 回中京都市圏パーソントリップ調査から得ら

れたトリップ数，移動距離構成を用いて推計した値を用いた．小学校区単位での各計測指標は，

表 4-12に示す通り，住宅地図や道路網地図など，既存の地図情報から，GISを用いて計測した． 

 

表 4-12 名古屋都市圏全域における計測指標の導出方法 
影響要因 計測指標 単位 計測手法 利用データ・出典 

歩きやすさ 歩道幅 m 住宅地図より，歩道の総面積を算出し，
道路総延長で除す 

zmap2009 
ESRI 道路網 2011 全国版 

沿道風景 沿道土地 
利用割合 % 

住宅地図より抽出した商業建物および
公園に面する道路延長を算出し，道路
総延長で除す 

ｚmap2009 
ESRI 詳細地図道路面 
電話帳 Telepoint 
都市公園国土数値情報 

緑（街路樹）の 
広がり 

街路樹の 
整備率 % 

道路交通センサスより，歩道幅 3.5m 以
上の道路延長を算出し，道路総延長で
除す 

H22 年度道路交通センサス 

坂道の多さ 標高差 m 街区群内の建物それぞれの標高差を平
均 

50mメッシュ（標高） 
土地利用細分メッシュ 

自転車の 
利用しやすさ 

歩行者自転車道・
自転車道・自転車
レーン設置率 

% 
道路交通センサスより，歩行者自転車
道・自転車道・自転車レーン設置道路
延長を算出し，道路総延長で除す 

H22 年度道路交通センサス 
ESRI 道路網 2011 全国版 

自転車の性能 電動アシスト自転
車普及率 % 文献より 市場開発研究所 調査資料 

自動車の 
利用方法 

自動車保有率 
カーシェアリング
普及率 

% 

市区町村自家用車登録台数を市区町村
別20歳以上人口で除すことで自動車保
有率を算出 
カーシェアリングが普及することで自
動車保有率が下がると仮定

H22 市区町村別・車種別 
自動車保有台数 
H22 人口動向調査結果 

最寄り 
公共交通機関 

鉄道/バスの効用
の大小  

鉄道/バスの効用値をそれぞれ算出し，
効用値の大きいものを採用  

公共交通機関 
サービス水準 

鉄道/バス頻度 
（待ち時間） 分 (10)の駅/バス停の運行本数より，平均

待ち時間を算出 

鉄道：各社HP 時刻表 
バス：バス停留所・時刻表デ
ータ 

最公共交通機関
までの距離 

駅・バス停までの
距離 m 小学校区重心点から最寄り駅/バス停ま

での距離を計測 

鉄道駅：国土数値情報 
バス停：バスDB 
ESRI 道路網 2011 全国版 
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交通手段分担率による現況再現性の確認結果 

図 4-11に交通手段別のトリップ数を用いた各交通手段分担率の現況再現性を，図 4-12に交通手

段別の総移動距離を用いた各交通手段分担率の現況再現性を示す． 

トリップ数基準での交通手段分担率ではいずれの交通手段においても実際値（PT の集計結果）

と推計値の相関係数は 0.70以下となっており，再現性はあまり高くない．一方で，総移動距離を

基準とした交通手段分担率では，徒歩と公共交通で 0.70を超えており，自転車以外の現況再現性

は比較的確保できている．徒歩に着目すれば，どの街区群でも 10%以下ではあるが，実際値のば

らつきよりも推計値のばらつきのほうが大きく，SPデータの使用により実際の街区群間の分担率

の違いよりも変数による感度が強くなっている傾向がある．一方で，公共交通や自動車では実際

値のばらつきのほうが推計値のばらつきよりも大きく，距離の長いトリップに関しては居住地周

辺の環境や一部の交通手段性能変数だけでは説明できないばらつきが存在していると考えられる． 

 

 
図 4-11 交通手段別のトリップ数を用いた各交通手段分担率の現況再現性 

 

 
図 4-12 交通手段別の総移動距離を用いた各交通手段分担率の現況再現性 
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 交通施策による感度分析 (5)

感度分析の設定シナリオ 

構築したモデルを用いて，都市圏全域での交通・土地利用施策の感度分析を実施する． 

対象とする施策の概要を表 4-13 に，そのうち人口再配置を行う場合の人口シナリオを図 4-13

に示す．歩行者系の施策としては，歩道の拡幅，沿道土地利用再編，街路樹整備を，自転車系の

施策としては，自転車道の整備，電動アシスト自転車の普及を対象とした．また，PMVについて

は，電動アシスト自転車のアシスト率 100%（自走可能）に相当する車両を想定した．なお，人口

の再配置を行った場合，通常は都市施設立地も変化するため，トリップ長分布が変化するが，こ

こでは変化しないと仮定した． 

表 4-13 分析対象とする街区群交通・土地利用施策 
施策 設定条件 

No.1 歩道の拡幅 全街区群平均 2m（2m以上は一定） 
No.2 沿道土地利用整備 沿道土地利用のうち商店・公園を 2倍 
No.3 街路樹の整備 全街区群 2倍
No.4 自転車道の設置 2車線以上の道路にすべて設置 
No.5 電動アシスト自転車（アシスト率 50%）普及 普及率 50%
No.6 PMV（電動バイク）の普及 電動アシスト自転車 25%，PMV25%普及 
No.7 カーシェアリングの普及 1 世帯当たり 1台分をカーシェアリングに転換
No.8 バスのサービス水準の増加 バスの運行本数 2倍
No.9 鉄道のサービス水準の増加 鉄道運行本数 1.5 倍
No.10 鉄道駅周辺への人口再配置 鉄道駅勢圏（駅 800m以内）への人口集約 
No.11 No.1～9 を合わせて導入（No.5 を除く） 
No.12 No.1～10 を合わせて導入（No.5 を除く） 

 

 
図 4-13 人口再配置シナリオ 

 

表 4-14 各交通手段の CO2排出原単位 
交通手段 g-CO2/人・km 出典 

電動アシスト自転車 1.8 独）国立環境研究所：平成 20年度社会系セミナー
電気自転車の環境負荷削減効果 PMV（電動バイクを想定） 10

自動車 170
国土交通省：国土交通白書 2011 バス 51

鉄道 21
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感度分析においては各交通手段の CO2排出原単位は表 4-14に示す値を用い，各交通手段の総移

動距離にそれぞれの原単位を乗じることで算出した．最寄りの公共交通機関がバスの街区群にお

いても，10km以上のトリップは鉄道に乗り換えるものとして CO2排出量を算出した． 

 

感度分析の結果 

各施策の導入による総移動距離基準の交通手段分担率を図 4-14に，CO2排出量および削減率を

図 4-15に示す．歩行者系施策では，いずれも徒歩の分担率が 0.1%前後増加し，その分自転車の分

担率が減少しているが，CO2 排出量への影響はほとんどない．一方，自転車系の施策では，自転

車道導入により自転車の分担率が 2.2%増加，PMV導入では 1.7%増加しており，その反対に自動

車分担率が減少しているため，CO2排出量もそれぞれ 4.6%，3.5%減少している．すべての施策を

実施した場合（No.11）では自動車の分担率が 6.9%減少，CO2排出量は 12.2%の削減であり，更に

駅周辺への集約を図った場合には，公共交通利便性の高い街区群の人口比重が高まるため，都市

圏全体では CO2排出量が 17.8%削減できる． 

 
図 4-14 交通施策導入による総移動距離基準分担率の変化 

   
図 4-15 交通施策導入による CO2排出量の変化 
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さらに上記結果を小学校区別に確認すると（図 4-16），歩道拡幅では都心部で削減率が大きい．

これは，歩行者系施策はおもに 1～2km 範囲での分担率変化を促すことから，比較的トリップ長

の短い動きが多い都心部での効果が大きくなったためである．また，自転車道設置や PMV導入で

は小牧周辺や知多地域など郊外の一部の鉄道沿線地域で効果が大きい．これは，もともと周辺に

工場が集積し，3～5km程度の通勤行動が多い地域であり，自転車系の施策により通勤行動が自動

車から自転車に変わりやすい街区群であったためと考えられる．一方，カーシェアリングの導入

では，名古屋市内近郊街区群での削減率が大きい．もともと利便性が高い地域にもかかわらず自

動車利用が高かった地域が，カーシェアの導入により，比較的長い距離の移動が地下鉄に，短い

距離の移動が自転車に転換したためである． 

以上のように，それぞれの街区群の立地特性や，それに伴う現在のトリップ長の分布により，

交通手段分担率の変化や CO2排出量の削減に効果的な施策は異なる．モデル構築により，街区群

の特性に応じた交通施策の選択が可能となることが明らかとなった． 

 

 
 

図 4-16 交通施策導入による小学校区別の CO2排出量削減率 
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4-5 トリプルボトムラインを用いた街区群環境性能評価システム 
 

これまでに構築したモデルから求められる時系列での建物更新動向やエネルギー消費量，交通

行動変化から，トリプルボトムライン（Triple Bottom Line: TBL）の概念を用いて街区群の環境性

能を評価するシステムを構築する．TBLはもともと，企業活動の評価について経済面だけでなく，

社会や環境に与える影響も含めようというものである（John1997）．環境評価の分野では，むしろ

環境面から経済面，社会面を含めた評価へと逆の展開を見せており，現在は企業 CSR活動だけで

なく，都市や地域の持続可能性評価にも多く用いられている（鈴木ら 2009，川久保ら 2011）．本

研究では社会的側面に関する指標を住民の享受する生活の質（QOL），経済的側面を市街地維持費

用，環境的側面を CO2排出量とした街区群環境性能の TBL評価システムを構築する． 

 

 生活の質(QOL)の評価モデルの構築 (1)

生活の質（QOL）という考え方が用いられたのは，産業革命以降のイギリスが最初だといわれ

ており（中西ら 2005），それ以降，都市政策の分野や医療分野で多く用いられている．Sen（1985）

は厚生経済学の観点から「ある人が達成できる機能（の量または質）」と定義している一方で，Sirgy

（1986）はマズローの段階欲求説との関係から QOLを位置付けている．学術分野や，それを用い

る対象に応じてその定義は多岐に渡っているが，人々が社会や環境、身体から享受できる幸福の

程度であることはおよそ共通の認識としてとらえることができる（三重野 2013）．Myers（1988）

は，環境の物理量と個人の主観的価値評価の両面から計測される「住みよさ」であると定義し，

都市環境との関わりの観点から QOLを定式化している．また，Ulegin et al.（2001）はイスタンブ

ールを対象に，具体的な指標を設定したうえで，コンジョイント分析により価値観の推定を行っ

ている．居住環境に係る具体的な指標を，価値観を表す係数によって統合化する構造は，すでに

公共事業分野で実施されてきた費用便益分析等と構造が類似しており，政策分析にも活用可能で

あることから，ほかにも類似の研究が実施されている（例えばPreuss and Vemuri（2004），Eck（2005）

など）．日本においては，林ら（2002）が，充足度に伴う居住者の価値観変化を組み込んだ評価モ

デルを構築しているほか，吉田ら（1998）は共分散構造分析を用いて住民の満足度と都市の物理

的環境の関係を記述している．しかし，これらの研究はいずれも都市全体を対象としたものであ

り，より詳細な居住空間を評価するものではない．加知ら（2006，2008）は 500m メッシュ程度

の規模を評価単位として，生活環境質向上の機会（Life Prospects：LPs）と住民の価値観により

QOLを定式化したうえで評価を実施しているが，都市圏全域を対象としていることから，本研究

が目的とする街区群の空間デザインがもたらす環境変化への影響把握に対応していない． 

したがって本項では，加知ら（2006）の定式化した QOL評価手法を参考に，建物更新動向や世

帯構成等の変化，環境技術の導入やインフラの整備による街区群環境の違いや変化による住民の

QOLを計測評価できるモデルを構築する． 
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生活の質の定式化 

QOLは加知ら（2006）に従い、生活環境質向上機会（Life Prospects：LPs）と住民の価値観に

より決定されるとする．LPsは，居住環境評価に関する既往研究（浅見 2001）を参考に，交通利

便性（ACcesibility: AC），居住快適性（AMenity: AM），災害安全性（Safety & Security: SS）からな

るものとし，計 24 指標を抽出した．各指標および計測，算出方法を表 4-15 に示す．各指標に対

する住民の価値観を表す重みwを乗じたものの線形和を QOL値とし，式(4.25)に定式化する． 

 

 



j
jj LPsw

fQOL ),( LPsw
 (4.25) 

式(4.25)は QOL を無次元量として評価するものであり，評価結果について価値判断を行うこと

が難しい．本研究では QOL値を「質的に調整された生存年数(Quality Adjusted Life Year：QALY)」

で表現する．QALY は医療分野において費用効果分析のために開発された尺度であり，健康な人

の 1年を 1.0（year/year）としている．本研究では，QOLにより，居住者が過ごす時間の効用が異

なると仮定し，式(4.26)のとおり，価値観を表す重みを余命換算値へと変換したもの Lw を用いる． 
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表 4-15 LPs の測定指標と算出方法 
評価要素 評価項目 測定指標 計測・算出方法 

交
通
利
便
性
：
AC 

都市交通 

利便性 

AC1 通勤利便性 勤務先までの AC 
アクセシビリティ指標 AC=Σ魅力度 j×exp(α×一般化費用 j)． 

魅力度に事業所の従業員数を用いて算出（加知ら 2006b）． 

AC2 通学利便性 通学先までの AC 上記と同様とし，魅力度に学校定員を用いて算出． 

AC3 通院利便性 通院先までの AC 上記と同様とし，魅力度に病床数を用いて算出． 

AC4 買物利便性 買物先までの AC 上記と同様とし，魅力度に商業延床面積を用いて算出． 

街区群交

通 

利便性 

AC5 自転車交通環境 自転車道整備率(%) 自転車通行空間が明示的に確保されている道路が街区群内全体の道路に占める割合．

AC6 徒歩交通環境 歩道の整備幅(m) 街区群全体の道路延長による歩道幅加重平均．歩道がない道路は路肩 0.5mとして算出．

AC7 公共交通環境 駅までの距離(分) 各住宅から駅までの時間距離（徒歩）の平均． 

AC8 自動車交通環境 自動車使用可能時間(hour) 街区群の自動車保有率×8時間．カーシェア導入時は人口に対する台数の割合を考慮．

居
住
快
適
性
：
AM
 

住宅環境 

快適性 

AM1 住宅の広さ 1 人あたり延床面積(m2/人) 住宅のうち共用面積(風呂，トイレ等＝25m2)を除く延床面積を世帯人員で除したもの．

AM2 住宅の静けさ 交通騒音レベル（dB） 
交通騒音．伝播計算式(ASJ CN-Model2002，日本音響学会)に従い，建物変化や緑化に伴

う遮蔽・緩衝を騒音・振動シミュレータ(国土技術政策総合研究所 2005)を用いて推計．

AM3 敷地内の緑の多さ 庭の有無(dammy) 庭の有無．戸建住宅=1，集合住宅=0 として算出するが，ミニ開発は戸建でも無とする．

AM4 日あたりのよさ 日照時間(hour) 各住宅の日照時間．夏至・冬至・春分・秋分における日照シミュレーションより算出．

周辺環境 

快適性 

AM5 地域の使いやすさ Ln(徒歩圏商業施設数) 各住宅から 250m圏内の商業施設数を平均し，対数をとったもの． 

AM6 景観の美しさ 建物連続性(%) 同タイプ（階層・構造）の建物が連続的に広がる面積が街区群全体の面積に占める割合．

AM7 周辺の緑の多さ オープンスペース率(%) オープンスペース（公園，公開空地など）が街区群全体の面積に占める割合． 

AM8夏季の過ごしやすさ 8 月の平均最高気温(℃) 土地被覆（平野ら（2011））と建物配置（橋本ら（2013））による気温変化を推計．  

災
害
安
全
性
：
SS 

防災 

機能性 

SS1 地震リスク 地震時損失余命(year) 内閣府()の計算式を用いて，建物構造や震度，防災対策の有無から推計． 

SS2 火災リスク 隣棟間隔(m) 建物間の距離を，GIS を用いて推計． 

SS3 洪水リスク 洪水浸水深(m) ハザードマップを基準に，土地の浸透率変化を考慮して推計． 

SS4 救急リスク 救急搬送時間(min) 最寄りの救急病院までの自動車到達時間を算出． 

減災 

機能性 

SS5 物資確保性 災害時物資到達日数(日) 街区群までの連絡が寸断される場合にはその啓開時間，されない場合は 0として算出．

SS6 衛生確保性 給水可能率(L/人) 給水備蓄量を人口で除したもの． 

SS7 エネルギー確保性 エネルギー供給率(%) 街区群内の再生可能エネルギー量が平常時の住宅必要エネルギー量に占める割合． 

SS8 避難空間確保性 1 人あたり避難面積(m2) 公共施設等，避難所として活用できる面積を街区群の人口で除したもの． 
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アンケート調査の内容 

住民の価値観を表す余命換算値 Lw を推計するため，アンケート調査を実施した．アンケート調

査は，名古屋都市圏（都心部から 20km県内に属する市町村）在住者の合計 1,000人に対して実施

し，年代（20代～60代）及び性別（男性，女性）ごとの割り付けは同率とした（表 4-16）．アン

ケート調査は，コンジョイント分析を実施することを念頭に，住民に 2 つの属性プロファイルを

有する居住地を示し，どちらがより好ましいかを選択するものとした（図 4-17）．属性プロファイ

ルは，評価要素ごとに各測定指標についての 2水準を直行配列表により組み合わせて作成した． 

 

表 4-16 実施したアンケート調査の概要 
調査期間 2012年12月21日～28日
実施対象 名古屋20キロ圏に居住する住民 
抽出方法 性・年代別に同数を割付したうえで無作為抽出（100サンプルずつ）

割り付け区分 年代：20代～60代（5区分）
性別：男性、女性（2区分） の計10区分

回収数 1,000サンプル 

実施形式 アンケートモニターを活用したWEB調査 
※株式会社マクロミルに委託し、実施 

 

 
図 4-17 アンケート設問のイメージ（アンケート票解答例の抜粋） 

 

重みパラメータの算出 

得られた選択結果を用いて，コンジョイント分析により重みを推定する．まず，二項ロジット

モデルによる式(4.27)，(4.28)を仮定したうえで，最尤推定によりロジットモデルのパラメータを

求めた． 
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第 4章 地区環境性能評価システムの構築 73 

 

ここで， mjx , はロジットモデルにおける各変数（= jLPs ）， j は各測定指標に対するパラメータ，

である．さらに，居住地属性プロファイルの中に地震による死亡による余命損失量（SS1）を合わ

せて提示し，余命損失量に対するパラメータ L を得ることで，各要素と生存年数との相対的な重

みを式(4.29)により推定する．この値を式(4.26)に用いることで，QOL値を算出することができる． 

 

L

jT
jw




  (4.29) 

 

パラメータの推定結果 

アンケート回答結果を用いて性年代共通としてパラメータを推計した推計結果を表 4-17に示す．

単位が異なるため，一概には比較が難しいが，例えばアクセシビリティであれば，通勤の利便性

に対する比重が最も高く，次いで買物利便性，通院利便性が高い．これは，通学を必要とする 10

代や 60代の回答者割合が実際の人口よりも低いためである．実際の評価を行う上では，性年代別

のパラメータを算出したうえで，街区群の人口構成に合わせた推計を実施する必要がある． 

 

表 4-17 余命換算値の推定結果 

評価要素 評価項目 測定指標

余命換算係数 
（年／単位・

年） t値 判定

交
通
利
便
性
：
AC 

都市交通 
利便性 

AC1 通勤利便性 勤務先までの AC -0.00200 -21.0 *** 
AC2 通学利便性 通学先までの AC -0.00109 -11.5 * 
AC3 通院利便性 通院先までの AC -0.00134 -14.1 *** 
AC4 買物利便性 買物先までの AC -0.00306 -32.2 *** 

地区交通 
利便性 

AC5 自転車交通環境 自転車道整備率(%) 0.00709 11.5 *** 
AC6 徒歩交通環境 歩道の整備幅(m) 0.0284 18.4 *** 
AC7 公共交通環境 駅までの距離(分) -0.00788 -25.6 *** 
AC8 自動車交通環境 自動車使用可能時間(hour) 0.000188 212 *** 

居
住
快
適
性
：
AM
 

住宅環境 
快適性 

AM1住宅の広さ 1 人あたり延床面積(m2/人) 0.00366 21.7 *** 
AM2 住宅の静けさ 交通騒音レベル（dB） -0.00222 -9.87 *** 
AM3 敷地内の緑の多さ 庭の有無(dammy) 0.000223 1.64 *** 
AM4 日あたりのよさ 日照時間(hour) 0.0101 13.3 *** 

周辺環境 
快適性 

AM5地域の使いやすさ Ln(徒歩圏商業施設数) 0.00205 15.0 *** 
AM6 景観の美しさ 建物連続性(%) 0.0296 8.67 *** 
AM7 周辺の緑の多さ オープンスペース率(%) 0.308 10.5 *** 
AM8 夏季の過ごしやすさ 8月の平均最高気温(℃) -0.0125 -24.4 *** 

災
害
安
全
性
：
SS 

防災 
機能性 

SS1 地震リスク 地震時損失余命(year) -1.00 -22.3 *** 
SS2 火災リスク 隣棟間隔(m) 0.0468 -34.7 *** 
SS3 洪水リスク 洪水浸水深(m) 0.00848 14.0 *** 
SS4 救急リスク 救急搬送時間(min) 0.00290 -23.9 *** 

減災 
機能性 

SS5 物資確保性 災害時物資到達日数(日) 0.0000330 -37.1 *** 
SS6 衛生確保性 給水可能率(L/人) 0.00260 17.2 *** 
SS7 エネルギー確保性 エネルギー供給率(%) 0.00809 12.5 *** 
SS8 避難空間確保性 1 人あたり避難面積(m2) 0.0193 18.0 *** 
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 CO2排出量及び市街地維持費用の評価手法 (2)

本研究の目的は低炭素化の達成を検討することであり，そのため環境面の評価指標は CO2排出

量を，経済面の指標は市街地維持費用を採用する．なお，指標については，原単位の整備を行え

ば他の GHG排出量や環境負荷に関する指標への変更や，更には環境影響評価を実施することも可

能である．また，算出範囲は対象街区群内で生活・維持管理する上で必要な活動を行う上で発生

するライフサイクル全体を対象とする（表 4-18）．具体的には，まず各エネルギーや資源、燃料の

消費に伴う CO2 排出量 Eや必要費用Cに関する原単位データベース e， cを整備し，その上でこ

れまでのモデルから推計された時間hあたりの各エネルギー源mの消費量 hmEC , ，インフラや建物

の建設から廃棄までの各段階における資源 kの消費量 kiM , ，居住者の（旅客）交通行動による交

通手段 sごとの総移動距離 plsPl  )|( を用いて，それぞれ式(4.30)，(4.31)を用いて算出する． 
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なお，太陽光発電等による発電の扱いについて，CO2 排出量，市街地維持費用ともに街区群内

で回収されない余剰電力については評価せず，2014年時点で実施されている FIT（Feed in Tarif）

制度による料金変更も，反映しないものとする． 

 

表 4-18 CO2 排出量および市街地維持費用の評価範囲と原単位作成に用いた資料 

分野 内容 
CO2排出量
原単位の出典

費用原単位の出典

建設（インフラ 
及び建物） 

建物やインフラの更新（建設）、維持管
理、修繕、廃棄に係る排出量及び費用の
全て。また、追加的な設備が生じる場合
はそれも含む（太陽光発電、燃料電池、
蓄電池及び熱導管） 

日本建築学会（2006）
産業環境管理協会（2007） 
後藤ら（2008） 
みずほ情報総研（2008,2009）
環境省（2007）

日本建築学会（2006） 
国土交通省（2011a,2011b） 
東京ガス（2013） 
経済産業省（2013） 
環境省（2007） 

民生（住宅及び 
業務エネルギー） 

住宅及び業務において消費するエネル
ギー消費量の全て。具体的には電力およ
び都市ガス消費量を指す。 

環境省（2012，2013） 中部電力（2014） 
東邦ガス（2013） 

交通（居住者の 
旅客交通） 

街区群内居住者の交通行動による排出
量及び費用の全て。ただし、業務交通は
対象としない。 

国土交通省（2011） 
国立環境研究所（2008） 

資源エネルギー庁（2012） 
名古屋市交通局（2013） 
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 施策や技術との対応関係の整理 (3)

以上により構築された街区群の環境性能評価システムを用いた場合の，各施策や技術の導入に

より予想される評価指標の変化を表 4-19に整理する． 

環境技術の導入では，エネルギーや資源消費の削減を通して，CO2 排出量や市街地維持費用の

低減が期待される．同時に設備の追加導入による資源消費量の増大などのトレードオフの発生も

考慮され，導入技術の効果が環境的，費用的に十分でない場合には，それが評価結果に反映され

るものとなっている．また（効果の大小はあるものの，緑化によるアメニティの向上や再生可能

エネルギーの導入による被災後のエネルギー確保など，環境技術導入によってもたらされる居住

者の QOL向上も合わせて考慮され，各側面からの相互連関的効果が確認できる評価システムとな

っている． 

一方，まちづくりを中心とした都市政策の例では，各取り組みが QOLにどの要素にどの程度寄

与しているかが評価できる．加えて，敷地の統合や用途混在によるエネルギー消費効率の向上，

建物高さのコントロールによる太陽光発電効率の向上など，市街地の空間デザインを通したエネ

ルギー消費量や資源消費量，交通行動の変化の予測が可能であり，まちづくり的施策を環境面か

ら定量的に評価できるモデルとなっている．さらに，建物と道路とを面的に検討できることから，

建物用地や交通空間の整備によるトレードオフ検討や，シェアハウスやミスマッチ解消など QOL

への影響を定量的に評価し難いコミュニティへの影響についても，環境面から評価することを可

能としている．  
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表 4-19 分析対象とする技術・施策の例と評価指標との関係 

技術・施策 
生活の質（QOL） CO2 排出量 市街地維持費用 

交通 

利便性 

居住 

快適性

災害 

安全性

交通 

起源 

ｴﾈﾙｷﾞｰ

起源 

建設 

起源 

交通 

起源 

ｴﾈﾙｷﾞｰ 

起源 

建設 

起源 

環
境
技
術
 

躯
体
性
能
 

建物断熱性能向上     － ＋  － ＋ 

建物の木質化      －   － 

屋上・壁面緑化  ＋ ＋  －   －  

建
築
設
備
 

家電冷暖房省エネ化   ＋  －   －  

太陽光発電   ＋  － ＋  － ＋ 

小型風力発電   ＋  － ＋  － ＋ 

コージェネレーション     － ＋  － ＋ 

蓄電池，蓄熱槽     － ＋  － ＋ 

スマートハウス   ＋  － ＋  － ＋ 

交
通
技
術
 

電気自動車   ＋ － ＋  － ＋  

電動アシスト自転車    －   －   

PMV    －   －   

電動バス    －   －   

面
的
イ
ン
フ
ラ
 

熱融通システム   ＋  － ＋  － ＋ 

電力融通システム     － ＋  － ＋ 

地区コージェネ導入   ＋  －   －  

分散エネルギーシステム   ＋  －   －  

工場排熱利用／ごみ発電     － ＋  － ＋ 

都
市
政
策
 

地
区
計
画
 

敷地の統合化  ＋   － －  － － 

商住用途の混合  ＋  － － － － － － 

建物高さの統一  ＋   －   －  

空家除却・用地活用  ＋   －   －  

市街地の集約化 ＋ ＋  － －  － －  

建物配置コントロール ＋ ＋        

交
通
施
策
・
イ
ン
フ
ラ
整
備
 

道路や空地の緑化  ＋ ＋ － －  － －  

透水性舗装   ＋  －   －  

オープンスペース整備  ＋   －   －  

駐車場の集約化 ＋ ＋        

カーシェアリング ＋   －   －   

サイクルシェアリング ＋   －   －   

自転車走行空間確保 ＋   －   －   

歩行空間拡幅 ＋   －   －   

通過交通の排除  ＋  －   －   

居
住
政
策
 

シェアハウス整備  ＋   －   －  

住宅ミスマッチ解消     －   －  
世帯構成バランス整理     －   －  
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第5章 実街区群を対象としたデザイン検討・評価 

―密度の異なる 3街区群を対象として― 

 

 

5-1 デザイン検討の概要 
名古屋都市圏内で人口密度をはじめとした土地利用，立地特性の異なる 3街区群（都心，近郊，

郊外）で，第 4 章で構築したモデルを用いて，街区群の低炭素化を推進するためのデザインを，

その定量的評価とともに実施する．図 5-1に各街区群の位置を，表 5-1に各街区群での検討目的と

シナリオ概要，なりゆきシナリオにおける建物更新パターンについて記載する．それぞれの街区

群において異なる検討テーマを設定し，多角的にシステムの有用性と汎用性を確認するとともに，

低炭素街区群デザインについて，一般的な知見を得ることを目的とする． 

 

 
対象街区群 都心：長者町街区群 近郊：御剱街区群 郊外：豊山街区群 

土地利用図 

図 5-1 対象街区群の位置及び概要 

200
m

低層住宅用地
中高層住宅用地
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公共公益用地
工業用地
農業用地
公共緑地
その他
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表 5-1 対象街区群の土地利用特性および検討シナリオの考え方 

対象街区群 都心：長者町街区群 近郊：御剱街区群 郊外：豊場街区群 

土地利用（%） 
【業務：商業：居住】 

80%：15%：5% 10%：30%：60% 3%：7%：90% 

居住者構成（%） 
【単身：夫婦：ファミリー】 

64%：27%：9% 40%：47%：13% 33%：52%：15% 

住宅構成（%） 
【戸建：集合】 

10%：90% 40%：60% 50%：50% 

交通機関分担率（%） 
【自動車：鉄道：バス： 

二輪：徒歩】 

11%：7%：11% 

8%：63% 

29%：11%：14% 

26%：20% 

58%：4%：6% 

20%：12% 

平均トリップ長（km） 4.5km 6.5km 10.6km 

検討の目的 ・ 地区住民が策定したまちづくり計

画を評価し，地区まちづくりへの

実装可能性を判断する． 

・ 都心街区群における商住混在を進

めるうえでの空間デザインを検討

する． 

・ 環境技術と空間デザインの組み合

わせにより，トレードオフや相乗

効果の評価可能性を検証する． 

・ 住宅密集地における更なる人口密

度の向上を，環境改善しながら導

入する組み合わせを検討する． 

・ 人口減少（非集約化）街区群にお

ける土地利用方針の違いによる環

境性能の違いを検討する． 

QOL評価内容 AMのみ AM, AC, SS AM, AC, SS 

なりゆきシナリオの 

建物更新パターン 

個別更新による容積率割り増し 

 前提となる定住人口や就業者人

口のシナリオ（2050年に2010年

比1.8倍）に従って、それぞれの

建物が更新時に床面積の割り増

しされる． 

 敷地間の変更や合併はなく，更新

後の床面積減少もない． 

 

ミニ開発型更新 

 前提となる定住人口シナリオ従

って、住宅が新規立地する． 

 いずれも建ぺい率80%，建物面積

40m2程度（延床面積100~120 m2）

の住宅が立地する． 

 これまでの住宅が滅失後にその

大きさに従って敷地を2～4程度

に分割される． 

 その他用途は現状と同様とする．

農地転用型更新 

 前提となる定住人口シナリオ従っ

て、住宅が新規立地する． 

 農地一筆を単位として、完全に空

地・空地となった住宅街区か農地

に複数（2~9）の住宅がまとめて

建設される． 

 旧農村街区群は，これまでの複数

家屋（母屋，離れ，蔵など）型か

ら，敷地分割された一般的な建売

戸建住宅に更新される． 

 その他用途は現状と同様とする．

 

具体的には，5-2節における都心でのデザイン検討では，対象街区群は名古屋市中区錦二丁目街

区群（長者町街区群）とし，街区群住民が策定したまちづくりシナリオを評価検証することで，

本研究で開発したシステムの地区まちづくり政策に対する実装可能性について検証する．また，

合わせて都心部における商住混在の効果についても知見を得る．また，5-3節における近郊でのデ

ザイン検討では，対象地域は木造密集市街地である名古屋市瑞穂区御劔小学校区（御劔街区群）

とし，環境技術と空間構成再構築の組み合わせ効果の妥当性を検証する．また，木造密集市街地

において，人口密度を高めながら，居住環境を改善する空間構成についての知見を得る．さらに

5-4節においける郊外でのデザイン検討では，対象街区群は愛知県豊山町志水小学校区（豊山街区

群）とし，集約型都市構造を進めるうえで人口が将来的に減少する（させる）街区群において，

街区群レベルでのミクロな土地利用のコントロールが環境性能にどのような影響をもたらすかに

ついて検討し，人口減少下の郊外における市街地マネジメントの方法論を検討する．  
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5-2 都心街区群における地区まちづくりの評価 
 

 街区群の概要 (1)

都心街区群の検討対象街区群である長者町街区群（図 5-2）は，名古屋駅と栄駅の中間に位置し

ている街区群である．戦後区画整理事業により碁盤の目のスーパーブロックとして整備され，高

度経済成長の隆盛期には木造から開発面積の増大により鉄骨造，RC造の繊維問屋ビル群が並ぶ一

大繊維問屋街を形成していた．しかし，産業構造の変化から徐々に衰退が進み，空地や空ビル，

駐車場の増加などが目立ち始めている（図 5-3）．また，小さな敷地に建物がひしめき合っている

ことやコントロールがないままに住宅と商業が混在していること，通過交通が依然として多いこ

となど，居住地としては望ましい状態とはなっていない．しかしながら，近年はスモールビジネ

スやマンションの増加や，愛知県が進めるあいちトリエンナーレ（2013）の主要会場の 1 つにな

るなど，まちづくりの機運が高まっているとともに，2011年には「これからの錦二丁目まちづく

り構想」（錦二丁目まちづくり連絡協議会）を地区が主体となって策定し，今後 20 年をかけて街

区群の住環境向上をはじめとしたまちづくりを進めることを宣言している．名古屋市においても，

周辺地区（駅そば）への居住を推進しており（名古屋都市センター2011，名古屋市 2011），快適な

住環境の整備による居住人口増加が期待されている． 

 

 
図 5-2 長者町街区群の位置と概要 

 
図 5-3 長者町街区群における建物の変遷 



第 5章 実地区を対象としたデザイン検討・評価 86 

 

 検討シナリオの設定 (2)

検討は 2010 年（現状）から 2050 年までとし，a)現在の建物がこれまで通りに建て替えを行う

「なりゆきシナリオ」と，b)まちづくり構想に従い，建物同士の更新を街区単位でまとめて実施

する「まちづくりシナリオ」を設定する．各設定条件を表 5-2 に，まちづくりシナリオの将来地

区像を図 5-4 に示す．対象街区群の将来人口・世帯数・就業人口は，名古屋市（2011）が都市計

画マスタープランで提示する駅そば居住の考え方に従い名古屋都市センター（2011）が実施した

将来予測を参考に，人口は 2010年比で 1.8倍，就業者人口は 1.4倍とし，建物滅失後は空地が生

じないと想定する．以上により，単に建物単位での環境技術導入を進めた場合（a）と，それに加

えて街区群全体でまちづくり計画に従い街区群空間の再構築を協力的に行った場合（b）で，街区

群の環境性能にどのような変化が生じるか比較分析する． 

 

表 5-2 都心街区群における検討シナリオの設定 
設定条件 なりゆきシナリオ まちづくりシナリオ 

建築設備 全ての建物は，建て替え後に太陽光発電，コージェネレー

ションシステム，蓄電池を備える．各設備や建物の断熱性

能は高水準値を採用する． 

同左 

土地利用 現在の建物用途を維持する． 将来計画に合わせ，外側10街区を業務商業用途，内側６街

区を商住混合用途とする． 

建て替え規模 それぞれの建物が個別に建て替えを実施する． 共同で建て替えすることを想定し，建築年の違いに留意し

て，1/4～1街区単位で建替を実施する． 

建て替え時期 建物更新予測モデルの結果に従う． 建物更新予測結果を踏まえ，共同で建替を行う建物の滅失中

間年とする．全体の建替時期到達まで建物は維持する． 

住宅用途の配置 現在の共同住宅を建て替え後もそのまま利用し，居住者増

加に合わせて建替時に階数を増加する． 

日あたりなどの居住環境を確保できる住居・商業混合用途に

配置された建物3階以上を住宅用途とする． 

オープンスペース 現状と同様とする． 容積率300%以内の建物は囲い型，300%以上の建物はタワー

型とし，建ぺい率40～60％とする． 

街路 現状と同様とする．（全ての内側道路は一方通行） 歩道を１ｍずつ拡幅することで，車道幅を半減する．  

 
図 5-4 都心街区群における検討シナリオの設定 
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 評価結果と考察 (3)

建物更新のシミュレーション結果 

図 5-5は各シナリオにおける更新予測結果の例を 10年間隔で示したものである．なりゆきシナ

リオでは個々の建物がそれぞれの寿命に従い更新されることから，40年を通じて段階的に建て替

えが発生する．しかし，いずれの建物も延床面積が増加し，互いに協調することがないため，建

物のボリュームについてはこれまで以上に高さのばらつきが生じ，凹凸の大きい空間構成となる．

一方，まちづくりシナリオでは，共同更新を行うためには，個別の更新時期を調整するために一

定の時期を要することから，2020 年までの 10 年間においては建物の滅失が中心的に進み，反対

に 2020 年から 2030 年にかけては建物の更新が集中することが予測される．更新後は敷地が統合

化され，各街区でのゾーニングに従うことから，用途や高さが調和する街区群へと移行する． 

図 5-6に各シナリオにおける社会的寿命係数の変化を示す．どちらのシナリオも 2010年におい

ては約 0.3 であったものが，なりゆきシナリオでは建物の更新による建物機能の向上により係数

が 0.6程度に向上し，まちづくりシナリオでは係数が 0.9程度まで向上している．これは，なりゆ

きシナリオでは建物の機能更新は進むが，景観や日照，省エネ性などの街区群としての環境が向

上しないために寿命の延びが抑えられるためである．一方，まちづくりシナリオでは建物の更新

に伴い街区群環境も合わせて向上するために建物寿命の大幅な向上が期待できる．計画的な市街

地更新が，ある一時点での居住環境向上につながるだけでなく，建物の長寿命化を通じて環境に

貢献できる可能性があることが示唆されている． 

 
図 5-5 都心街区群における建物更新シミュレーションの結果例（2010-2050，10 年間隔） 

 

なりゆき 
シナリオ 

まちづくり 
シナリオ 
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図 5-6 各シナリオにおける社会的寿命係数の変化 

 

CO2 排出量の評価結果 

各シナリオにおける CO2排出量の時系列的な変化を図 5-7に示す．なりゆきシナリオでは，建

物更新に伴い，設備や建物性能が向上し，2050年には 19%程度削減される．都心部においては集

合住宅が中心となり，また今後さらに単独世帯の増加が見込まれることから，設備更新のみでは

5-3 節で示すほどの CO2排出量削減は期待できない．一方，まちづくりシナリオでは，周辺環境

整備が進むことによる建物寿命の増加による削減量，建物の集約と多用途化によるエネルギー効

率の向上，歩道整備やカーシェアリング導入による交通行動変化による削減により，CO2 排出量

は現状比で 39%の削減となる．特にまちづくりシナリオでは，建物更新が大きく進む 2010年から

2020年と2040年から2050年の2期間において特に削減率が大きい．これは地区内に残存する1960

年代から 70年代の建物の建て替えが 2000年から 2020年に集中しやすいことによるものであり，

2010 年からの 10 年間では 2010 年において残存している建物の更新が急激に進み，2040 年から

2050年においては 2010年までに更新が進んでしまった建物の再更新が進むためのと考えられる．

対象街区群の低炭素化を実現するためには，早期における市街地のコントロールが必要であり，

当初の 10年間を逃すとその後の環境性能に大きく影響することが予想される． 

 
図 5-7 都心街区群における CO2排出量の評価結果 
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生活の質および市街地維持費用の評価結果 

各シナリオにおける街区群居住者の QOL値の 1人あたり平均増減量の推移とその内訳を図 5-8

に示す．なりゆきシナリオでは，徐々に低下し，2010年から 2050年にかけて 0.03（day/year）減

少するが，共同更新シナリオでは，2020 年頃から大幅に向上し 2050 年には 2010 年に比べ 0.36

（day/year）増加する．なりゆきシナリオにおける QOL低下は特に日照時間による影響が大きく，

無秩序な更新が街区群全体の住みよさを損なうことが反映されている．一方，まちづくりシナリ

オでは，計画的に空間が再構成されることによりオープンスペースや緑の確保，景観，日照時間

が向上し，QOL値全体として増加している．街区群内の人口密度や商業業務床面積が増加しても，

適切な空間構成により居住環境を十分に整えることが可能であり，都心部における商住混在の可

能性が示されている． 

 
図 5-８ 各シナリオにおける 1人あたりQOL 値の推移（左）および 2050 年の QOL 値内訳（右） 

 

一方，2010年から 2050年にかけての各シ

ナリオの市街地維持費用算出結果（商業・

業務に関するものを除く）を図 5-9に示す． 

市街地維持費用については，概ね CO2排

出量と同様の傾向で推移しているが，なり

ゆきシナリオでは2020年ごろから再び増加

に転じており，2050年には 2010年比で 6%

程度の減少に留まっている．また，まちづ

くりシナリオにおいても減少幅が小さい．

これは CO2排出量と比べて，民生・交通に

おいて生じる費用よりも建設による費用が

占める割合が大きいこと，太陽光発電やコージェネレーションなど追加的な建築設備の 1 年あた

りの費用が，現段階ではエネルギー削減を完全には回収できないためと考えられる． 

さらに，各シナリオにおける CO2排出量および市街地維持費用の 2010年，2050年（単年），2040
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年から 2050年までの平均，2010年から 2050年までの平均を図 5-10に示す．CO2排出量では，い

ずれの場合も 2010 年時点と比較して大幅に削減されている．40 年間平均でも両シナリオで 3 割

近くの削減率が見込め，経年的な削減効果が大きく期待できる．シナリオ間の比較では，2050年

では 0.17t-CO2の差がある一方で，10年平均では 0.13，40年平均では 0.02と差が小さくなる．こ

れは，共同での更新を促進している 2010年から 2030年までの建設分の CO2排出量が影響してい

るためであり，同様の影響が市街地維持費用にも現れている．特に費用面では建設分の寄与が大

きいことから，40年平均では他の集計期間と異なってなりゆきシナリオとまちづくりシナリオの

結果が逆転している．まちづくりシナリオでは新たに建設された建物寿命が大幅に伸びているた

め 2050年以降も含めた評価であれば削減も期待でき，長寿命化の環境負荷低減効果はより長期の

評価期間で判断する必要があることが明らかとなっている． 

 

 

 
図 5-10 集計方法による 1人あたり CO2排出量および 1人あたり市街地維持費用の変化 

 

 

環境効率および費用効率の評価結果 

環境効率Ef および費用効率Cf は，街区群が提供するサービス，すなわち QOL値に対する環境

的，経済的な効率を示す指標として，それぞれ式(5.1)，(5.2)で定義される． 

2
/ COEQALYEf   (5.1) 

CfQALYCf /  (5.2) 

 

各シナリオにおける環境効率および生活の質，CO2排出量の推移を図 5-11に，費用効率および

生活の質，市街地維持費用の推移を図 5-12に示す．環境効率は 2010年から 2050年にかけてどち

らのシナリオも増加傾向にあるが，QOL の増加が大きいまちづくりシナリオの増加率が大きく，

2050 年には 2010 年の 2 倍以上となる．経路を確認してみると，CO2排出量の減少が大きい 2030
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年まではともに環境効率の伸び率が高くなっているが，年あたりの CO2排出量削減率が鈍化する

2030年以降はなりゆきシナリオでは QOL低下も重なり，環境効率は横ばいとなっている．一方，

まちづくりシナリオでは CO2排出量の削減率が鈍化しても QOL が向上するため，2030 年以降も

環境効率は引き続き増加する経路をたどっている． 

費用効率では，まちづくりシナリオでは 2050 年時に 2010 年時と比較して約 1.6 倍となり増加

するものの，なりゆきシナリオは 1.1 倍程度の伸びである．経路を確認すると，まちづくりシナ

リオは環境効率と同様に，費用削減と QOL 向上が補完しあいながら，40 年を通じて上昇傾向を

示しているが，なりゆきシナリオでは 2030 年までは市街地維持費用は増加するものの，2030 年

以降は増加するために，2020 年代をピークとして費用効率が減少する．効率の観点からみると，

街区群全体として更新することが，街区群の環境性能を大幅に高めていることを確認できる． 

 
図 5-11 各シナリオの環境効率および生活の質，CO2排出量の推移 

 
図 5-12 各シナリオの環境効率および生活の質，市街地維持費用の推移 
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5-3 近郊街区群における環境技術と空間デザインの相互評価 
 

 街区群の概要 (1)

近郊街区群の検討対象街区群である御劔街区群は，前節の都心街区群から 3km程度南下した箇

所に位置しており，中心部にほど近い住宅中心の市街地である．街区群西側は幹線道路及び都市

高速道路が南北に走っており，その西側は材料科学系の工場が立ち並んでいる（図 5-13）． 

市街地は名古屋市では少ない戦争で焼失していない街区群であり，そのため古くからの木造の

長屋や住宅が立ち並び，自動車が通過できない狭あいな道路も数多く残っている．そのため，火

災リスクが高く，地震時においても安全性が低い．また，近年においては狭い敷地の住宅が空家

や空地，駐車場化する一方で，比較的広い住宅であった場所は敷地分割され，3 階建ての戸建住

宅が新築されており，平屋と 3 階建て戸建住宅，幹線道路沿いには高層の集合住宅など，様々な

タイプの住宅が混在し始め，景観や日照の悪化が進んでいる． 

 

 
図 5-13 御劔街区群の位置と概要 

今後の街区群の人口予測では，2050

年には 2010 年の 7 割程度に減少すると

されているが，名古屋市の都市計画マス

タープランにおいては，駅そば街区群に

位置付けられており，今後も可能であれ

ば人口を増加させていくことが期待さ

れている．したがって，本研究の検討に

おいては，2050年の将来人口がトレンド

予測時の 1.5倍（2010年の 1.1倍）とな

るよう図 5-14 のとおり設定し，将来の

なりゆきシナリオにおける環境性能変

化の予測と，デザイン検討を行う． 

図 5-14 将来予測人口と採用シナリオ 
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 なりゆきシナリオの評価結果と考察 (2)

 

建物更新のシミュレーション結果 

なりゆきシナリオにおける人口増減率

および住宅残存率（ともに 5 年前に対す

る割合）を図 5-15に，建物更新シミュレ

ーションの結果の一部を図 5-16に示す． 

住宅の残存率を見ると，2015 年から

2040 年ごろまでは，5 年前の住宅数のう

ち 1～2割が滅失している一方で，人口は

2035年までは増加傾向にあり，この間は

新築需要が多く発生する．一方，2040年

以降は人口の減少も始まるため，新築需

要が徐々に減少し始める．そのような新築需要の動向を踏まえたうえで，市街地変化をみると，

2010 年から 2030 年まではもともと少ない空地や駐車場用地にミニ開発が進むため，空地や空家

は主に長屋や集合住宅など，更新できない位置にのみ存在している．一方，2030年以降は新築需

要が減少するため，空地や空家として放置されることが予想される．しかし 2000年代以降に建て

られたミニ開発住宅の多くは 2050 年になっても残存するため，余剰空間があるにもかかわらず，

狭あいな住宅が立ち並び，現在よりも非効率な空間が形成される可能性がある． 

 
図 5-16 近郊街区群における建物更新シミュレーションの結果例（2010-2050，10 年間隔） 
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街区群の環境性能評価結果 

対象街区群の 2010年から 2050年までの環境性能評価の推移を図 5-17に示す． 

まず，人口が増加し，共同住宅の増加やインフラ効率の向上などが期待され，CO2 排出量につ

いては，現状と比較して 2050年には 11%ほど削減することが期待される．これは，市街地維持費

用も同様であり，人口密度が高まることによるインフラや建物の維持効率増加がこれらの削減の

主要因となっている．一方で，居住者の QOL 変化は，2050 年にかけて現在よりも低下傾向とな

っている．その要因は，建込みが進むことによるオープンスペースや日あたりの減少，火災リス

クの増加などがある．また，2010年代は古くからの狭い木造長屋の滅失が多いため，住宅の広さ

は低下することはないが，2010年以降は山の手の広い住宅がミニ開発により分割されるため，平

均では低下してしまうことが予想される．いずれも 2040年代以降は是正されるが，空地空家の増

加を見れば，現状よりも良好な環境を築けるはずであり，適切な住宅供給が望まれる． 

 
図 5-17 近郊街区群におけるなりゆきシナリオの環境性能評価の推移 

 

 施策シナリオの設定 (3)

なりゆきシナリオの予測結果を踏まえ，以降で分析する施策シナリオを設定する．本節では，

特に環境技術と空間デザインの相互影響の把握を目的としていることから，環境技術シナリオと

空間デザインシナリオそれぞれを単独で評価するとともに，双方を組み合わせた両方導入シナリ

オの評価も行う．環境技術シナリオの設定条件を表 5-3 に，空間デザインシナリオの設定条件を

表 5-4に，2050年時点の空間デザインシナリオの市街地の姿を図 5-18に示す． 

環境技術シナリオでは，建物の躯体性能の向上，太陽光発電などの設備の導入のほか，エネル

ギーシステムなどの面的政策と，工場排熱の活用を想定した．工場排熱利用では，杉本ら（2013）

の素定式を用いて街区群に供給できる排熱量を推定し，検討に用いた．一方，空間デザインシナ

リオでは，なりゆきシナリオの将来予測から懸念された空家対策や住宅ミスマッチの解消，交通

空間の確保，そしてより効率的な空間利用のためのデザイン再構築を想定した． 

上記の条件で 2050年までのシミュレーションを実施した場合，なりゆきでは空き家が多く発生

する一方，空間デザインシナリオでは，街区内や道路沿いにオープンスペースが集約され，建物

数が変わらなくとも，隣棟間隔や緑地が広く確保できる空間形成が実現できる． 
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表 5-3 環境技術シナリオの設定 
導入技術 項目 設定条件および算出方法 

①建物性能 

断熱性向上 新築住宅の断熱性（Q値）をすべて1.9とする． 

屋上・駐車場緑化 屋上面積及び駐車場面積の1/4を緑化とする． 

省エネ家電 各種省エネ家電を導入する．導入条件は4-3節を参照． 

②建物設備 

太陽光発電 新築建物の全てに導入する．戸建住宅は3.5kW，その他用途は，建物面積の1/4に導入する． 

燃料電池CGS 新築建物の全てに導入する．住宅は0.75kW，その他用途は100m2あたり1kWを導入する． 

蓄電池 新築建物の全てに導入する．住宅は世帯あたり5kW，その他用途は100m2あたり1kWを導入する．

③エネルギー 

ネットワーク 

熱融通 
熱導管により燃料電池CGS等による余剰熱を街区群内の建物間で融通するネットワークを構築

する．ただし，熱損失は考慮しない． 

電力融通 街区群内電力で余剰電力や燃料電池CGSによる電力を融通できる管理システムを構築する． 

④未利用エネルギー 

活用 
工場排熱利用 

西側の工場地帯からの排熱を熱導管ネットワークに供給し，市街地で活用する．排熱量は杉本ら

（2013）から年間の排熱量を推定したうえで，工場排熱のうち，低温（500℃以下）ガス媒体の

排熱の30％が回収されるものとした．また，供給は365日24時間同率で供給され，時間帯別の需

給とした． 

 

表 5-4 空間デザインシナリオの設定 
導入技術 項目 設定条件および算出方法 

①空家対策 空家の除却 
建物滅失時期となった建物はすべて除却する．残地は駐車場需要がある場合は駐車場に，な

い場合はオープンスペース（公園）とする． 

②住宅ミスマッチ 

対策 

集合住宅と戸建住宅 

の住替施策 

建物更新に応じて単身・夫婦世帯で戸建住宅に居住している世帯は集合住宅に，集合住宅に

居住するファミリー層は戸建住宅に住替するとし，戸建・集合の住宅供給数も将来の世帯構

成比に合わせる． 

③交通インフラ 

整備 

歩道・自転車道整備 
すべての道路について，歩道幅を1m拡幅する．また，街区群内の補助幹線道路については，

すべて自転車レーンを設置する． 

カーシェアシステム 

導入 

全ての世帯について，現在保有している自動車のうち1台をカーシェアリングに変更する（街

区群平均では世帯自動車保有率－１）．さらに駐車場をオープンスペースとする． 

④空間デザイン 

再構成 

建物の 

セットバック 

各建物の更新時に1mセットバックを行い，歩行空間を拡幅．これまで歩行者専用となって

いた道路については，引き続き歩行者のみで使用． 

敷地統合化とオープン

スペース集約 

街区単位で敷地内での建物配置をコントロール．分散している敷地を集約化し，ミニ開発で

はなくテラスハウス型住宅とすることで，オープンスペースを拡大． 

用途の混在化 
商店街周辺や幹線道路沿いについては，街区単位で共同住宅，商業，業務用途を共同更新し，

用途複合型の建物を整備． 

 

 
図 5-18 なりゆきシナリオと空間デザインシナリオの 2050 年での空間デザイン 
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 施策分析結果と考察 (4)

 

トリプルボトムライン評価指標の評価結果 

前項で設定したシナリオごとの環境性能評価結果（2050年）を図 5-19に示す． 

環境技術シナリオでは，CO2排出量はなりゆきシナリオと比較して 34%削減が可能であり，特

に受託内でのエネルギー利用についての削減量が大きい． QOL は緑化による水害リスク低減や

再生可能エネルギー導入による災害対応性の向上により，わずかになりゆきシナリオより増加し

ている．しかし，市街地維持費用については，環境技術導入によるエネルギー利用の削減分を，

設備等の導入による増加分が相殺しており，削減効果はほとんど見られない． 

空間デザインシナリオでは，建物セットバックにより道路空間拡幅が可能となり，火災リスク

低減や歩行空間の確保から QOLが増加している．また，セットバックにより街区面積は減少する

が，カーシェア導入による駐車場削減と建物再配置を行うことで，なりゆきシナリオよりも大き

いオープンスペースを確保することが可能となっており，自動車の保有率削減が歩行者や安全性

のための交通空間確保とオープンスペース拡大の両立に大きく寄与している．また，CO2 排出量

についても，複合用途化による資源消費量の削減や，自動車分担率の削減などにより，10％の削

減を実現している．さらには基本的には追加的なコスト負担が生じないことから，市街地維持費

用についても，18％の削減が可能となる．さらに両方導入シナリオでは，QOL向上と CO2排出量

及び市街地維持費用の削減が同時に達成できることが明らかとなった．環境技術のみの推進では

QOL向上や市街地維持費用削減効果は小さく，住民や関係者の動機づけにはなりにくいが，空間

デザインと合わせて総合的に実施することで，QOLや市街地維持費用も大きく改善することから，

バランスの良い低炭素化を実現できることが確認できる． 

 

 
図 5-19 各シナリオにおける環境性能評価結果（2050 年） 
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環境効率および費用効率の評価結果 

環境効率の推移とその経路を図 5-20に，費用効率の推移とその経路を図 5-21に示す． 

環境効率は，なりゆきシナリオでは微増であるが，その他のシナリオではいずれも増加傾向を

示しており，両方導入シナリオにおいては 2050 年には 2010 年比で約 2.2 倍に向上している．環

境技術シナリオが約 1.7倍，空間デザインシナリオが約 1.4倍であり，空間デザインシナリオより

も環境技術シナリオのほうが環境効率の向上効果は大きい．経路を確認すると，環境技術は CO2

削減量が大きくそれにより環境効率が向上している一方，空間デザインシナリオでは QOL向上が

環境効率向上の主要因となっている．両方導入シナリオでは，相乗効果により双方がバランスよ

く向上しているため，環境効率の伸びが大きくなっている． 

費用効率においても両方導入シナリオの向上が大きいが，環境効率と異なり空間デザインシナ

リオのほうが環境技術シナリオよりも向上し，両方導入シナリオと近接している．経路において

も，両方導入シナリオと空間デザインシナリオ，なりゆきシナリオと環境技術シナリオが近接し

た経路をたどっており，空間技術の導入のみでは，現在の技術水準では費用効率の向上が期待で

きないことが明らかとなった． 

 
図 5-20 各シナリオの環境効率および生活の質，CO2排出量の推移 

 
図 5-21 各シナリオの環境効率および生活の質，市街地維持費用の推移 
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5-4 郊外街区群における土地利用方針の評価 
 

 街区群の概要 (1)

郊外街区群の検討対象街区群である豊山街区群は，都心街区群から 7km北上した箇所に位置し

ており，住宅中心の市街地である．もともと街区群の北東部は農村集落が形成されており，そこ

から放射状に農地が広がる地域であったが，街区群西側の幹線道路が 1970年代に整備され，空港

や航空産業が集積しはじめ，農地が徐々に宅地や工場へと転用している街区群である（図 5-22）． 

市街地は，農村集落であった北東部については，曲がりくねった入り組んだ街区に，昔ながら

の大きな農家住宅（母屋，離れ，蔵および農具置き場などが一体となった敷地）が今も残ってい

る街区群である．それ以外の街区群については，耕地整理された農地が広がっているが，旧農業

集落に近い区域や，南部，幹線道路沿いから徐々に農地転用が進んでおり，街区群中心部に近づ

くにつれ農地と建物用地との混在が進んでいる．そのため，街区群には利用率の低下した農業水

路と生活排水とがそれぞれ 2重に整備されているなど，インフラ多重化も見られる． 

 

 
図 5-22 豊山街区群の位置と概要 
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集積しているため，豊山町全体としては今

後も人口が増える可能性はあり，トレンド

予測からしても 2050年の人口は 2010年と

比較しても微増傾向である．しかし，今後

集約型都市構造を目指すうえでは，都市圏

全体からの位置づけとしては人口をあまり

増加させない位置づけであり，また他の農

地転用街区群への知見を得ることも目的と

しているため，本研究では人口が半減する

としてデザイン検討を行う（図 5-23）． 
図 5-23 将来予測人口と採用シナリオ 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

トレンド予測

採用シナリオ

世帯数



第 5章 実地区を対象としたデザイン検討・評価 99 

 

 なりゆきシナリオの評価結果と考察 (2)

 

建物更新のシミュレーション結果 

なりゆきシナリオにおける人口増減率

および住宅残存率（ともに 5年前に対す

る割合）を図 5-24に，建物更新シミュレ

ーションの結果の一部を図 5-25に示す． 

住宅の残存率を見ると，期によって前

後はあるものの概ね前 5年の 8割程度が

残存する推移をたどっている．人口につ

いては，2030年までは 0.95程度であるも

のの，それ以降は住宅の残存率とほとん

ど近い値をとっており，2030年以降はほとんど新築需要が期待できないことが明らかである．そ

のような動向を踏まえたうえで市街地変化をみると，2010 年から 2030 年までは，まだ新築需要

が多いため，旧農業集落が更新され，さらには農地転用もより外側へ広がっている．しかし，2030

年以降は新築需要があまり発生しないことから，建物の更新が行われず，その時期に滅失が進む

旧農業集落のすぐ外側のエリアが空地空家に変化する．2000年代以降の農地転用住宅や旧農業集

落の更新住宅は残存するため，中心部と外延部に住宅が残り，その間が空地空家化する逆ドーナ

ッツ化が進む結果となっている． 

 
図 5-25 郊外街区群における建物更新シミュレーションの結果例（2010-2050，10 年間隔） 
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街区群の環境性能評価結果 

対象街区群の 2010年から 2050年までの環境性能評価の推移を図 5-26に示す． 

まず，人口が大幅に減少し，もともと多重化しているインフラの利用効率が低減することから，

CO2排出量は，現状と比較して 30%ほど増加する可能性がある．これは，市街地維持費用も同様

であり，人口密度の低下に伴うインフラや建物の効率低下が主要因となっている．一方で，居住

者の QOL 変化は，2050 年にかけて現在よりも増加傾向である．人口減少に伴い，建物の数も減

少することで，日あたりや景観が平均としては向上する可能性がある．また，郊外化初期の狭い

住宅が更新されることによる住宅広さの向上や，農地転用が幹線道路まで広がることにより，反

対に幹線道路沿いの商業施設にアクセスしやすくなるなど，商業利便性も向上している．しかし，

旧農業集落を中心としている公共交通へのアクセスは市街地の拡大に伴い低下しており，中心性

が失われる傾向となっている．住みよさは向上しても，費用や CO2がより非効率となるのは，従

前からの郊外と同様の問題を今後も引きずるものであり，人口減少に対応した環境的，経済的に

効率的な街区群への転換が求められる． 

 

 
図 5-26 郊外街区群におけるなりゆきシナリオの環境性能評価の推移 
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 施策シナリオの設定 (3)

なりゆきシナリオの予測結果を踏まえ，以降で分析する施策シナリオを設定する．本節では，

特に土地利用方針の違いによる環境性能の違いを分析することを目的としているため，拡散型と

集約型の 2 つの土地利用シナリオを設定する．拡散型のシナリオでは，残存している農地を宅地

化することを前提として，1 世帯あたり敷地面積 300 ㎡以上の戸建住宅が面的に広がるシナリオ

とし，集約型シナリオでは建替に応じて旧農村集落およびその近傍区域に更新後の住宅を集中さ

せるシナリオとした．各シナリオの設定条件を表 5-5に，2050年時点の空間デザインシナリオの

市街地の姿を図 5-27に示す．住宅を中心部に集中した場合においても，効率的な配置が可能とな

れば，旧集落とその周辺 1街区で戸建住宅は収まり，集約的な立地は可能である． 

 

 

表 5-5 各シナリオの設定条件 
設定条件 拡散型シナリオ 集約型シナリオ 

住宅立地 新たに建設する住宅については，優良田園住宅（国土交通

省1998）を参考に，敷地面積300m2以上，建蔽率30%，容

積率50%の住宅（延床面積180m2）を街区群全体で均等に

開発を進める． 

新たに建設する住宅については，通常の郊外型戸建住宅（延

床面積150m2）を，旧農村集落およびその近傍の空地空家発

生地に集約的に立地させる．住宅配置は，オープンスペース

の集約化を基本とした配置とする． 

住宅以外の立地 現状と同様の地点に建替を行う． 幹線道路沿いを中心に現在より集約させる． 

学校については更新タイミングで旧農村集落に移転する． 

交通インフラ 歩道，自転車道の整備を行う． 歩道，自転車道の整備を行う（整備量は拡散型と同様とする）

とともに，カーシェアの導入を図る（2台目保有車両を転換

する）． 

公共交通 現状と同様とする． 街区群内をめぐるバスルートを短縮し，便を増やす．  

 

 
図 5-27 各シナリオの 2050 年での空間デザイン 
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 施策分析結果と考察 (4)

 

トリプルボトムライン評価指標の評価結果 

前項で設定したシナリオごとの環境性能評価結果（2050年）を図 5-28に示す． 

拡散型シナリオでは，CO2排出量はなりゆきシナリオと比較して更に 6%増加する．住宅が広く

なり，エネルギー利用が増加するとともに，市街地の拡散により公共交通の利便性が下がり，自

動車の交通分担率も増加することが原因と考えられる．市街地維持費用についてはなりゆきシナ

リオよりも 6%減少しているが，これは空家の除却によるものと考えられる．一方，集約型シナリ

オでは 4%の減少となっている．これは主に交通によるものであり，集約化によって公共交通の利

便性が高まったほか，歩道や自転車道の整備密度が拡散型と比較して高いことから，徒歩や自転

車への転換にも結び付いている．インフラについても減少しており，宅地エリアが小さくなるこ

とから，宅地に係るインフラ維持管理費用（住宅排水や道路管理レベル）の削減が可能となって

いるためである． 

一方，住民の QOLに関する変化では，どちらのシナリオも増加しているが，内訳は大きく異な

る．拡散型シナリオでは，住宅広さや日あたりなど，主に住宅に関するアメニティの向上による

ものであり，集約型シナリオはオープンスペースなどの公共空間によるものと，歩きやすさや公

共交通の利便性など，交通利便性に係る要因となっている．全体としてはやや集約型シナリオの

ほうが増分が大きく，拡散型シナリオに対してもなりゆきシナリオに対しても環境性能が高くな

ることが明らかとなっている．今後人口の増加が望めない都市フリンジ部においても，街区群レ

ベルでの土地利用構成が街区群の環境性能に大きく影響している． 

 

 
図 5-28 各シナリオにおける環境性能評価結果（2050 年） 
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環境効率および費用効率の評価結果 

環境効率および費用効率の結果を図 5-29に示す．環境効率では，なりゆきが 0.17であるのに対

し，拡散型では 0.16と低下しており，反対に集約型では 0.19と向上している．ともに QOL値は

増加していることから，CO2 排出量の増減が環境効率に大きく影響があることがわかる．また，

集約型シナリオであっても，2050 年には 2010 年の現況と比較して環境効率は 1 割以上低下して

いる．人口減少による環境面での街区群性能の非効率化は，土地利用の再編を実施し QOL向上を

図っても抑制できず，結果として環境効率が低下したと考えられる．土地利用再編のみでは環境

効率の向上は難しく，前節における近郊街区群の検討結果を踏まえれば，技術導入と合わせた街

区群の再編により環境効率の改善を図る必要がある． 

費用効率も同様に，なりゆきが最も低く，拡散型シナリオのほうが集約型シナリオよりも小さ

い．ただし，環境効率とは異なり，集約型シナリオにおける 2050年の費用効率は 2010年の現況

を上回っており，土地利用の再編により向上する可能性がある．これは，土地利用再編により現

況よりも市街地を集約したことでインフラ維持管理費用や建設コストを抑えることが可能となっ

たためである．以上の結果から，人口が大きく減少する街区群においては，土地利用再編を積極

的に図っても，費用や環境負荷増大は抑えられず，街区群全体が非効率化する恐れがある．都市

圏全体での人口配置を見直したうえで，減少が著しい地域においては撤退の可能性も視野に入れ

た検討の必要があるとともに，撤退が難しい地域においては環境技術と合わせた街区群のデザイ

ンを検討することにより，環境的にも費用的にも効率的な市街地の形成を目指す必要がある． 

 

 
図 5-29 環境効率及び費用孤立の評価結果（2010 年及び 2050 年） 
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5-5 ケーススタディ結果のまとめ 
 

 モデルの有用性に関する検証 (1)

 

以上の 3地区におけるケーススタディを踏まえ，モデルの有用性について検証を行う． 

まず，3 地区に共通する分析として，なりゆきシナリオを用いた将来空間構造の変化と，それ

によるトリプルボトムライン指標の算出が可能となった．これにより，都心部においては，建物

高さのばらつき増加による居住環境の悪化，近郊街区群においては，ミニ開発がもたらす 3 階建

戸建て住宅の建て詰まりと空地・空家の同時発生による地区空間利用の不均質化，郊外街区群に

おいては建物の需要発生時期と滅失集中時期のギャップによるいびつな空間分布の形成など，各

地区においてなりゆきのままに建物が更新した場合に発生が予見される現象が具体的に提示でき

るとともに，それによる空間性能の変化が総合的かつ定量的に提示できた．地区の空間再構築を

検討する場合においては，現状およびそれによる将来変化の認識は計画立案の上で重要な基礎資

料となる．開発したシステムを用いることで，発生する現象とその帰結を同時に確認することが

可能であり，将来計画立案のための有用な基礎資料として，分かりやすい情報を提示できること

が明らかとなった． 

また，各ケーススタディにおいて異なるパターンの検証を行い，モデルの有用性を多面的に検

証した．都心地区では，市民主体による地区まちづくりにおける環境性能の評価を実施した．そ

の結果，地区の居住環境向上により，市民の享受する生活の質が大幅に増加することが定量的に

明らかになるとともに，ゾーニングや共同更新による用途複合化が建物寿命の増加に寄与するこ

とが明らかとなった．さらに，地区内の建物が 2020年代に多くたて替わることから，将来ビジョ

ンの実現には 2020 年までに共同更新やゾーニングのルール化を具体的に設定する必要があるこ

と，会所の確保が QOL増加に大幅に貢献していることなどが明らかになった．これにより，住民

主体でのまちづくりにおいて，定量的科学的な根拠を示すことが可能となるとともに，将来ビジ

ョンの実現や低炭素化を両立するために必要な施策や，その実施時期（クリティカルポイント）

をフィードバックすることが可能となる．市民ベースでの地区まちづくりにおいては，合意形成

の議論が中心となることから，取り組みの実現性や実効性は担保されない場合が多く，取り組み

の長期継続性が確保できないこともある．本評価システムを用いることで，市民参加によるまち

づくり方針について，取り組み効果の見える化が可能であり，科学的な情報から具体的な議論を

進めることが可能となる． 

郊外街区群においては，空間デザインと環境技術の相互効果についての分析評価を実施した．

その結果，環境技術のみではコスト効率や住みやすさがあまり向上しないことから，住民との合

意形成や，エネルギー事業を担う事業者の参入が難しく，反対に空間デザインのみでは低炭素化

を促せない可能性が明らかとなった．本評価システムを用いることで，事業者における採算性や
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市民の合意形成など低炭素まちづくりを担う各事業の組み合わせをそれぞれの側面から総合的に

検討することが可能であり，エネルギー及び建設需要の小さい近郊や郊外部においても事業性の

高い計画を検討することが可能となる． 

最後に郊外街区群における検討では，人口減少地域における土地利用の検討を行った．集約型

都市構造を実現する上では，環境的、経済的に非効率な地域において，徐々に人口移転を促すこ

とが挙げられている．しかしながら，社会的地理的な観点から，すべての候補地域において完全

に人口を撤退することは難しく，人口が少ない中で効率的な土地利用が求められる．本研究では，

地区レベルでのミクロな土地利用政策について，具体的かつ包括的な評価を実施することができ，

郊外地区において適切な都市の折りたたみ方を検討するためのツールとしても活用できることを

検証した． 

本研究で開発したシステムは，市民主体の地区まちづくり支援だけでなく，エネルギー需要密

度の小さい地区における複合的な事業実現性の検討，郊外における将来方針の検討など，多様な

政策検討に実現できるツールであると考えられる． 

 

 

 ケーススタディによる低炭素街区群の方向性に関する知見の整理 (2)

 

各ケーススタディを通じた，低炭素な街区群を実現するためのデザインについての知見を以下

に整理する． 

全体的な知見として，環境技術の導入はそれ単独では，街区群の魅力を向上することは難しく，

またコストメリットを創出することも難しいこと，それを可能とするためには，受け皿である空

間デザインも合わせて検討することが街区群のバランスの良い環境性能向上に必要不可欠である

ことが明らかとなった．また，日本においては，都心部では駐車場，近郊・郊外部においては空

地や空き家など，建物の密度に関わらず低未利用地が多く存在し，今後も増加する．これらをコ

ントロールすることで，人口密度を高めながら魅力的な公共空間（歩道，公園など）の創出と，

それによる市街地の環境改善や低炭素化の実現が可能となることが明らかとなった． 

また，個別のケーススタディにおける市街地のデザインについての知見を以下に整理する．ま

ず都心街区群では，街区群レベルでのゾーニングを行いながら，共同更新による敷地の集約化や

住宅と商業などの用途混在を進めることが環境的にも住民の QOL 向上にも有効であることが明

らかとなった．地区環境の改善が結果として，建物寿命の向上にもつながり，より長期的な将来

における建設資源消費量の低減とそれによる低炭素化の実現にも寄与することが明らかとなり，

住環境改善が低炭素につながることが検証できた． 

近郊街区群においては，今後未利用地が増加する可能性が高いことから，これらをどのように

コントロールするかを検討することが必要不可欠である．街区群の立地特性に応じてその配分は

異なるが，低未利用地のコントロールにより生まれた余裕を，交通空間と居住空間に適切に配分
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することによって，徒歩や自転車など，ヒューマンスケールの交通環境と，ゆとりのある居住空

間の確保が同時達成できる．それにより自動車分担率の低減や，世帯人数に適した住宅の選択が

なされ，単にハード面の改良だけでなく，ライフスタイルの変化をも含めた環境負荷低減が可能

となることが明らかとなった． 

最後に郊外街区群について，人口が減少する街区群においては，地区内において小さく集約す

る土地利用が環境的にも効果的であり，居住者の QOL 向上も期待できることが明らかとなった．

旧農業集落においては，従来の農家型住宅（母屋，離れ，倉などから構成される敷地の大きい住

宅地）から，核家族化による通常の戸建て住宅への転換は逃れられない．鉄道駅が周辺に存在し

ない市街地においても，旧農業集落等において，現在の地区特性を活かした集約化を図ることで，

従前よりも高密でかつ公共交通利便性の高い地区へと転換できる可能性がある．一方で人口減少

による環境面や経済面での非効率化を，土地利用のみでは完全に吸収できない可能性も示唆され

た．そのため，市街地の集約化とエネルギーの面的利用を同時に実施することで，追加コストを

なるべく低減した漸次的な低炭素まちづくりが求められる．  
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第6章 結論 

 

 

6-1 本研究により得られた知見の整理 
 

 本研究の成果の概要 (1)

本研究では，マクロな人口シナリオを前提として，街区群で生じる建物更新を時系列で予測し，

それに伴う生活行動や交通行動を推計したうえで，街区群の環境性能を TBL（環境，社会，経済）

の観点から総合的に評価するシステムの構築を行った．また，開発したシステムを用いて，名古

屋都市圏の立地特性の異なる 3 街区群を対象にデザイン検討を実施し，それぞれの街区群におい

て低炭素街区群を実現するためのデザインを検討した． 

その結果，開発した評価システムは，施策シナリオと将来像の設定から，半自動的に市街地に

おいて発生する現象の漸次的変化の記述と，定量的な性能評価を同時かつ漸次的に提示できるこ

とが明らかとなった．これは，これまで分断されてきた長期的目標と短期的取り組み，合意形成

と市街地の品質管理，都市スケールでの戦略と地区スケールでの個別事業を総合的観点から検討

し，統合できるものであり，多様な市街地の持続可能性向上のための取り組み検討に活用できる

ものである． 

また，ケーススタディの検討から，実街区群におけるまちづくりの環境性能を検証でき，環境

技術と空間デザインの相互効果，交通空間と居住空間のトレードオフ，土地利用方針など，それ

ぞれの目的に応じた検討ができることが確認できた．また，なりゆきシナリオの予測分析では，

いずれの街区群においても，いつ，どこで，どのような課題が生じるかを詳細に記述できるとと

もに，それが環境性能に与える影響を評価することが可能であり，街区群の将来がどのように変

化するかを，視覚的，定量的に情報提供することができる．これらは実際の街区群まちづくりに

おいても有効に活用できるものである． 

 

 各サブモデル構築により得られた知見の整理 (2)

建物更新を予測するモデルの構築では，単に物理的寿命だけでなく，周辺環境や建物の要求性

能の変化を踏まえた予測モデルの構築が可能となった．個々の建物の容積率充足率だけでなく，

街区群全体での容積率の充足が重要となること，街区群全体での景観や日照の確保が受網に影響

する可能性があることなどが明らかになるとともに，ケーススタディからは，単に建物の水準の
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みを引き上げても，周辺環境の性能が向上しなければ物的要因以外の要因で寿命前に更新が発生

することが示唆された． 

生活スケジュールを考慮したエネルギー消費量推計モデルでは，世帯のライフステージや就業

状況等によって，エネルギー需要が大幅に異なることが明らかとなった．世帯人員が多い世帯の

ほうが一般的には 1 人あたりのエネルギー消費量が小さくなるが，ともに就業していない高齢夫

婦と共働き夫婦では消費量に大きな差があるなど，在宅時間と居住している街区群のバランスで

エネルギー消費量は異なることが示唆された．また，テレワークやシェアハウスなど ICTを利用

したライフスタイル変化もまた，世帯のエネルギー消費量に影響を与え，特にテレワークにおい

ては郊外ではエネルギー消費量削減可能性があるものの，都心部においてはもともとの通勤に必

要なエネルギーが少ないことから，在宅に伴うエネルギー消費量の増加が優越し，かえってエネ

ルギー消費量が大きくなる可能性があることが確認できた．さらに，スマートグリッドなど，エ

ネルギーの面的利用効果については，世帯属性の多様性や土地利用の多様性が担保できる近郊部

で最も効果がある可能性も明らかとなった． 

沿線環境を考慮した距離別交通手段分担率モデルでは，歩道の整備や街路樹など居住地周辺の

環境の違いが交通手段選択に大きく影響を与えることが示唆された．具体的には，歩道整備や街

路樹，沿線の商業施設の数が大きいほど徒歩での移動距離が増加すること，自転車での移動距離

は居住地周辺の標高差の影響があること，カーシェアリングシステムやパーソナルモビリティな

ど，端末側の交通施策が自動車の分担率を抑制できる可能性があることが明らかとなった．また，

地区の立地特性とそれに伴うトリップ長の分布から，例えば都心部においては歩行者関連施策，

近郊部においては自転車施策，郊外においては公共交通施策による CO2排出量削減効果が大きい

ことが明らかとなり，現在の地区特性に応じて交通行動変化や CO2排出量に影響の大きい施策の

選定・抽出が可能となった． 

最後に，以上のサブモデルから得られるデータを用いて，低炭素まちづくりを空間構成と環境

技術双方の観点から評価できるトリプルボトムライン評価システムを構築した．このシステムに

より，街区群の環境性能を QOL値，CO2排出量，市街地維持費用の観点から評価することが可能

となり，個々の住宅における環境技術の導入から，エネルギーの面的な利用，土地利用や居住施

策による効果を，単独ではなく複合的に時系列で評価できるモデルの構築が可能となった．さら

に，QOL値の算出を行う上では，アンケートを用いた推計により，居住環境を示す指標に対する

住民の価値観が明らかになるとともに各指標の余命換算値を得ることが可能となった． 
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6-2 社会実装に向けた提案と課題 
 

 長期的将来を目指したまちづくり展開への活用 (1)

これまでの日本における地区環境形成のための取り組みは，市民参加の改善型まちづくりが多

く，短期的視野に基づいた取り組みの推進が中心的であった．地区計画のような長期にわたって

地区環境に影響を持つ施策を講ずる取り組みの事例は少なく，また実施される場合においても，

その効果は将来像実現時点における定性的，感覚的な把握にとどまり，定量的かつ時系列でその

効果を管理するアプローチはあまりとられてこなかった．気候変動や減災といった日常生活の実

感から距離のあるテーマをいかに市民に引き寄せ，まちづくりに実装するかはこれからのまちづ

くりにおける重要な課題であり，そのためには「低炭素」に示される望ましい社会像を分解し，

より具体的な現象として記述する術が求められている．また，近年における地区マスタープラン

の策定やトランジション・タウンなど，長期的目標に向かって取り組みを積み上げるまちづくり

のアプローチについては，長期的目標と短期的取り組みの整合や継続性が問われている．これら

の取り組みにおいては，将来像検討（Visioning）の段階においては定量的なアプローチをとって

いるが，ロードマップの検討段階においては実現性や取り組み実施順序などから定性的な検討に

留まることが多く，計画の途中段階においてどの程度取り組みの効果が発揮されているかが明ら

かではなく，現在実施している取り組みが継続的に実施できるか，またそれが将来目標に近づい

ているかを担保するＰＤＣＡサイクルの確立はまだ達成されていない． 

本システムでは取り組みによる効果を，単に CO2排出量や QOL 値などの指標だけでなく，地

区の建て替えを中心とした現象として提示でき，市民や行政などまちづくりに携わる関係者に対

して実感しやすい情報を提供できる．それにより，市民参加型まちづくりへの科学的，客観的な

情報の実装が可能であり，実効性や実現性を含めた取り組み（特にロードマップ）議論における

基礎情報として活用できる．また，計画により確保できる環境性能を時系列で評価することがで

きることから，地区レベルでのまちづくりについて，長期的な視野を持った目標設定（Visioning）

とその実現のためにやるべき事業や計画，実施時期（Roadmap）を統合的に評価検討することが

可能になる．さらに，取り組み内容や実施時期の変更も随時入力条件として対応できることから，

取り組みの途中段階において環境性能がどうなっているか，取り組み進捗の把握や見える化を図

ることが可能となる． 

 

 システムを活用した地区計画制度の改善提案 (2)

具体的な社会実装手法として，地区計画策定への活用が期待される． 

現在の地区計画制度は，第 2 章に整理したとおり，再開発等の予定がない既成市街地において

は，歴史的まちなみを有するなど特別な価値共有が進んでいる地区以外では適用事例は少ない．

これは，建築自由の原則が成り立つ我が国において，地区計画の策定による敷地活用の制限が，
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地区計画により得られるメリットよりも卓越する（と住民や不動産事業者に判断される）ことに

よるものである． 

他方，低炭素まちづくりにおいて重要な事業となるエネルギーの面的利用においても，地区計

画の活用が期待される．面的利用事業においては供給事業者の存在が必要不可欠であるが，例え

ば現在の熱供給事業においては，事業を実施することによる供給義務が発生する一方で，地区内

の住宅や事業者に接続義務が存在せず，必ずしも地区の熱需要ポテンシャルに見合った収益が生

まれない．そのため，都心部の大型建築物が集中する地区（すなわち熱需要が十分に大きく接続

の合意形成が容易な地区）においては事業が進む一方で，小規模な住宅や建物が集中する地区に

おいては事業の実現が困難となっている．こうした地区においては，供給事業の成立と住民のメ

リットが双方満たせる限りにおいて接続率の義務化などの制限をかけることが有効と考えられる

が，現状の地区計画制度においてはこうした地区の低炭素化に資するメニューが提案されていな

い上に，前述のとおり，例えゆるやかな規制であっても，その必要性が十分に認識されない社会

環境にある． 

こうした現状を打破するためには，地区計画が実現する環境性能を前もって担保される必要が

ある．本システムは地区計画導入による市街地の変化とその効果を明らかにすることが可能であ

り，得られる効果が明確であれば，住民や事業者との検討や説明においてその効果を共有するこ

とが可能である．また，LEEDや CASBEEなどの建築物環境性能認証ツールが不動産投資分野に

おいて認知され始めており，認証された建築物や不動産の資産価値向上に繋がっているとの調査

結果もあることから，地区計画においても，それがもたらす定量的な効果の認証が進めば，将来

価値の顕在化が期待でき，現在よりも地区計画の活用を促すことが期待される．なお，現在の地

区計画制度においては，地区単位である程度自由に規制内容を定めることが可能である．こうし

た枠組みに，低炭素化を支援する規制メニューの追加や，それに対する行政のインフラ基盤整備

等による支援などが可能となれば，環境配慮型の地区計画として活用することが可能である． 

現在，名古屋市が公募している「環境モデル地区事業」は，上記の考え方をもとに低炭素化を

進める地区を，定量的な根拠に基づきモデル地区として認定しようとする動きである．現段階に

おいては，認証に対する努力に対し，その支援メニューは充分とは言い難いものの，一定の要件

を満たす地区のまちづくりに対して，行政が積極的に支援する枠組みの拡充は必要不可欠であり，

本システムはこうした仕組みを科学的側面からフォローできるものと考えられる． 
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6-3 今後の課題と期待される展開 
 

最後に本研究に残された課題を述べる．まず課題として挙げられるのが，地区レベルでのミク

ロな挙動に対する再現性である．本研究で構築したモデルにおいては全体量としての再現性は確

認しているものの，個々の挙動に対する再現性が十分であるわけではない．これは経年的な地区

の周辺環境と滅失に係るデータ，個々の建物における時間帯別エネルギー消費量データ，トリッ

プ単位の交通行動データ（特にゾーン内々交通）など，ミクロな挙動の再現性を確認するために

必要な地区レベルの詳細情報が入手困難なことによるものである．近年においては，スマートメ

ーターの普及や携帯電話位置データやプローブデータの活用や住宅地図などの基盤情報の蓄積な

どが進みつつあるが，フレキシブルな利活用が可能となる制度的，技術的な対応にはまだ時間が

かかることが予想される． 

また，技術イノベーションや突発的事象によるライフスタイルの長期的変化も織り込まれてい

ない．本研究で示した通り，地区の環境性能は，その地区に導入される環境技術や空間構成だけ

でなく，ライフスタイルの影響も大きい．スマートフォンのように，技術イノベーションが人の

行動を大きく変える可能性もある．こうした変化に対しては，本研究はシナリオ分析をしている

に過ぎず，今後ライフスタイルの変化やその影響についても検討していく必要がある． 

さらに成熟経済の現在における実際のまちづくりでは，立案してすぐにハード整備を行うこと

は難しく，社会実験や仮設による検証から規模を拡大するステップを踏むことが多い．こうした

スタートアップの取り組みの結果を，評価や次の展開につなげるための手法が求められており，

更なる社会実装のためには，取り組みを進めながら，その効果の検証を行う実証的な研究や，そ

れと長期的なシナリオを接続するための方法論も求められる． 

以上の課題を踏まえ，今後の展望として評価システムの精度や信頼性向上と実際のまちづくり

の進捗管理への社会実装を両立した内包型のまちづくりの展開を進める必要がある．これは，実

際の地区において社会実装を図りながらそのＰＤＣＡサイクルを確立するとともに，並行してモ

ニタリングの実施とモデルの精度の向上を図ることで，評価システム自体のＰＤＣＡサイクルを

描くものである．低炭素化に向けた早期の行動開始と柔軟な対応確保のためには，取り組みだけ

でなく，それを評価するシステム全体を包括したＰＤＣＡサイクルを設計することで，科学的学

術的な知見向上と実地区における取り組み展開を連携した展開が求められる．  
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かけしました． 

さらに，先輩方である柴原尚希先生（一般社団法人産業環境管理協会，元・名古屋大学大学院

環境学研究科助教），福本雅之主任研究員（一般社団法人豊田都市交通研究所，元・名古屋大学大

学院環境学研究科研究員）にも大変お世話になりました．生意気な後輩ですいませんでした．服



 

 

部友里技術補佐員，台信尚子事務補佐員には，事務手続きをはじめとして様々なフォローをして

いただきました．林・加藤研究室の卒業生・在学生である金岡芳美さん（現・独立行政法人都市

再生機構），後藤良太君（現・清水建設株式会社），高野剛志君（現・大日本コンサルタント株式

会社），石田千香さんはともに研究を行い，わたしとともに本論文の基礎を築いていただきました．

色々と無理を言いましたが，大変感謝しています． 

在籍する大日本コンサルタント株式会社の上司および諸先輩方にも大変お世話になりました．4

年間のコンサルタントとしての実務経験がなければ，この短い期間で論文をまとめることは難し

かっただろうと考えております．特に上司として，担当する業務の管理技術者としてご指導いた

だいた田口勝則室長には大変感謝しております．実務を進めるうえでのストーリーづくり，業務

工程の管理，文章の洗練など，入社時から様々なことを教えていただきました．これらの経験は

研究プロジェクトを進め，本論文をまとめるにあたっても欠かせなかったものです．また急な話

にも関わらず，今回の出向についてご理解いただいた伝谷恵一支社長，酒井康弘事業統括，富田

学室長にも深く感謝申し上げます．色々とご心配とご迷惑をおかけしました．今後は大学での研

究経験を活かしたうえで，わたしにできる貢献をしたいと考えています． 

その他，学会でご助言を頂いた各先生方，対象地域の関係者をはじめ，ここには書ききれない

多くの方々にお世話になり，助けていただきました．ありがとうございました． 

 

最後に，これまでわたしの勝手な言動につきあい，一番近くで支え，応援してくれた妻・慶子，

陰ながら応援し続けてくれた両親，友人に感謝し，本論文の謝辞とします． 

 

ありがとうございました． 
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